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I  調査研究の概要 

１ 背景と目的 

介護保険制度創設時に「特定施設入居者生活介護」が位置づけられて以来、同サービスの中核を

担ってきた有料老人ホームは、15 年間かけて着実に増加し、同時に機能の多様化が進んでいる。また、

改正高齢者住まい法によって「サービス付き高齢者向け住宅」が位置づけられたことにより、多様な事

業者の参入が進み、これらの高齢者向け住まい・居住系サービス（以降、「高齢者向け住まい」と称する）

は供給も増加傾向にある。 

単身高齢者や高齢夫婦のみ世帯の増加が見込まれる中、長期入院から介護施設へ、さらには在宅

介護へと転換が図られ、地域包括ケアシステムの構築が目指されている。そこでは、住まいとしての環

境をベースに、介護、リハビリ、健康管理等の一部医療、日常生活支援等の多様なサービスが組み合

わされ、機能を発揮するこれらの高齢者向け住まいへの期待が大きく高まっている。実態として、重度

化対応、認知症対応、医療対応、看取りへの対応等が進み、介護保険施設と類似（あるいは代替）する

役割を果たしている高齢者向け住まいも増えている。特に、需要に対して施設定員数が少なく、家族・

地域等の介護力も弱い都市部においては、高齢者向け住まいの果たしている役割は大きいと言える。 

しかし、その一方で、高齢者向け住まいの多様化は、利用者に対して複雑でわかりにくくなっている

ばかりか、政策を検討する上でも、どのような機能・役割を果たす資源がどのくらい存在するかの把握を

難しくしている側面がある。財政的にも厳しい中で、今後の地域包括ケアシステムを効率的かつ効果的

に構築していくためには、地域資源の有効活用の観点が不可欠である。 

このような問題意識から、本調査研究では、高齢者向け住まいが果たしている機能・役割の実態を適

切に把握し、今後の地域資源の有効活用方策を検討に役立てていくことを目的とする。 

野村総合研究所は、平成26年度にも同様の狙いから「高齢者向け住まいの実態」研究を実施してい

る。この成果を踏まえ、昨年度からの変化を俯瞰して、施設の運営状況や施設規模、価格帯別に施設

の状況把握、時系列変化を把握するとともに、政策の方針を裏付ける施設の実態についても調査する。

具体的には、看取りを実践している施設、重度の入居者が多い施設、アクティブシニア向け施設の特性

および実態等を明らかにしつつ分析・とりまとめを行うこととする。 
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２ 調査研究の方法 

１） 研究会の設置 

当該分野に精通した有識者からなる研究会を設置し、その議論を踏まえて調査研究を進めた。なお、

研究会は以下の通り３回開催した。 

 

高齢者向け住まいの実態調査に関する研究会 委員名簿 （敬称略） 

＜委員＞ 

座長 高橋 紘士 一般財団法人 高齢者住宅財団   理事長 

 島田 千穂 地方独立行政法人 東京都健康長寿医療センター研究所 

         研究副部長 

 祐成 保志 東京大学大学院 人文社会系研究科   准教授 

 長田 洋  高齢者住まい事業者団体連合会   事務局長 

   一般社団法人 全国特定施設事業者協議会  事務局長 

 根岸 秀典  一般社団法人 高齢者住宅推進機構   事務局長 

 細川 哲志 横浜市 健康福祉局 高齢健康福祉部  部長 

 松本 光紀 公益社団法人 全国有料老人ホーム協会第二事業部 副部長 

 本吉 則夫 一般財団法人 サービス付き高齢者向け住宅協会 事務局長 

 

＜研究協力（オブザーバー）＞ 

 保科 整  一般社団法人 高齢者住宅推進機構 調査課長 

 橋口 真依 厚生労働省 老健局 高齢者支援課 

 西村 和樹 厚生労働省 老健局 高齢者支援課 

 

＜開催日程および議題＞ 

回数 日程 議題 

第１回 2015 年７月 30 日 調査研究の趣旨 

調査票に関するディスカッション 

第２回 2015 年 12 月 24 日 主要項目の調査結果に関するディスカッション 

クロス集計・追加分析に関するディスカッション 

第３回 2016 年３月３日 クロス集計結果に関するディスカッション 

報告書のとりまとめにむけてのディスカッション 
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２） アンケート調査の概要 

（１） 調査対象 

以下に該当する有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅の８割を、無作為抽出法を用いて選

定し、調査対象としてアンケート調査を実施した。 

≪調査対象≫  

平成 26 年 7 月 1 日時点で有料老人ホームとして届出を行っている施設 ：8,451 施設 

平成 26 年 7 月 1 日時点でサービス付き高齢者向け住宅として登録を行っている住宅 ：3,619 施設 

合   計 12,070 施設 

 

（２） 調査方法 

郵送により調査票を送付・回収 

ただし一部の大手事業者からは本社管理部門よりデータで回答を入手 

 

（３） 調査期間 

平成 27 年 8 月 20 日～11月 26 日 （平成 27 年 11 月 26 日着分まで有効） 

 

（４） 回収結果 

≪有効回答≫ 

有料老人ホーム 4,256 施設（有効回答率：50.4％） 

サービス付き高齢者向け住宅 1,836 施設（有効回答率：50.7％）  

合   計 6,092 施設（有効回答率：50.5％） 

注）上記の有効回答率は各施設ごとの施設抽出数に対する比率 
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【都道府県県別 有効回答状況】 

 
 

  

全体 介護付有料老人ホーム 住宅型有料老人ホーム
ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅

（特定施設）
ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅

（非特定施設）

送付数
有効回
答数

有効回
答率

送付数
有効回
答数

有効回
答率

送付数
有効回
答数

有効回
答率

送付数
有効回
答数

有効回
答率

送付数
有効回
答数

有効回
答率

北海道 545 261 47.9 152 75 49.3 171 69 40.4 14 10 71.4 208 107 51.4
青森 316 169 53.5 5 5 100.0 242 138 57.0 2 2 100.0 67 24 35.8
岩手 177 90 50.8 6 2 33.3 116 60 51.7 4 3 75.0 51 25 49.0
宮城 180 65 36.1 24 11 45.8 79 25 31.6 4 2 50.0 73 27 37.0
秋田 104 52 50.0 21 13 61.9 43 23 53.5 9 7 77.8 31 9 29.0
山形 157 80 51.0 23 11 47.8 103 54 52.4 1 1 100.0 30 14 46.7
福島 183 90 49.2 25 10 40.0 87 30 34.5 4 2 50.0 67 48 71.6
茨城 199 93 46.7 43 20 46.5 41 25 61.0 3 2 66.7 112 46 41.1
栃木 121 50 41.3 19 11 57.9 44 14 31.8 6 5 83.3 52 20 38.5
群馬 338 158 46.7 42 22 52.4 191 80 41.9 3 1 33.3 102 55 53.9
埼玉 503 246 48.9 246 129 52.4 86 40 46.5 26 10 38.5 145 67 46.2
千葉 459 209 45.5 159 83 52.2 175 68 38.9 6 4 66.7 119 54 45.4
東京 742 490 66.0 505 343 67.9 74 37 50.0 17 10 58.8 146 100 68.5
神奈川 733 418 57.0 403 256 63.5 188 82 43.6 13 8 61.5 129 72 55.8
新潟 146 93 63.7 38 34 89.5 55 29 52.7 5 4 80.0 48 26 54.2
富山 85 60 70.6 1 1 100.0 44 33 75.0 0 0 0.0 40 26 65.0
石川 100 46 46.0 9 5 55.6 59 22 37.3 2 2 100.0 30 17 56.7
福井 49 24 49.0 7 5 71.4 7 3 42.9 3 2 66.7 32 14 43.8
山梨 59 28 47.5 9 6 66.7 8 5 62.5 2 2 100.0 40 15 37.5
長野 241 123 51.0 52 28 53.8 124 61 49.2 6 3 50.0 59 31 52.5
岐阜 165 84 50.9 23 12 52.2 84 43 51.2 4 1 25.0 54 28 51.9
静岡 246 103 41.9 81 43 53.1 92 39 42.4 5 2 40.0 68 19 27.9
愛知 588 297 50.5 167 94 56.3 291 129 44.3 6 4 66.7 124 70 56.5
三重 227 121 53.3 27 14 51.9 104 45 43.3 8 5 62.5 88 57 64.8
滋賀 56 23 41.1 6 6 100.0 8 4 50.0 0 0 0.0 42 13 31.0
京都 104 60 57.7 30 18 60.0 26 9 34.6 2 2 100.0 46 31 67.4
大阪 856 419 48.9 217 141 65.0 366 157 42.9 11 3 27.3 262 118 45.0
兵庫 307 167 54.4 112 68 60.7 50 25 50.0 12 7 58.3 133 67 50.4
奈良 79 42 53.2 25 14 56.0 29 15 51.7 1 1 100.0 24 12 50.0
和歌山 148 69 46.6 8 1 12.5 88 47 53.4 2 0 0.0 50 21 42.0
鳥取 63 28 44.4 7 1 14.3 28 13 46.4 2 1 50.0 26 13 50.0
島根 80 41 51.3 15 7 46.7 44 20 45.5 2 1 50.0 19 13 68.4
岡山 227 110 48.5 78 42 53.8 82 34 41.5 2 1 50.0 65 33 50.8
広島 228 126 55.3 55 36 65.5 42 24 57.1 10 5 50.0 121 61 50.4
山口 247 106 42.9 18 13 72.2 147 59 40.1 4 4 100.0 78 30 38.5
徳島 83 44 53.0 3 2 66.7 36 14 38.9 0 0 0.0 44 28 63.6
香川 126 50 39.7 26 10 38.5 60 19 31.7 2 2 100.0 38 19 50.0
愛媛 175 103 58.9 48 22 45.8 53 36 67.9 3 2 66.7 71 43 60.6
高知 67 30 44.8 15 7 46.7 32 13 40.6 1 0 0.0 19 10 52.6
福岡 702 356 50.7 176 94 53.4 387 185 47.8 3 2 66.7 136 75 55.1
佐賀 132 50 37.9 23 10 43.5 97 33 34.0 1 0 0.0 11 7 63.6
長崎 195 98 50.3 28 18 64.3 97 47 48.5 5 3 60.0 65 30 46.2
熊本 362 188 51.9 30 15 50.0 261 136 52.1 9 9 100.0 62 28 45.2
大分 294 137 46.6 30 18 60.0 217 100 46.1 1 1 100.0 46 18 39.1
宮崎 272 141 51.8 30 19 63.3 229 115 50.2 0 0 0.0 13 7 53.8
鹿児島 282 148 52.5 41 24 58.5 181 92 50.8 3 2 66.7 57 30 52.6
沖縄 322 106 32.9 18 7 38.9 257 79 30.7 2 1 50.0 45 19 42.2

全　　体 12,070 6,092 50.5 3,126 1,826 58.4 5,325 2,430 45.6 231 139 60.2 3,388 1,697 50.1
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（参考：施設属性別 有効回答状況） 

 

【法人種別 有効回答状況】 

 

 

【施設種別 有効回答状況】 

 

  

50.5

50.4

47.6

57.8

54.0

47.2

40.4

50.8

49.5

49.6

52.4

42.2

46.0

52.8

59.6

49.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 N=12070

株式会社 N=6911

有限会社 N=2059

社会福祉法人N=996

医療法人 N=1097

財団法人・社団法人

N=89

NPO法人 N=426

その他 N=492

有効回答 非回収及び無効

50.5

58.5

45.6

61.2

50.0

49.5

41.5

54.4

38.8

50.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 N=12070

介護付有料老人ホーム N=3126

住宅型有料老人ホーム
N=5325

サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）

N=237

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）

N=3382

有効回答 非回収及び無効
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（５） 調査項目 および 調査の時点 

目次 調査時点 

Ⅰ．運営法人の概要 

 問１ 運営法人に関する基本情報 H27 年 7 月 1 日時点 

Ⅱ．施設の概要 

 

問２ 施設に関する基本情報 H27 年 7 月 1 日時点 

問３ 職員体制 H27 年 7 月 1 日時点 

問４ 利用料金（介護保険自己負担を除く） H27 年 7 月 1 日時点 

問５ サービス施設の状況 H27 年 7 月 1 日時点 

Ⅲ．入居者の状況 

 問６ 入居者の状況 H27 年 7 月 1 日時点 

Ⅳ．入退去の状況 

 
問７ 今年に入ってからの新規入居者について H27 年 1 月 1 日～6 月 30 日 

問８ 今年に入ってからの退去者および看取りについて H27 年 1 月 1 日～6 月 30 日 

Ⅴ．施設におけるサービス提供の状態 

 

問９ 介護保険以外の生活支援サービスについての実施状況 回答時点 

問 10 往診および訪問診療の利用状況について H27 年 6 月の 1 ヶ月間 

問 11 訪問診療の介護度別利用状況について H27 年 6 月の 1 ヶ月間 

問 12 状況把握、生活相談を担う職員について 回答時点 

問 13 入居者のケアプラン作成状況 回答時点 

問 14 介護サービス等の利用状況 H27 年 6 月の 1 ヶ月間 

Ⅳ．特定施設入居者生活介護の状況について 

 

問 15 職員体制 回答時点 

問 16 各種加算の算定状況 回答時点 

問 17 看取り介護加算算定要件・体制の充足状況 回答時点 

問 18 短期利用特定施設入居者生活介護 H27 年 4 月 1 日～6 月 30 日 

Ⅵ．施設における施設運営の状況 

 

問 19 運営懇談会の状況 回答時点 

問 20 地域との交流、地域貢献の取組状況 回答時点 

問 21 介護事故予防・報告体制の整備状況 回答時点 
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（６） 分析テーマ 

本調査の分析方針の検討にあたり、研究会での議論の中で、重要な視点として下記に示す６つの

テーマが挙げられた。本調査では、下記に沿って分析を実施した。 

 

１．入居率の低い施設の特徴  

• 平均値が属するカテゴリーよりひとつ小さいカテゴリー以下（70％未満）を「入居率が低い」と定義

して各設問とのクロス分析を行った 

• 地域別、法人特性別、開設時期別、定員規模別、利用料金別、運営懇談会開催状況別 など  

 

２．重度の入居者が多い施設の特徴  

• 「要介護３以上の入居者の割合」「認知症の程度Ⅲ以上の入居者の割合」「医療処置を要する

入居者の割合」の３指標で分析  

• 要介護３以上を重度者と見た場合、その入居者の割合が 60％以上の施設が上位 1/3 の施設

数に該当した。そこで、要介護度３以上の入居者の割合が 60％以上の施設を「重度の入居者が

多い施設」と定義して各設問とのクロス集計を行った。  

• 認知症の程度Ⅲ以上を重度者と見た場合、その入居者の割合が 40％以上の施設が上位 1/3

の施設数に該当した。そこで、認知症の程度Ⅲ以上の入居者の割合が 40％以上の施設を「重

度の入居者が多い施設」と定義して各設問とのクロス集計を行った。  

• 医療処置を要する入居者の割合が 20％以上の施設が上位 1/3 の施設数に該当した。そこで、

医療処置を要する入居者の割合が 20％以上の施設を「重度の入居者が多い施設」と定義して

各設問とのクロス集計を行った。 

• 地域別、法人特性別、開設時期別、定員規模別、職員体制別、利用料金別、併設施設の状況

別 など  

 

３．看取りを実践している施設の特徴  

• 「看取り率」指標を設定（P149 参照）し、看取りを実践している割合が高い施設の特徴を把握  

• 地域別、法人特性別、開設時期別、定員規模別、職員体制別、利用料金別、併設施設の状況

別 など  

 

４．自立度の高い入居者が多い施設の特徴  

• 「自立・要支援の入居者の割合」「70 歳未満の入居者の割合」の２指標で分析  

• サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では、自立・要支援の入居者の割合が 30％以上の

施設が上位 1/3 の施設数に該当した。そこで、自立・要支援の入居者の割合が 30％以上の施

設を「自立度の高い入居者が多い」と定義して各設問とのクロス集計を行った。  

• 住宅型有料老人ホームでは、70 歳未満の入居者の割合が 10％以上の施設が上位 1/3 の施設

数に該当した。そこで、 70 歳未満の入居者の割合が 10％以上の施設を「自立度の高い入居

者が多い」と定義して各設問とのクロス集計を行った。 

• 地域別、法人特性別、開設時期別、定員規模別、利用料金別、入居率別 など  

 

５．価格帯別にみた施設の特徴  

• 価格帯別に 看取りの状況、要介護度別入居者数、認知症の程度別入居者数、医療処置を要

する入居者数、生活保護受給者の割合、立地地域の特性、開設時期 など  

 

６．定員規模別にみた施設の特徴  

• 総居室数別に 看取りの状況、要介護度別入居者数、認知症程度別入居者数、医療処置を要

する入居者数、生活保護受給者割合、運営懇談会開催状況、立地地域の特性、開設時期など  
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（７） マッチング集計 

平成 26 年度および平成 27 年度調査に対して、それぞれのみおよび両方に回答した施設数を集計

した。本報告書では、平成 26 年度、27 年度ともに回答した施設の集計をマッチング集計と呼ぶ。 

ただし、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）に関しては、サンプル数が少ないためマッチング

集計は実施していない。 

Ⅱ章以降では、主要な項目のマッチング集計を掲載する。 

 

【平成 26 年度、27 年度の有効回答状況】 

 
平成 26 年度のみ回答 

平成 26、27 年度とも 

回答（マッチング集計） 
平成 27 年度のみ回答 

介護付有料老人ホーム 
795 1268 558 

住宅型有料老人ホーム 
1006 1141 1289 

サービス付き高齢者向け

住宅（非特定施設） 871 984 713 
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II  供給事業者像の変化 

１ 運営法人に関する基本情報 

１） 事業主体法人種別 [問１(１)] 

いずれの施設類型においても、「株式会社」が過半数を超えており、特に介護付有料老人ホームで

は、76.8％と 7 割を超えている。次に多い主体は、介護付有料老人ホームでは「有限会社」、サービス

付き高齢者向け住宅では「医療法人」である。 

平成 26 年度調査と比較して特徴的な変化は見られない。 

 

表 II-1 事業主体法人種別 

 

 マッチング集計 

表 II-2 事業主体法人種別 

 

 

  

60.0

60.5

74.4

76.8

50.1

52.7

57.0

57.6

55.1

54.5

16.6

16.8

10.9

9.6

25.6

24.9

7.5

5.0

13.7

14.0

7.3

7.6

6.3

6.5

6.8

6.6

10.5

13.7

9.0

9.5

10.0

9.9

5.0

4.7

8.8

8.7

21.0

20.1

16.1

16.3

0.8

0.5

1.4

0.8

0.4

0.4

0.0

0.6

0.5

2.8

2.4

0.7

0.5

4.8

3.8

4.0

3.6

2.4

2.2

2.6

2.3

1.4

1.1

3.4

2.9

0.0

0.0

3.0

2.8

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0 20 40 60 80 100

全 体

(平成26年度)(N=6369)

(平成27年度)(N=6092)

介護付有料老人ホーム

(平成26年度)(N=2063)

(平成27年度)(N=1826)

住宅型有料老人ホーム

(平成26年度)(N=2147)

(平成27年度)(N=2430)

サービス付き高齢者向け住宅（特）

(平成26年度)(N=200)

(平成27年度)(N=139)

サービス付き高齢者向け住宅（非特）

(平成26年度)(N=1855)

(平成27年度)(N=1697)

株式会社 有限会社 社会福祉法人 医療法人 財団法人・社団法人 NPO法人 その他 無回答

％

78.6

48.4

54.3

8.3

24.2

12.7

5.8

7.6

9.3

4.2

9.2

16.7

1.2

0.2

0.4

0.6

4.4

2.0

1.0

2.9

2.4

0.4

3.2

2.1

0 20 40 60 80 100

介護付有料老人ホーム

住宅型有料老人ホーム

ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅

（非特定施設) 

株式会社 有限会社 社会福祉法人 医療法人

財団法人・社団法人 NPO法人 その他 法人格変更あり

％

N=1,268

N=984

N=1,141
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２） 母体となる法人の業種 [問１(２)] 

介護付有料老人ホーム、住宅型有料老人ホームでは「介護サービス関連」が６～７割を占めており、

次いで「医療関連」、「その他」の順となっている。サービス付き高齢者向け住宅（特定施設・非特定施

設）、ともに「介護サービス関連」が約５割、次いで「医療関連」、「不動産・建築業関連」の順となってい

る。 

平成 26 年度調査と比較して、特徴的な変化は見られない。 

 

表 II-3 母体となる法人の業種 

 

 マッチング集計 

表 II-4 母体となる法人の業種 

 

 

  

59.6

60.4

66.5

67.6

61.0

62.3

45.5

44.6

51.4

51.2

14.7

14.8

10.3

10.7

13.2
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25.5

25.2

20.5

21.3

8.5

7.7

6.3

5.4

8.2

7.0

10.5

10.1

11.2

11.0

6.3

6.9

5.4

5.9

6.7

7.6

8.0

10.1

6.9

6.6

9.2

8.5

10.6

9.6

9.1

8.0

8.0

7.9

8.1

8.1

1.7

1.7

1.0

0.8

1.8

2.3

2.5

2.2

1.9

1.8

0 20 40 60 80 100

全 体

(平成26年度)(N=6369)

(平成27年度)(N=6092)

介護付有料老人ホーム

(平成26年度)(N=2063)

(平成27年度)(N=1826)

住宅型有料老人ホーム

(平成26年度)(N=2147)

(平成27年度)(N=2430)

サービス付き高齢者向け住宅（特）

(平成26年度)(N=200)

(平成27年度)(N=139)

サービス付き高齢者向け住宅（非特）

(平成26年度)(N=1855)

(平成27年度)(N=1697)

介護サービス関連 医療関連 不動産・建設業関連 社会福祉関連 その他 無回答

％

63.6

52.8

46.0

7.3

13.1

20.3

4.1

4.9

8.9

3.4

4.9

4.1

8.1

6.2

4.2

13.5

18.1

16.5

0 20 40 60 80 100

介護付有料老人ホーム

住宅型有料老人ホーム

ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅

（非特定施設) 

介護サービス関連 医療関連 不動産・建設業関連 社会福祉関連 その他 法人格変更あり

％

N=1,268

N=984

N=1,141
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３） 施設の運営法人が運営する施設数 [問１(３)] 

介護付有料老人ホームでは、「50 箇所以上」が最も多く 31.6％を占めるのに対し、他の施設類型で

は、「１箇所」が最も多く、５割前後を占めている。 

平成 26 年度調査と比較して特徴的な変化は見られない。 

 

表 II-5 施設の運営法人が運営する施設数 

 

 マッチング集計 

表 II-6 施設の運営法人が運営する施設数 

 

 

  

40.9

41.5

26.3

23.6

46.2

48.1

42.5

42.4

50.9

51.1

15.8

15.4

11.1

10.1

20.5

18.8

21.0

18.0

15.2

15.9

19.6

20.1

17.7

17.4

23.6

23.9

23.5

20.1

16.3

17.7

8.8

9.5

12.9

16.6

6.4

5.8

9.5

14.4

6.8

6.9

13.6

12.3

31.0

31.6

1.9

2.1

2.5

3.6

9.8

6.9

1.2

1.2

1.0

0.7

1.4

1.3

1.0

1.4

1.1

1.5

0 20 40 60 80 100

全 体

(平成26年度)(N=6369)

(平成27年度)(N=6092)

介護付有料老人ホーム

(平成26年度)(N=2063)

(平成27年度)(N=1826)

住宅型有料老人ホーム

(平成26年度)(N=2147)

(平成27年度)(N=2430)

サービス付き高齢者向け住宅（特）

(平成26年度)(N=200)

(平成27年度)(N=139)

サービス付き高齢者向け住宅（非特）

(平成26年度)(N=1855)

(平成27年度)(N=1697)

１箇所 ２箇所 ３～９箇所 10～49箇所 50箇所以上 無回答

％

21.4

44.9

49.1

1.3

3.2

3.4

5.8

15.1

10.8

2.7

4.0

3.9

12.1

20.4

11.8

2.1

1.0

1.3

8.1

4.7

4.3

0.6

0.4

0.3

37.9

1.5

10.0

7.9

4.8

5.3

0.1

0 20 40 60 80 100

介護付有料老人ホーム

住宅型有料老人ホーム

ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅

（非特定施設) 

1箇所（変化なし) 1箇所→2箇所

2箇所（変化なし) 1箇所･2箇所→3～9箇所

3～9箇所（変化なし） 1箇所･2箇所･3～9箇所→10～49箇所

10～49箇所（変化なし） 1箇所･2箇所･3～9箇所･10～49箇所→50箇所以上

50箇所以上（変化なし） 前回より減少

無回答

％

N=1,268

N=1,141

N=984
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２ 施設に関する基本情報 

１） 事業所開設年月 [問２(１)] 

介護付有料老人ホームでは、2003～2008 年にかけて開設された施設が最も多く４割を超えている。

住宅型有料老人ホームも同様に、2003～2008 年に開設された施設が多く３割超を占めている。 

これに対し、サービス付き高齢者向け住宅では、特定施設、非特定施設とも、2013 年に開設された

施設が最も多く、2012 年以降の開設３年以内の施設が過半数占めている。 

平成 26 年度調査と比較して特徴的な変化は見られない。 

 

表 II-7 事業所開設年月 

 

注）事業所開設年月は、各年の 1月 1 日から 12 月 31 日までに開設された施設を集計して集計している。 
サービス付き高齢者向け住宅は「改正高齢者住まい法」（2011 年 4 月 28 日改正・公布、10 月 20 日施行）で既定。2010 年

以前開設と回答したサービス付き高齢者向け住宅は、前身の高齢者円滑入居賃貸住宅、高齢者専用賃貸住宅の可能性が
ある（2001 年創設）。さらに 2000 年以前開設と回答した施設も高齢者向け優良賃貸住宅の可能性がある（1998 年創設）。 

 

 マッチング集計 

表 II-8 事業所開設年月 

 

2.3

2.2

5.5

4.5

1.5

1.8

0.0

0.0

0.2

0.3

2.5

2.2

5.6

4.9

1.9

1.7

0.0

0.0

0.3

0.2

8.1

8.7

17.7

20.4

6.1

5.7

1.5

1.4

0.9

1.0

12.9

12.8

21.3

22.2

13.4

12.3

6.0

6.5

3.9

3.9

17.4

16.9

16.3

16.4

22.2

20.7

14.0

14.4

13.4

12.3

12.4

12.4

7.7

7.9

10.3

10.5

12.5

16.5

19.7

19.4

10.7

11.8

3.3

4.1

6.9

10.7

22.5

21.6

22.0

20.9

4.4

7.7

1.0

3.2

0.6

5.7

9.0

11.5

12.2

15.1

0.0

1.0

0.0

1.2

0.0

0.5

0.0

2.9

0.0

1.3

29.2

24.4

21.5

15.2

37.1

30.4

34.5

25.2

27.3

25.6

0 20 40 60 80 100

全 体

(平成26年度)(N=6369)

(平成27年度)(N=6092)

介護付有料老人ホーム

(平成26年度)(N=2063)

(平成27年度)(N=1826)

住宅型有料老人ホーム

(平成26年度)(N=2147)

(平成27年度)(N=2430)

サービス付き高齢者向け住宅（特）

(平成26年度)(N=200)

(平成27年度)(N=139)

サービス付き高齢者向け住宅（非特）

(平成26年度)(N=1855)

(平成27年度)(N=1697)

1999年以前 2000～2002年 2003～2005年 2006～2008年 2009～2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 無回答

％

5.7

1.7

0.2

5.9

2.3

0.3

23.5

7.9

0.9

24.1

16.7

4.8

17.5

27.4

14.1

8.7

14.1

22.9

3.5

6.7

27.0

1.2

0.4

13.4

4.9

6.9

5.1

5.0

16.0

11.3

0 20 40 60 80 100

介護付有料老人ホーム

住宅型有料老人ホーム

ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅

（非特定施設) 

1999年以前 2000～2002年 2003～2005年

2006～2008年 2009～2011年 2012年

2013年 2014年 エラー（開設年月異なる）

無回答

％

N=1,268

N=1,141

N=984
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２） 入居時要件 [問２(２)] 

介護付有料老人ホームでは、「自立・要支援・要介護（要件なし）」が５割弱、「要支援・要介護のみ」

が約４割となっており、この２つで８割超を占めている。 

住宅型有料老人ホームでは、上記の２つで７割を占め、これに加えて「要介護のみ」を要件とする施

設が３割弱存在している。 

サービス付き高齢者向け住宅（特定施設・非特定施設）でも同様にこの２つで８割超を占めるが、この

うち「自立・要支援・要介護（要件なし）」が６～７割を占める点に特徴がある。 

平成 26 年度調査と比べると、介護付・住宅型有料老人ホームとサービス付き高齢者向け住宅（非特

定施設）では変化が見られないが、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では、「自立・要支援・要

介護（要件なし）」の割合が増加し、「要支援・要介護のみ」と「要介護のみ」の割合が若干減少している。 

 

表 II-9 入居時要件 

 

 マッチング集計 

表 II-10 入居時要件 

 

  

50.1

50.3

44.9

46.0

39.3

39.2

56.0

62.6

68.1

69.8

30.5

30.5

40.6

40.5

29.4

30.8

27.5

23.7

21.2

19.8

16.1

16.4

11.8

11.1

27.5

27.0

16.5

12.9

7.5

7.1

1.1

1.1

1.6

1.3

1.3

1.2

0.5

1.1

0.9

0.9

0.5

0.4

1.2

0.9

0.7

1.2

1.4

1.2

0.8

0.6

0.8

1.4

0.9

1.3

0.8

0 20 40 60 80 100

全 体

(平成26年度)(N=6369)

(平成27年度)(N=6092)

介護付有料老人ホーム

(平成26年度)(N=2063)

(平成27年度)(N=1826)

住宅型有料老人ホーム

(平成26年度)(N=2147)

(平成27年度)(N=2430)

サービス付き高齢者向け住宅（特）

(平成26年度)(N=200)

(平成27年度)(N=139)

サービス付き高齢者向け住宅（非特）

(平成26年度)(N=1855)

(平成27年度)(N=1697)

自立・要支援・要介護（要件なし） 要支援・要介護のみ 要介護のみ 自立のみ 自立・要支援のみ 無回答

％

0.0 0.0 0.0

0.0     0.0

43.4

35.1

66.8

39.5

23.3

13.2

9.9

22.0

3.8

1.5

1.0

0.2

0.2

0.8

0.7

5.4

17.8

15.3

0.1

0 20 40 60 80 100

介護付有料老人ホーム

住宅型有料老人ホーム

ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅

（非特定施設) 

自立・要支援・要介護（要件なし） 要支援・要介護のみ 要介護のみ 自立のみ 自立・要支援のみ 入居要件に変更あり 無回答

％

N=1,268

N=984

N=1,141
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３） 特定施設入居者生活介護の指定 [問２(３)] 

本調査では本問を用いて、下記の通り高齢者向け施設を有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け

住宅の 2分類に加え、特定施設入居者介護の指定有無で４分類の施設類型に分類している。 

 

～有料老人ホーム～ 

１．特定施設入居者介護の指定有り  介護付有料老人ホーム  

２．特定施設入居者介護の指定無し 住宅型有料老人ホーム  

 

～サービス付き高齢者向け住宅～ 

３．特定施設入居者介護の指定有り  サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）  

４．特定施設入居者介護の指定無し サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）  

 

各施設類型の割合は、介護付有料老人ホームが 42.9％、住宅型有料老人ホームが 57.1％（有料老

人ホームかつ1.指定なし）、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）が 7.6％、サービス付き高齢者向

け住宅（特定施設）（サービス付き高齢者向け住宅かつ 1.指定なし）が 92.4％となっている。 

 

表 II-11 特定施設入居者生活介護の指定 

 

  

42.9 57.1

7.6 92.4

0 20 40 60 80 100

有料老人ホーム

サービス付き高齢者向け住宅

介護付有料老人ホーム(N1826) 住宅型有料老人ホーム(N2430)

サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）(N139) サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）(N1697)

％
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特定施設の種別を見ると、介護付有料老人ホームで「一般型（介護）」が最も高く 82.0％、次いで「一

般型（介護予防）」が 69.3％、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では、「一般型（介護）」が最も

高く 62.6％、次いで「一般型（介護予防）」が 51.1％となっている。 

 

表 II-12 特定施設入居者生活介護の指定 

 

なお、本設問で無回答であった施設について、特定施設入居者生活介護の指定を受けていない施

設に回答を限定している問 12～14、特定施設入居者生活介護の指定を受けている施設に回答を限定

している問 15～18 の回答状況により、以下の様にクリーニングを行っている。 

・問 12～14：無回答 問 15～18：無回答 →無回答（修正なし） 

・問 12～14：無回答 問 15～18：回答 →特定施設入居者生活介護の指定を受けている施設 

・問 12～14：回答 問 15～18：無回答 →特定施設入居者生活介護の指定を受けていない施設 

・問 12～14：回答 問 15～18：回答 →無回答に修正 

  

26.0

21.9

1.4

4.1

0.0

82.0

69.3

4.3

11.4

0.0

62.6

51.1

6.5

28.8

0.0

0 20 40 60 80 100

一般型（介護）

一般型（介護予防）

地域密着型

種別無回答

無回答

全体(N=6092) 有料老人ホーム（特定施設）(N=1826) ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅（特定施設）(N=139)

％
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４） 土地・建物の状況 [問２(４)] 

「土地」の状況をみると、介護付有料老人ホームでは、「賃貸借」が67.2％で、「所有」が26.9％であっ

た。一方、介護付有料老人ホーム以外の施設類型では、「賃貸借」が５割、「所有」が４割であった。 

平成 26 年度調査と比較すると、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）を除いて、「賃貸借」が増

加し、「所有」が減少している。 

 

表 II-13 土地の状況 

 

「建物」の状況をみると、介護付有料老人ホームでは、「賃貸借」が 59.7％、「所有」が 36.％を占めて

いる。その他の施設類型では、「賃貸借」が 4割、「所有」が６割といった形となっている。 

平成 26 年度調査と比べると、介護付有料老人ホームでは「賃貸借」が増加、その他の施設類型では

「所有」が増加している。 

 

表 II-14 建物の状況 

 

  

56.5

57.4

64.2

67.2

50.5

51.5

54.5

49.6

56.1

55.9

35.1

38.2

28.0

26.9

42.1

44.4

36.5

43.2

35.1

41.0

8.4

4.4

7.8

5.9

7.5

4.0

9.0

7.2

8.8

3.2

0 20 40 60 80 100

全 体

(平成26年度)(N=6369)

(平成27年度)(N=6092)

介護付有料老人ホーム

(平成26年度)(N=2063)

(平成27年度)(N=1826)

住宅型有料老人ホーム

(平成26年度)(N=2147)

(平成27年度)(N=2430)

サービス付き高齢者向け住宅（特）

(平成26年度)(N=200)

(平成27年度)(N=139)

サービス付き高齢者向け住宅（非特）

(平成26年度)(N=1855)

(平成27年度)(N=1697)

賃貸借 所有 無回答

％

44.3

44.9

54.9

59.7

38.0

38.1

37.5

33.8

41.4

39.5

46.2

51.2

36.4

36.8

53.5

57.4

51.0

59.7

48.6

57.1

9.5

3.9

8.7

3.5

8.6

4.4

11.5

6.5

10.0

3.4

0 20 40 60 80 100

全 体

(平成26年度)(N=6369)

(平成27年度)(N=6092)

介護付有料老人ホーム

(平成26年度)(N=2063)

(平成27年度)(N=1826)

住宅型有料老人ホーム

(平成26年度)(N=2147)

(平成27年度)(N=2430)

サービス付き高齢者向け住宅（特）

(平成26年度)(N=200)

(平成27年度)(N=139)

サービス付き高齢者向け住宅（非特）

(平成26年度)(N=1855)

(平成27年度)(N=1697)

賃貸借 所有 無回答

％
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５） 総居室（住戸）数 [問２(５)①] 

介護付有料老人ホームでは、平均 57.6 室、住宅型有料老人ホームでは平均 26.5 室、サービス付き

高齢者向け住宅（特定施設）では平均 41.4 室、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では平均

32.0 室となっており、特定施設の方が居室数が多い傾向がうかがえる。 

平成 26 年度調査と比較すると、介護付有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）

では居室数が増加しているのに対し、住宅型有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅（非特定

施設）では特徴的な変化は見られない。 

 

表 II-15 総居室（住戸） 

 

  

9.2

8.9

1.3

0.5

19.8

18.0

4.0

0.7

5.9

5.6

17.4

18.0

5.2

3.6

26.4

26.7

12.0

12.9

20.9

21.5

18.7

19.1

11.2

10.1

21.1

21.6

17.5

16.5

24.2

25.4

14.5

14.0

13.7

12.4

11.1

11.8

16.5

19.4

19.4

18.4

12.4

12.1

17.3

18.3

8.3

7.6

15.0

14.4

12.0

11.8

10.2

9.7

18.5

19.1

4.7

4.4

16.5

13.7

7.2

6.8

9.4

9.0

18.0

18.6

4.0

3.8

13.0

18.0

5.9

5.3

3.1

3.4

6.1

7.0

1.2

1.5

2.5

2.2

2.2

2.4

3.5

3.3

7.6

7.7

1.8

1.5

2.0

1.4

1.2

1.3

1.4

2.5

1.3

2.7

1.5

3.1

1.0

0.7

1.2

1.5

0 20 40 60 80 100

全 体

(平成26年度)(N=6369)

(平成27年度)(N=6092)

介護付有料老人ホーム

(平成26年度)(N=2063)

(平成27年度)(N=1826)

住宅型有料老人ホーム

(平成26年度)(N=2147)

(平成27年度)(N=2430)

サービス付き高齢者向け住宅（特）

(平成26年度)(N=200)

(平成27年度)(N=139)

サービス付き高齢者向け住宅（非特）

(平成26年度)(N=1855)

(平成27年度)(N=1697)

10室未満 10～20室未満 20～30室未満 30～40室未満 40～50室未満

50～60室未満 60～80室未満 80～100室未満 100室以上 無回答

％ 平均

38.2室(戸)

55.8室(戸)

32.6室(戸)

26.3室(戸)

40.3室(戸)

37.7室(戸)

57.6室(戸)

32.0室(戸)

26.5室(戸)

41.4室(戸)
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 クロス集計 

大規模施設ほど都市部に立地する割合が高く、小規模施設は「その他の市」や「町村」の割合が高い。 

表 II-16 都市区分×問２(５)①②総居室数 

  

19.7

42.9

50.1

49.4

12.3

21.8

28.0

31.5

18.0

29.1

48.9

45.2

15.8

10.8

9.4

12.0

21.8

21.5

23.7

19.2

18.7

15.7

14.4

14.5

8.1

8.5

8.0

10.1

6.4

9.5

10.8

5.5

7.6

11.1

4.4

8.1

47.5

33.6

31.0

24.7

47.2

41.7

31.2

34.2

48.5

37.8

28.9

24.2

8.9

4.3

1.5

3.7

12.2

5.5

6.5

9.6

7.2

6.2

3.3

8.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護付有料老人ホーム

30室未満（N=259）

30～60室（N=911）

60～80室（N=339）

80室以上（N=267）

住宅型有料老人ホーム

30室未満（N=1611）

30～60室（N=578）

60～80室（N=93）

80室以上（N=73）

サービス付き高齢者向け住宅（非）

30室未満（N=891）

30～60室（N=629）

60～80室（N=90）

80室以上（N=62）

指定都市・特別区 中核市 特例市 その他の市 町村
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大規模施設ほど夜間の職員（夜勤・宿直の合計）の人数が多い施設の割合が高く、小規模施設ほど

「２人未満」の割合が高い 

 

表 II-17 問３（２）夜間の職員（夜勤・宿直の合計）×問２(５)①②総居室数 

 

 

  

1.2

0.2

0.5

3.2

2.8

3.6

13.9

3.7

7.2

37.8

3.4

0.5

51.1

26.8

11.4

53.9

42.1

17.8

40.2

37.0

10.2

18.5

40.7

21.7

11.6

27.8

21.7

3.1

19.5

36.6

4.3

9.7

33.7

2.1

5.1

19.1

3.5

2.6

16.3

4.1

4.7

10.2

3.3

4.1

4.6

14.3

37.2

35.8

18.9

15.4

19.3

15.3

17.2

29.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護付有料老人ホーム

30室未満（N=259）

30～60室（N=911）

60室以上（N=606）

住宅型有料老人ホーム

30室未満（N=1611）

30～60室（N=578）

60室以上（N=166）

ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅(非)

30室未満（N=891）

30～60室（N=629）

60室以上（N=152）

０人 ２人未満 ２～３人未満 ３～５人未満 ５人以上 無回答
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介護付有料老人ホームでは、「1999 年以前」では最多居室面積が「30 ㎡以上」の施設の割合が最も

高い。「2000 年～2002 年」に開設された施設では、「13～18 ㎡未満」の施設の割合が高くなった。さら

に、「2003 年」から「2015 年」にかけては「18 ㎡未満」の施設の割合は減少し、「18～25 ㎡未満」の施設

の割合が高くなっている。 

 

表 II-18 問４(２)①最多居室面積×問２（１）開設年月日 

 

介護付有料老人ホームでは、最多居室面積が狭いほど、総居室数が少ない施設の割合が高い。また、最多居室

面積が「30 ㎡以上」の施設では、「80 室以上」の大規模施設の割合が高い。 

 

表 II-19 問２(５)①②総居室数×問４(２)①最多居室面積 

 

  

7.2%

7.9%

4.3%

1.5%

2.7%

4.8%

0.0%

1.7%

0.0%

1.8%

15.7%

61.8%

37.6%

26.9%

20.7%

24.1%

21.3%

10.3%

14.3%

28.4%

16.9%

10.1%

49.5%

61.5%

66.0%

55.9%

73.3%

75.9%

71.4%

44.6%

2.4%

1.1%

1.9%

4.0%

4.3%

6.9%

0.0%

3.4%

4.8%

2.9%

51.8%

6.7%

3.0%

3.0%

2.3%

2.8%

1.3%

0.0%

9.5%

7.9%

6.0%

12.4%

3.8%

3.2%

4.0%

5.5%

4.0%

8.6%

0.0%

14.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護付有料老人ホーム

1999年以前

2000～2002年

2003～2005年

2006～2008年

2009～2011年

2012年

2013年

2014年

2015年

無回答

13㎡未満 13～18㎡未満 18～25㎡未満 25～30㎡未満 30㎡以上 エラー・無回答

35.7

23.4

8.5

5.0

13.9

4.5

55.4

70.5

74.3

81.7

32.4

9.9

8.9

5.6

16.3

13.3

51.9

12.6

0.0

0.6

0.8

0.0

1.9

11.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護付有料老人ホーム

13㎡未満

13～18㎡未満

18～25㎡未満

25～30㎡未満

30㎡以上

エラー・無回答

30室未満 30～80室未満 80室以上 無回答



 

21 

介護付有料老人ホームでは、利用料金総額（月額換算）が低い施設ほど、総居室数が「30 室未満」

の施設の割合が高い。また、利用料金総額（月額換算）が高い施設ほど、「80 室以上」の施設の割合が

高い。 

 

表 II-20 問２(５)①②総居室数×問４(２)②③利用料金総額（月額換算） 

  

介護付有料老人ホームでは、利用料金総額（月額換算）が低い施設ほど、最多居室面積が「13 ㎡～

18 ㎡未満」の施設の割合が高い。また、利用料金総額（月額換算）が高い施設ほど、「18 ㎡～25 ㎡未

満」の施設の割合が高い。 

 

表 II-21 問４(２)①最多居室面積×問４(２)②③利用料金総額（月額換算） 

 

 

  

39.4

22.4

7.5

2.5

55.8

69.2

78.9

67.3

4.8

8.0

12.9

29.9

0.0

0.4

0.7

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護付有料老人ホーム

12万円未満

12～18万円未満

18～25万円未満

25万円以上

30室未満 30～80室未満 80室以上 無回答

0.0

0.0

0.0

0.0

58.7

39.6

36.6

12.8

33.7

48.8

53.8

69.2

0.0

1.2

5.4

5.9

1.9

5.2

2.5

10.9

5.8

5.2

1.8

1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

12万円未満

12～18万円未満

18～25万円未満

25万円以上

13㎡未満 13～18㎡未満 18～25㎡未満 25～30㎡未満 30㎡以上 エラー・無回答
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介護付有料老人ホームでは、「1999 年以前」では総居室数が「80 室以上」の施設の割合が最も高い。

「2000 年以降」に開設された施設では、「30～80 室未満」の施設が７割以上となっている。 

 

表 II-22 問２(５)①②総居室数×問２(１)事業所開設年月 

  

介護付有料老人ホームは、「1999 年以前」では利用料金総額（月額換算）が「25 万円以上」の施設

の割合が最も高い。「2000 年～2005 年」に開設された施設では、「18～25 万円未満」の施設の割合が

高くなった。さらに、「2006 年以降」は、「12～18 万円未満」の施設の割合が上昇している。 

 

表 II-23 問４(２)②③利用料金総額（月額換算）×問２(１)事業所開設年月 

 

  

14.5%

10.1%

12.6%

15.6%

11.0%

13.8%

10.7%

6.9%

14.3%

21.6%

41.0%

71.9%

73.1%

67.9%

73.7%

70.3%

77.3%

79.3%

81.0%

57.9%

44.6%

12.4%

13.2%

16.0%

14.3%

13.1%

12.0%

13.8%

4.8%

9.0%

0.0%

5.6%

1.1%

0.5%

1.0%

2.8%

0.0%

0.0%

0.0%

11.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護付有料老人ホーム

1999年以前

2000～2002年

2003～2005年

2006～2008年

2009～2011年

2012年

2013年

2014年

2015年

無回答

30室未満 30～80室未満 80室以上 無回答

7.5%

5.9%

10.0%

9.3%

9.9%

12.3%

7.7%

10.0%

13.3%

19.5%

15.0%

14.7%

19.4%

30.4%

21.0%

23.3%

33.3%

36.7%

6.7%

43.1%

15.0%

50.0%

46.9%

22.9%

25.3%

21.9%

23.1%

26.7%

26.7%

22.0%

62.5%

29.4%

23.7%

37.4%

43.8%

42.5%

35.9%

26.7%

53.3%

15.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護付有料老人ホーム

1999年以前

2000～2002年

2003～2005年

2006～2008年

2009～2011年

2012年

2013年

2014年

2015年

無回答

12万円未満 12～18万円未満 18～25万円未満 25万円以上
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６） 定員数 [問６(１)①] 

介護付有料老人ホームでは平均 61.5 人、住宅型有料老人ホームで平均 28.7 人、サービス付き高

齢者向け住宅（特定施設）で平均 43.3 人、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で平均 34.2 人

となっており、特定施設の方が、定員が多い傾向がうかがえる。 

平成 26 年度調査と比較すると、介護付有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）

では定員数が増加しているのに対し、住宅型有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅（非特定

施設）では特徴的な変化は見られない。 

 

表 II-24 定員数 

 

  

7.6

7.5

1.0

0.4

16.4

15.3

3.5

0.7

4.9

4.6

16.8

17.7

4.8

3.4

27.1

27.6

12.0

11.5

18.2

19.3

18.7

18.8

11.3

9.5

21.8

22.4

18.0

15.8

23.5

24.0

14.5

13.9

12.8

12.2

11.8

12.1

17.0

18.0

19.4

18.2

12.2

12.2

16.4

17.0

8.7

8.6

13.5

13.7

11.9

12.1

10.9

10.3

18.7

19.2

5.7

5.1

16.5

15.1

8.2

7.8

9.9

9.4

19.0

19.3

4.0

3.9

12.0

18.7

6.5

5.7

3.4

3.6

6.3

7.1

1.7

1.9

3.5

2.9

2.1

2.2

4.6

4.4

9.5

9.5

2.3

2.1

3.0

2.9

1.9

2.4

1.4

2.2

0.3

2.5

0.5

1.0

1.0

0.7

3.5

3.7

0 20 40 60 80 100

全体

（平成26年度） (n=6369)

（平成27年度） (n=6092)

介護付有料老人ホーム

（平成26年度） (n=2063)

（平成27年度） (n=1826)

住宅型有料老人ホーム

（平成26年度） (n=2147)

（平成27年度） (n=2430)

サービス付き高齢者向け住宅(特)

（平成26年度） (n=200)

（平成27年度） (n=139)

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

（平成26年度） (n=1855)

（平成27年度） (n=1697)

10人未満 10～20人未満 20～30人未満 30～40人未満 40～50人未満 50～60人未満 60～80人未満 80～100人未満 100人以上 無回答

％ 平均

41.1人

60.2人

34.3人

28.9人

41.3人

40.3人

61.5人

34.2人

28.7人

43.3人
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７） 入居居室率 [問 2(5)①②] 

介護付有料老人ホームでは平均 89.5％で、「90～100％未満」が 37.8％と最も多く、次いで「100％」

が 25.0％、「70～90％未満」が 24.6％となっている。住宅型有料老人ホームでは平均 89.8％、「100％」

が 40.4％と最も多く、次いで「70～90％未満」が 22.9％、「90～100％未満」が 21.9％となっている。 

サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では平均 89.7％で、「100％」が 36.7％と最も多く、次いで

「90～100％未満」が 32.4％、「70～90％未満」が 18.7％となっている。サービス付き高齢者向け住宅

（非特定施設）では平均 85.3％で、「100％」が 32.5％と最も多く、次いで「90～100％未満」が 25.2％、

「70～90％未満」が 21.9％となっている。 

平成 26 年度調査と比較すると、有料老人ホームでは大きな変化は見られなかったが、サービス付き

高齢者向け住宅では、平均で 10 ポイント近く上昇した。 

 

表 II-25 入居居室率 

 

注）入居居室率＝問 2（5）②「入居している居室（住戸）数」÷問 2（5）①「総居室（住戸）数」 
入居居室率（居室数に対する入居のある居室数割合）では、総居室（住戸）数（問２①）よりも入居している居室（住戸）数（問２

②）を多く記入した回答はエラーとした。 
  上記の集計は、複数のカテゴリーを足しあげているため、四捨五入により単純集計結果の足しあげ数値と一致しないことがあ

る。 

  

7.7

3.7

2.5

2.6

3.7

2.5

10.0

5.0

18.0

6.5

8.0

7.1

5.0

5.5

6.9

6.2

14.5

3.6

12.1

10.5

22.9

23.0

24.2

24.6

23.3

22.9

17.0

18.7

21.3

21.9

26.5

27.8

38.9

37.8

21.1

21.9

28.5

32.4

19.1

25.2

31.7

33.5

27.0

25.0

41.0

40.4

28.5

36.7

27.0

32.5

3.1

4.8

2.3

4.4

3.9

6.1

1.5

3.6

2.5

3.4

0 20 40 60 80 100

全 体

(平成26年度)(N=6369)

(平成27年度)(N=6092)

介護付有料老人ホーム

(平成26年度)(N=2063)

(平成27年度)(N=1826)

住宅型有料老人ホーム

(平成26年度)(N=2147)

(平成27年度)(N=2430)

サービス付き高齢者向け住宅（特）

(平成26年度)(N=200)

(平成27年度)(N=139)

サービス付き高齢者向け住宅（非特）

(平成26年度)(N=1855)

(平成27年度)(N=1697)

50％未満 50～70％未満 70～90％未満 90～100％未満 100％ エラー・無回答

％

平均

85.2％

90.0％

81.7％

88.7％

76.4％

88.4％

89.5％

89.7％

89.8％

85.3％
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 マッチング集計 

表 II-26 入居居室率 

 

 

  

42.6

46.0

42.8

9.8

8.6

12.5

40.0

39.7

38.0

7.6

5.7

6.7

0 20 40 60 80 100

介護付有料老人ホーム

住宅型有料老人ホーム

ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅

（非特定施設) 

前年と比較し上昇 変化なし 下落 無回答

％

N=1,268

N=984

N=1,141
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８） 入居率 [問６(１)①②] 

有料老人ホーム（介護付、住宅型）では、６割弱の施設で入居率が 90％を超えている。サービス付き

高齢者向け住宅では、特定施設では入居率が 90％以上の施設が 64.7％を占めるのに対し、非特定施

設では 49.5％にとどまっている。 

平成 26 年度調査と比較すると、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設・非特定施設）の入居率が

平均で 10 ポイント近く上昇した。 

 

表 II-27 入居率（問 6（1）②入居者で「０人」と回答した施設を除く） 

 

 

注）入居率＝問 6（1）②「入居者（総数）」÷問 6（1）①「定員数」 
「定員数」「入居者（総数）」（問 6（1）②）を「０人」と回答した施設は計算不能のため、集計対象外としている。 
また、入居者数が定員数を超えていた回答はエラーとして扱った。 

 

 マッチング集計 

表 II-28 入居率（問 6（1）②入居者で「０人」と回答した施設を除く） 

 

 

  

8.2

4.0

2.8

2.9

4.3

3.0

10.5

5.0

18.7

6.5

10.4

9.9

7.9

8.6

9.2

8.7

15.5

6.5

14.2

13.4

27.1

27.7

29.1

29.1

28.2

28.5

20.0

21.6

24.2

25.6

51.5

55.4

59.7

56.6

56.8

58.0

51.5

64.7

36.5

49.5

2.7

3.0

0.5

2.8

1.5

1.8

2.5

2.2

6.3

5.0

0 20 40 60 80 100

全体

（平成26年度） (n=6369)

（平成27年度） (n=6092)

介護付有料老人ホーム

（平成26年度） (n=2063)

（平成27年度） (n=1826)

住宅型有料老人ホーム

（平成26年度） (n=2147)

（平成27年度） (n=2430)

サービス付き高齢者向け住宅(特)

（平成26年度） (n=200)

（平成27年度） (n=139)

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

（平成26年度） (n=1855)

（平成27年度） (n=1697)

50％未満 50～70％未満 70～90％未満 90％以上 エラー・無回答

％％ 平均

83.3％

88.1％

73.9％

86.7％

80.2％

86.3％

87.2％

87.8％

87.9％

82.9％

35.0

33.1

48.8

18.0

31.1

15.7

45.5

33.2

24.8

1.5

2.6

10.7

0 20 40 60 80 100

介護付有料老人ホーム

（平成26年）

有料老人ホーム

（非特定施設)

ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅

（非特定施設) 

前年と比較し上昇 変化なし 下落 無回答

％

N=1,268

N=984

N=1,141
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 クロス集計 

事業所の開設からの期間が短いところほど、入居率 70％未満の施設の割合が高い（事業の立ち上

がり期）。また、介護保険創設以前に開設された施設では入居率 70％未満の施設の割合が高い。 

 

表 II-29 事業所開設年月別 入居率 70％未満の施設の割合  

[問６(１)①②×問２（１）事業所開設年月] 

 

 

注）2011 年 10 月改正高齢者住まい法施行 

 

平均要介護度が低い施設ほど、入居率 70％未満の施設の割合が高い。 

 

表 II-30 平均要介護度別 入居率 70％未満の施設の割合 

[問６(１)①②×問６（４）平均要介護度] 

 

 

 

大規模な（総居室数が多い）有料老人ホームほど、入居率 70％未満の施設の割合が高い。 

 

表 II-31 施設規模（総居室（住戸）数）別 入居率 70％未満の施設の割合 

[問６(１)①②×問２（５）①総居室（住戸）数] 

 

 

注）サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では傾向があてはまらない。  

25.3

18.0

8.6

6.2

7.0

12.4

24.0

32.8

57.1

10.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

1999年以前（N=83）

2000～2002年（N=89）

2003～2005年（N=372）

2006～2008年（N=405）

2009～2011年（N=300）

2012年（N=145）

2013年（N=75）

2014年（N=58）

2015年（N=21）

無回答（N=278）

介護付有料老人ホーム

36.4

19.5

14.5

13.7

7.8

10.2

10.4

19.6

27.3

10.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

1999年以前（N=44）

2000～2002年（N=41）

2003～2005年（N=138）

2006～2008年（N=300）

2009～2011年（N=502）

2012年（N=255）

2013年（N=260）

2014年（N=138）

2015年（N=11）

無回答（N=738）

住宅型有料老人ホーム

0.0

25.0

35.3

19.7

16.8

11.3

17.8

31.7

68.2

20.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

1999年以前（N=5）

2000～2002年（N=4）

2003～2005年（N=17）

2006～2008年（N=66）

2009～2011年（N=208）

2012年（N=328）

2013年（N=353）

2014年（N=252）

2015年（N=22）

無回答（N=435）

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）

0.0

75.0

30.0

16.7

10.3

10.6

11.9

11.9

15.4

0.0

5.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

0.5未満（N=1）

0.5～1.0未満（N=4）

1.0～1.5未満（N=20）

1.5～2.0未満（N=209）

2.0～2.5未満（N=593）

2.5～3.0未満（N=585）

3.0～3.5未満（N=235）

3.5～4.0未満（N=59）

4.0～4.5未満（N=13）

4.5以上（N=2）

無回答（N=105）

介護付有料老人ホーム

62.5

48.7

24.1

14.7

12.8

9.7

6.3

10.4

15.3

16.7

7.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

0.5未満（N=8）

0.5～1.0未満（N=39）

1.0～1.5未満（N=112）

1.5～2.0未満（N=224）

2.0～2.5未満（N=461）

2.5～3.0未満（N=575）

3.0～3.5未満（N=542）

3.5～4.0未満（N=230）

4.0～4.5未満（N=85）

4.5以上（N=36）

無回答（N=115）

住宅型有料老人ホーム

64.3

37.3

27.9

22.0

18.4

14.6

8.7

20.5

20.0

0.0

9.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

0.5未満（N=14）

0.5～1.0未満（N=75）

1.0～1.5未満（N=272）

1.5～2.0未満（N=345）

2.0～2.5未満（N=413）

2.5～3.0未満（N=268）

3.0～3.5未満（N=149）

3.5～4.0未満（N=39）

4.0～4.5未満（N=10）

4.5以上（N=1）

無回答（N=104）

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）

0.0

6.2

4.9

10.1

9.3

10.0

15.6

19.7

20.7

2.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

10室未満（N=9）

10～20室未満（N=65）

20～30室未満（N=185）

30～40室未満（N=227）

40～50室未満（N=335）

50～60室未満（N=349）

60～80室未満（N=339）

80～100室未満（N=127）

100室以上（N=140）

無回答（N=50）

介護付有料老人ホーム

11.5

8.8

10.1

10.5

12.5

18.5

21.5

16.2

38.9

16.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

10室未満（N=435）

10～20室未満（N=649）

20～30室未満（N=524）

30～40室未満（N=286）

40～50室未満（N=184）

50～60室未満（N=108）

60～80室未満（N=93）

80～100室未満（N=37）

100室以上（N=36）

無回答（N=75）

住宅型有料老人ホーム

26.1

16.3

17.9

23.1

16.0

24.1

28.9

20.0

18.2

28.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

10室未満（N=92）

10～20室未満（N=363）

20～30室未満（N=430）

30～40室未満（N=312）

40～50室未満（N=200）

50～60室未満（N=116）

60～80室未満（N=90）

80～100室未満（N=40）

100室以上（N=22）

無回答（N=25）

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）
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利用費用総額（月額換算）が高い施設ほど、入居率 70％未満の施設の割合が高い。 

 

表 II-32 利用料金総額（月額換算）別 入居率 70％未満の施設の割合 

[問６(１)①②×問２（５）①総居室（住戸）数] 

 

注）サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では傾向がやや弱い。 

  

5.8

1.9

7.1

7.0

10.1

10.5

11.6

9.3

22.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

10万円未満（N=52）

10～12万円未満（N=52）

12～14万円未満（N=85）

14～16万円未満（N=86）

16～18万円未満（N=79）

18～20万円未満（N=133）

20～25万円未満（N=146）

25～30万円未満（N=97）

30万円以上（N=224）

介護付有料老人ホーム

7.4

9.7

11.1

13.2

11.4

22.2

42.9

26.3

56.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

10万円未満（N=367）

10～12万円未満（N=207）

12～14万円未満（N=135）

14～16万円未満（N=76）

16～18万円未満（N=44）

18～20万円未満（N=18）

20～25万円未満（N=28）

25～30万円未満（N=19）

30万円以上（N=25）

住宅型有料老人ホーム

15.3

13.0

17.4

26.6

29.6

20.5

17.8

16.7

33.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

10万円未満（N=131）

10～12万円未満（N=216）

12～14万円未満（N=207）

14～16万円未満（N=143）

16～18万円未満（N=98）

18～20万円未満（N=88）

20～25万円未満（N=45）

25～30万円未満（N=6）

30万円以上（N=9）

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）
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３ 利用料金に関する基本情報 

１） 入居者が選択可能な家賃の支払い方法 [問４(１)] 

すべての施設類型で「全額月払い」が最も多く、次いで「全額前払い」、「一部を前払い、残りを月払

い（併用方式）」となっている。「全額月払い」は住宅型有料老人ホームでは 55.8％であるが、その他の

施設では８割近くで採用されている。 

平成 26 年度調査と比較すると、住宅型有料老人ホームでは、「全額前払い」、「一部を前払い、残り

を月払い（併用方式）」が減少し、「全額月払い」が増加している。 

 

 

表 II-33 入居者が選択可能な家賃の支払い方法（平成 27 年度）（複数回答） 

 

  

80.6

13.3

10.3

8.7

1.2

1.1

1.6

74.3

23.5

22.6

5.5

3.2

1.2

3.0

55.8

17.7

17.0

4.2

2.4

0.9

2.2

80.6

12.9

9.4

7.9

0.7

2.2

0.7

83.9

9.4

4.7

8.8

0.1

0.8

1.1

0 20 40 60 80 100

全額月払い

全額前払い

一部を前払い、残りを月払い（併用方式）

利用日数に応じた日割払い

（入居月・退去月を除く期間について）

全額年払い

その他

無回答

全 体

(平成27年度)(N=6092)

介護付有料老人ホーム

(平成27年度)(N=1826)

住宅型有料老人ホーム

(平成27年度)(N=2430)

サービス付き高齢者向け住宅（特）

(平成27年度)(N=139)

サービス付き高齢者向け住宅（非特）

(平成27年度)(N=1697)

％
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表 II-34 入居者が選択可能な家賃の支払い方法（平成 26 年度）（複数回答） 

 

  

72.9

20.1

12.8

12.2

1.4

1.3

1.1

65.1

28.4

24.4

8.5

3.1

2.1

1.6

78.0

13.6

7.7

15.5

0.7

1.2

0.9

73.0

20.5

9.0

15.5

0.5

1.5

0.5

75.7

18.0

6.3

12.1

0.3

0.6

1.0

0 20 40 60 80 100

全額月払い

全額前払い

一部を前払い、残りを月払い（併用方式）

利用日数に応じた日割払い

（入居月・退去月を除く期間について）

全額年払い

その他

無回答

全 体

(平成26年度)(N=6369)

介護付有料老人ホーム

(平成26年度)(N=2063)

住宅型有料老人ホーム

(平成26年度)(N=2147)

サービス付き高齢者向け住宅（特）

(平成26年度)(N=200)

サービス付き高齢者向け住宅（非特）

(平成26年度)(N=1855)

％
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 マッチング集計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 II-35 入居者が選択可能な家賃の支払い方法（複数回答） 

 

  

49.3

13.1

12.1

1.7

2.9

0.7

38.6

0.9

61.4

4.6

3.6

3.7

0.3

0.5

30.7

0.2

60.9

3.2

1.2

2.0

0.1

35.0

0 20 40 60 80 100

全額月払い

全額前払い

一部を前払い、残りを月払い（併用方式）

利用日数に応じた日割払い

（入居月・退去月を除く期間について）

全額年払い

その他

支払方式に変更あり

無回答

介護付有料老人ホーム N=1,268

住宅型有料老人ホーム N=1,141

ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅（非特定施設) N=984

％
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２） 最多居室（住戸）面積 [問４(２)①] 

サービス付き高齢者向け住宅（特定・非特定施設）では、平均 21.6 ㎡、22.8 ㎡であるのに対し、介護

付有料老人ホームで平均 19.7 ㎡、住宅型有料老人ホームで 18.4 ㎡とそれぞれ狭い傾向がある。 

これは介護付有料老人ホームでは、「18～25 ㎡未満」（53.3％）に次いで、「13～18 ㎡未満」が

28.4％を占めていること、住宅型有料老人ホームでは「13～18 ㎡未満」が 33.8％、「13 ㎡未満」が

27.6％を占めていることによる。 

平成 26年度調査と比較すると、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）で、「25～30㎡未満」の割

合が増加している。 

 

表 II-36 最多居室（住戸）面積 

 

注）平成 27 年度調査では、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設・非特定施設）で居室面積が「13 ㎡未満」の場合も含め集計

（平成 26 年度調査では集計対象外として集計） 

 

  

10.0

12.0

4.2

3.1

27.9

27.6

0.0

0.0

0.4

21.0

22.5

31.0

28.4

31.9

33.8

0.0

2.9

0.0

1.4

48.6

44.6

52.0

53.3

21.5

20.9

75.4

69.1

69.0

67.1

8.4

7.5

3.6
3.3

2.7

3.0

11.4

16.5

19.3

17.6

6.3

5.9

5.9

5.9

4.9

4.1

8.8

7.2

7.9

8.4

5.8

7.6

3.2

6.1

11.1

10.6

4.4

4.3

3.7

5.1

0 20 40 60 80 100

全 体

(平成26年度)(N=3736)

(平成27年度)(N=6092)

介護付有料老人ホーム

(平成26年度)(N=1355)

(平成27年度)(N=1826)

住宅型有料老人ホーム

(平成26年度)(N=1105)

(平成27年度)(N=2430)

サービス付き高齢者向け住宅（特）

(平成26年度)(N=114)

(平成27年度)(N=139)

サービス付き高齢者向け住宅（非特）

(平成26年度)(N=1127)

(平成27年度)(N=1697)

13㎡未満 13～18㎡未満 18～25㎡未満 25～30㎡未満 30㎡以上 無回答

％
平均

20.3㎡

19.5㎡

22.7㎡

18.5㎡

24.1㎡

20.1㎡

19.7㎡

22.8㎡

18.4㎡

21.6㎡
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３） 利用料金総額（月額換算）[問４(２)②③] 

入居時費用と月額利用料金の双方を加味した利用料金総額（月額換算）をみると、介護付有料老人

ホームでは平均約24.4万円、住宅型有料老人ホームで平均約12.6万円、サービス付き高齢者向け住

宅（特定施設）で平均約 16.1 万円、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で平均約 14.1 万円と

なっている。 

平成 26 年度調査と比較すると、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）で「12 万円以上」の割合

が増加したことにより、約 1.4 万円増加している。 

 

表 II-37 利用料金総額（月額換算） （問４(２)②③を全て回答した施設） 

 

注）利用料金総額（月額換算）＝問 4②月額利用料金（家賃相当額・共益費相当額・基本サービス費相当額・食費・光熱水費）＋

（問 4③b前払金÷問 4③d償却期間） 
ただし、問４③b前払い金には家賃分だけではなく介護サービス費などの前払い金も含まれている可能性がある 

 

 マッチング集計 

表 II-38 利用料金総額（月額換算） （問４(２)②③を全て回答した施設） 

 

21.1

19.3

6.6

5.5

47.1

39.9

19.3

10.5

12.6

13.8

15.2

16.7

6.1

5.5

20.0

22.5

13.2

13.2

21.6

22.8

14.4

15.4

8.2

8.9

12.2

14.7

21.9

23.7

23.1

22.0

12.5

11.1

11.5

9.0

8.1

8.3

16.7

18.4

17.7

15.4

8.2

7.9

9.9

8.3

2.5

4.8

10.5

11.8

11.7

10.3

5.6

8.5

6.9

13.9

2.4

2.0

7.0

7.9

7.2

9.3

6.9

7.8

12.0

15.3

2.7

3.0

7.9

10.5

5.0

4.8

4.9

4.2

11.5

10.2

1.4

2.1

1.8

0.5

0.6

11.3

9.0

27.4

23.5

3.4

2.7

1.8

3.9

0.7

1.0

0 20 40 60 80 100

全 体

(平成26年度)(N=3736)

(平成27年度)(N=2896)

介護付有料老人ホーム

(平成26年度)(N=1355)

(平成27年度)(N=954)

住宅型有料老人ホーム

(平成26年度)(N=1105)

(平成27年度)(N=919)

サービス付き高齢者向け住宅（特）

(平成26年度)(N=114)

(平成27年度)(N=76)

サービス付き高齢者向け住宅（非特）

(平成26年度)(N=1127)

(平成27年度)(N=947)

10万円未満 10～12万円未満 12～14万円未満 14～16万円未満 16～18万円未満

18～20万円未満 20～25万円未満 25～30万円未満 30万円以上

％
平均

173,340円

246,911円

139,719円

120,607円

146,906円

170,478円

243,652円

140,722円

125,996円

160,621円

64.0

37.2

85.2

1.4

22.9

2.9

2.3

10.9

2.2

2.8

5.1

1.3

2.8

4.4

0.4

2.1

0.3

0.4

1.6

1.4

1.6

1.4

0.2

1.0

0.3

1.9

0.3

18.5

15.7

7.2

0 20 40 60 80 100

介護付有料老人ホーム

（平成26年）

有料老人ホーム

（非特定施設)

ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅

（非特定施設) 

増額 100,000円未満 100,000～120,000円未満

120,000～140,000円未満 140,000～160,000円未満 160,000～180,000円未満

180,000～200,000円未満 200,000～250,000円未満 250,000～300,000円未満

300,000円以上 減額

％

N=572

N=293

N=445
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 クロス集計  

利用料金総額（月額換算）が高い施設ほど、都市部に立地する割合が高く、安い施設は「その他の

市」や「町村」に立地する割合が高い。 

 

表 II-39 都市区分別 低価格な施設（12 万円未満）の割合  

[問４（２）②③利用料金総額（月額換算）（月額）×都市区分] 

  

4.8

21.2

54.5

51.1

8.5

17.3

21.7

52.3

8.6

27.0

62.4

73.3

16.3

16.8

9.3

7.5

19.5

23.9

26.1

6.8

17.3

19.7

4.5

6.7

8.7

8.4

7.9

8.7

8.2

10.2

17.4

6.8

9.2

9.5

3.8

6.7

50.0

46.4

25.4

30.5

49.1

39.2

32.6

29.5

52.4

40.7

27.8

6.7

20.2

7.2

2.9

2.2

14.6

9.4

2.2

4.5

12.4

3.1

1.5

6.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護付有料老人ホーム

12万円未満（N=104）

12～18万円未満（N=250）

18～25万円未満（N=279）

25万円以上（N=321）

住宅型有料老人ホーム

12万円未満（N=574）

12～18万円未満（N=255）

18～25万円未満（N=46）

25万円以上（N=44）

サービス付き高齢者向け住宅（非）

12万円未満（N=347）

12～18万円未満（N=452）

18～25万円未満（N=133）

25万円以上（N=15）

指定都市・特別区 中核市 特例市 その他の市 町村
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４） 利用料金の内訳 

（１） 入居時費用 [問４(２)③] 

① 敷金・保証金（預かり金） [問４(２)③a] 

介護付有料老人ホームでは平均約 17.2 万円（０円と回答した施設を含む）で、住宅型有料老人ホー

ムでは平均約 9.8 万円となっている。サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では平均約 12.7 万円

で、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では平均約 11.0 万円となっている。 

平成 26年度調査と比較すると、介護付有料老人ホームを除き上昇している。特に、住宅型有料老人

ホームで約4.5万円上昇している。これは、「０円」としていた施設が20％以上減少したことに起因する。

その他の施設類型でも「０円」が減少し、入居時費用を徴収するようになったことで平均額が高くなって

いる。 

 

表 II-40 入居時費用 敷金・保証金 

（問４(２)②③を全て回答した施設 ） 

 

  

61.0

49.9

75.4

71.1

73.9

52.5

33.3

31.2

33.4

28.5

9.2

11.8

2.7

2.9

8.0

12.8

16.7

10.4

17.5

19.4

10.9

13.3

4.3

4.1

7.1

13.5

18.4

22.4

21.8

21.2

7.1

9.6

2.7

3.9

3.9

8.0

14.9

17.6

14.9

16.2

4.8

7.6

3.1

5.4

3.3

7.3

9.6

9.6

7.8

9.9

3.7

4.7

4.3

6.3

3.0

4.4

5.3

5.6

3.8

3.5

0.7

1.1

1.0

1.5

0.3

0.8

1.8

3.2

0.5

0.9

2.6

1.9

6.6

4.8

0.5

0.8

0.0

0.3

0.4

0 20 40 60 80 100

全 体

(平成26年度)(N=3736)

(平成27年度)(N=4740)

介護付有料老人ホーム

(平成26年度)(N=1355)

(平成27年度)(N=1507)

住宅型有料老人ホーム

(平成26年度)(N=1105)

(平成27年度)(N=1545)

サービス付き高齢者向け住宅（特）

(平成26年度)(N=114)

(平成27年度)(N=125)

サービス付き高齢者向け住宅（非特）

(平成26年度)(N=1127)

(平成27年度)(N=1563)

０円 10万円未満 10万～15万円未満 15万～20万円未満

20万～30万円未満 30万～50万円未満 50万～100万円未満 100万円以上

％

平均

116,001円

184,311円

100,080円

50,877円

109,890円

126,321円

172,486円

97,846円

127,240円

109,885円
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② 前払い金[問４(２)③b] 

介護付有料老人ホームでは平均約 387.1 万円（0 円と回答した施設を含む）、住宅型有料老人ホー

ムでは約 71.9 万円、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）で約 31.3 万円、サービス付き高齢者向

け住宅（非特定施設）で約 12.8 万円となっている。 

平成 26 年度と比較すると、介護付有料老人ホームおよびサービス付き高齢者向け住宅（非特定施

設)では、前払い金が減少したが、住宅型有料老人ホームでは約 20 万円近く増加した。サービス付き

高齢者向け住宅（特定施設）は昨年並みとなっている。 

 

表 II-41 前払い金 

（問４(２)②③を全て回答した施設 ） 

 

表 II-42 前払い金（0 円を除いて集計） 

（問４(２)②③を全て回答した施設 ） 

 

80.4

77.3

55.3

55.2

90.5

85.8

97.4

91.2

98.6

95.5

3.3

5.0

4.9

4.4

4.2

6.6

0.9

4.9

0.7

3.9

2.2

2.4

4.6

4.8

1.5

1.7

0.9

1.0

0.2

0.1

2.5

3.5

6.1

7.6

0.9

1.9

1.0

0.1

6.9

7.1

18.0

17.1

1.2

1.9

1.0

0.1

4.7

4.8

11.0

10.8

1.7

2.1

0.9

1.0

0.5

0.3

0 20 40 60 80 100

全 体

(平成26年度)(N=3736)

(平成27年度)(N=4014)

介護付有料老人ホーム

(平成26年度)(N=1355)

(平成27年度)(N=1508)

住宅型有料老人ホーム

(平成26年度)(N=1105)

(平成27年度)(N=1228)

サービス付き高齢者向け住宅（特）

(平成26年度)(N=114)

(平成27年度)(N=102)

サービス付き高齢者向け住宅（非特）

(平成26年度)(N=1127)

(平成27年度)(N=1176)

０円 100万円未満 100～300万円未満 300～500万円未満 500万～１千万円未満 １千万円以上

％
平均

1,637,684円

3,922,494円

152,034円

515,316円

328,450円

1,719,797円

3,871,274円

127,539円

719,431円

313,105円

16.8

21.8

11.1

9.9

43.8

46.6

33.3

55.6

50.0

86.8

11.3

10.5

10.4

10.8

16.2

12.1

33.3

11.1

12.5

1.9

12.8

15.3

13.7

16.9

9.5

13.2

11.1

1.9

35.1

31.1

40.3

38.2

12.4

13.2

11.1

1.9

24.0

21.3

24.6

24.1

18.1

14.9

33.3

11.1

37.5

7.5

0 20 40 60 80 100

全 体(平成26年度)(N=734)

(平成27年度)(N=911)

介護付有料老人ホーム

(平成26年度)(N=606)

(平成27年度)(N=675)

住宅型有料老人ホーム

(平成26年度)(N=105)

(平成27年度)(N=174)

サービス付き高齢者向け住宅（特)

(平成26年度)(N=3)

(平成27年度)(N=9)

サービス付き高齢者向け住宅（非特）

(平成26年度)(N=16)

(平成27年度)(N=53)

100万円未満 100～300万円未満 300～500万円未満 500万～１千万円未満 １千万円以上

％ 平均

8,335,679円

8,770,593円

10,708,875円

5,423,083円

12,481,117円

7,577,680円

8,648,714円

2,829,927円

5,077,367円

3,548,528円
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（２） 家賃相当額 [問４(２)] 

① 総家賃相当額（月額換算）[問４(２)②③] 

前払金を償却期間で除して、月払いの家賃相当額と足し合わせることで、総家賃相当額（月額換算）

を算出・分析した。介護付有料老人ホームでは平均約 12.8 万円で、住宅型有料老人ホームでは平均

約 5.4 万円であった。サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では平均約 6.3 万円で、サービス付き

高齢者向け住宅（非特定施設）では、平均約 7.8 万円となっている。 

平成 26 年度調査と比較すると、全施設類型で前払い金を月額換算した家賃は増加しており、特に

サービス付き高齢者向け住宅では特定施設で約 0.2 万円、非特定施設では約 1.9 万円高くなってい

る。 

 

表 II-43 総家賃相当額（月額換算） 

（問４(２)②③を全て回答した施設 ） 

 

注）総家賃相当額を月額換算した上での家賃＝問 4(2)②a 家賃相当額+ (問 4(2)③b 前払金 ÷問 4(2)③d 償却期間)） 
ただし、家賃分だけではなく介護サービス費などの前払い金も含まれている可能性がある 

  

9.4

7.4

4.0

3.0

22.3

17.3

7.0

5.3

3.2

2.4

15.0

12.8

5.1

5.7

30.0

27.4

9.6

6.6

12.2

6.3

15.8

11.5

6.3

6.2

18.5

16.4

21.9

13.2

23.8

11.9

13.4

11.8

7.0

7.8

10.5

12.5

21.1

21.1

23.2

14.4

10.0

11.7

8.3

7.7

7.1

8.9

15.8

10.5

14.2

18.7

5.7

8.0

6.9

7.9

2.6

5.7

8.8

10.5

7.1

10.2

8.9

10.8

15.0

13.2

2.5

4.1

10.5

10.5

7.9

14.8

12.0

12.3

24.5

15.2

2.9

4.4

3.5

15.8

7.2

16.9

4.3

6.3

10.3

14.8

1.4

1.1

3.9

0.4

3.1

5.5

7.3

12.6

18.7

2.3

2.2

1.8

2.6

0.7

1.3

0 20 40 60 80 100

全 体

(平成26年度)(N=3736)

(平成27年度)(N=2896)

介護付有料老人ホーム

(平成26年度)(N=1355)

(平成27年度)(N=954)

住宅型有料老人ホーム

(平成26年度)(N=1105)

(平成27年度)(N=919)

サービス付き高齢者向け住宅（特）

(平成26年度)(N=114)

(平成27年度)(N=76)

サービス付き高齢者向け住宅（非特）

(平成26年度)(N=1127)

(平成27年度)(N=947)

３万円未満 ３～４万円未満 ４～５万円未満 ５～６万円未満 ６～７万円未満

７～８万円未満 ８～10万円未満 10～15万円未満 15～20万円未満 20万円以上

％
平均

80,643円

124,872円

59,809円

49,340円

61,489円

87,182円

127,889円

54,419円

62,938円

78,318円

％
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② 家賃相当額 [問４(２)②a] 

「家賃相当額」をみると、介護付有料老人ホームでは平均約 7.4 万円（０円と回答した施設を含む）で、

住宅型有料老人ホームでは平均約 4.5 万円であった。 

平成 26 年度調査と比較すると、介護付有料老人ホームでは月額「25 万～30 万円未満」、住宅型有

料老人ホームでは、月額「10 万～15 万円未満」が増加したことにより、平均額が約 1.4 万円、約 5 千円

増加した。サービス付き高齢者向け住宅についても、特定施設では月額「10～15 万円」が３ポイント増

加したことになり、平均額が約５千円増加した。 

 

表 II-44 家賃相当額 

（問４(２)②③を全て回答した施設 ） 

 

  

7.6

5.7

19.5

13.9

1.5

2.5

0.0

0.8

0.2

0.8

9.6

7.4

4.5

2.9

22.3

15.5

7.0

4.1

3.2

4.0

15.8

15.5

6.6

5.7

31.0

28.5

9.6

7.3

12.2

13.1

16.8

17.7

8.3

7.8

19.4

20.3

21.9

20.3

23.8

25.0

15.0

16.2

10.3

10.9

11.8

14.3

21.9

22.0

23.4

23.1

10.8

10.9

10.2

10.6

7.7

8.5

15.8

16.3

14.2

13.1

6.0

6.5

7.7

8.4

2.7

3.9

9.6

10.6

7.0

6.9

9.5

8.6

16.6

14.2

2.0

3.5

9.6

9.8

8.3

7.8

7.5

8.2

13.6

17.3

1.2

1.8

3.5

6.5

6.9

5.4

1.4

3.4

2.7

8.3

0.5

1.0

0.9

2.4

0.8

0.8

0 20 40 60 80 100

全 体

(平成26年度)(N=3736)

(平成27年度)(N=4982)

介護付有料老人ホーム

(平成26年度)(N=1355)

(平成27年度)(N=1649)

住宅型有料老人ホーム

(平成26年度)(N=1105)

(平成27年度)(N=1628)

サービス付き高齢者向け住宅（特）

(平成26年度)(N=114)

(平成27年度)(N=123)

サービス付き高齢者向け住宅（非特）

(平成26年度)(N=1127)

(平成27年度)(N=1582)

０円 ３万円未満 ３～４万円未満 ４～５万円未満
５～６万円未満 ６～７万円未満 ７～８万円未満 ８～10万円未満
10～15万円未満 15万円以上

％ 平均

53,525円

59,868円

58,522円

40,408円

57,646円

58,687円

73,764円

56,773円

44,972円

62,690円

％



 

39 

（３） 月額利用料金 [問４(２)②] 

① 月額利用料金 －共益費・管理費相当額 [問４(２)②b] 

介護付有料老人ホームでは平均約 6.5 万円（０円と回答した施設を含む）で、住宅型有料老人ホー

ムでは平均約 2.7 万円となっている。 

サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では平均約3.0 万円で、サービス付き高齢者向け住宅（非

特定施設）では平均約 1.8 万円であった。 

平成 26 年度調査と比較すると、平均額は約 0.1～0.9 万円上昇している。特に介護付有料老人ホー

ムでは、「10 万円以上」が９ポイント上昇したこと、住宅型有料老人ホームでは「０円」が９ポイント減少し

たことから平均額の上昇が大きくなっている。 

 

表 II-45 月額利用料金 – 共益費・管理費相当額 

（問４(２)②③を全て回答した施設 ） 

 

  

7.0

3.0

5.0

1.5

14.2

5.7

2.6

0.8

2.6

1.9

12.4

9.1

4.1

2.8

18.2

11.7

10.5

3.0

16.8

13.6

23.0

22.6

6.6

5.6

23.5

22.5

22.8

24.8

42.1

40.3

19.4

21.2

12.8

10.8

18.6

23.7

25.4

23.3

27.5

29.1

12.7

15.3

16.7

16.2

11.3

18.1

22.8

23.3

8.3

11.0

8.0

7.0

15.1

10.3

5.8

7.7

9.6

15.0

1.5

2.5

5.1

5.0

10.7

9.8

2.8

4.1

2.6

3.7

1.0

1.0

3.6

4.4

7.3

9.8

2.9

2.1

1.8

3.0

0.1

0.0

2.3

3.1

5.2

7.7

1.4

1.7

0.8

0.5

6.5

9.2

16.5

25.5

1.4

2.1

1.8

2.3

0.1

0.1

0 20 40 60 80 100

全 体

(平成26年度)(N=3736)

(平成27年度)(N=5123)

介護付有料老人ホーム

(平成26年度)(N=1355)

(平成27年度)(N=1705)

住宅型有料老人ホーム

(平成26年度)(N=1105)

(平成27年度)(N=1646)

サービス付き高齢者向け住宅（特）

(平成26年度)(N=114)

(平成27年度)(N=133)

サービス付き高齢者向け住宅（非特）

(平成26年度)(N=1127)

(平成27年度)(N=1639)

０円 １万円未満 １～２万円未満 ２～３万円未満 ３～４万円未満

４～５万円未満 ５～６万円未満 ６～８万円未満 ８～10万円未満 10万円以上

％ 平均

31,645円

53,355円

16,786円

21,094円

26,232円

36,922円

64,740円

27,154円

30,329円

18,327円
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② 月額利用料金 －生活支援・介護サービス提供に関する費用または基本サービス費用相当額 

（介護保険自己負担を除く） [問４(２)②c] 

介護付有料老人ホームでは平均約 1.1 万円（０円と回答した施設を含む）で、住宅型有料老人ホー

ムでは平均 0.4 万円となっている。 

サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では平均約1.0 万円で、サービス付き高齢者向け住宅（非

特定施設）では平均約 1.7 万円となっている。 

なお、「０円」と回答した割合が、介護付有料老人ホームでは 75.4％に対し、住宅型有料老人ホーム、

サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では、56.6％、59.0％、サービス付き高齢者向け住宅（非特

定施設）では 19.4％と大きな違いがある。 

参考までに０円を除いた平均額は、介護付有料老人ホームで平均約 5.4 万円、住宅型有料老人

ホームで平均約 2.5 円、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）で平均約 2.5 万円、サービス付き高

齢者向け住宅（非特定施設）で平均約 2.1 万円となっている。 

 

表 II-46 月額利用料金 –生活支援・介護サービス提供に関する費用また 

基本サービス費用相当額（介護保険自己負担を除く） 

（問４(２)②③を全て回答した施設 ） 

 

注）生活支援・介護サービス提供に関する費用または基本サービス費用相当額（介護保険自己負担を除く）については、平成 26
年度調査とは設問内容を変更したため、経年比較は行わなかった。  

52.0

75.4

56.6

59.0

19.4

5.3

2.4

2.0

7.2

13.0

9.7

1.6

4.2

10.1

26.2

6.5

1.4

2.3

5.8

18.1

6.2

3.5

1.6

7.9

15.4

1.4

1.5

0.5

2.9

2.5

2.9

6.8

0.9

1.4

1.9

0.7

1.6

0.3

1.4

0.3

15.4

5.9

31.6

4.3

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体

(N=6,092)

介護付有料老人ホーム

(N=1,826)

住宅型有料老人ホーム
(N=2,430)

サービス付き高齢者向け住宅（特）
(N=139)

サービス付き高齢者向け住宅（非特）
(N=1,697)

０円 １万円未満 １～２万円未満 ２～３万円未満 ３～４万円未満

４～５万円未満 ５～10万円未満 10万円以上 エラー・無回答

平均

10,513円

10,683円

4,357円

9,693円

16,625円
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③ 月額利用料金 －食費（３食を 30 日間提供した場合） [問４(２)②d] 

月額の食費（３食を 30 日間提供した場合）をみると、介護付有料老人ホームでは平均約 4.9 万円（０

円と回答した施設を含む）で、住宅型有料老人ホームでは平均約 4.1 万円となっている。 

サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では平均約4.6 万円で、サービス付き高齢者向け住宅（非

特定施設）では平均約 4.3 万円あった。 

住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅（特定施設・非特定施設）では、３～５万円と

する施設が７～８割であるのに対し、介護付有料老人ホームでは「６万円以上」が 27.7％、「５～６万円

未満」が 20.5％と食費の高い施設の割合が高くなっている。 

平成 26 年度調査と比較すると、住宅型有料老人ホームで約２千円平均額が増加している。 

 

表 II-47 月額利用料金 – 食費（３食を 30 日間提供した場合） 

（問４(２)②③を全て回答した施設 ） 

 

  

0.6

0.9

0.0

0.0

0.3

0.3

0.0

0.0

1.8

2.4

0.4

0.5

0.5

0.5

0.4

0.6

0.0

0.8

0.3

0.3

0.5

0.5

0.0

0.2

1.3

1.3

0.0

0.0

0.3

0.1

5.1

6.6

5.6

11.0

8.0

7.4

2.6

2.3

1.8

1.5

27.3

23.8

20.7

16.7

45.2

34.6

15.8

13.8

18.7

20.6

40.6

43.5

22.8

23.4

35.1

44.1

57.9

60.0

65.7

62.5

13.6

13.6

21.3

20.5

7.1

8.6

19.3

16.9

10.1

11.2

11.9

10.8

29.1

27.7

2.7

3.1

4.4

6.2

1.4

1.4

0 20 40 60 80 100

全 体

(平成26年度)(N=3736)

(平成27年度)(N=5186)

介護付有料老人ホーム

(平成26年度)(N=1355)

(平成27年度)(N=1714)

住宅型有料老人ホーム

(平成26年度)(N=1105)

(平成27年度)(N=1709)

サービス付き高齢者向け住宅（特）

(平成26年度)(N=114)

(平成27年度)(N=130)

サービス付き高齢者向け住宅（非特）

(平成26年度)(N=1127)

(平成27年度)(N=1633)

０円 １万円未満 １～２万円未満 ２～３万円未満 ３～４万円未満 ４～５万円未満 ５～６万円未満 ６万円以上

％
平均

44,228円

38,943円

42,966円

49,611円

45,751円

44,548円

49,211円

41,373円

46,127円

42,850円
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④ 月額利用料金 －光熱水費 [問４(２)②e] 

介護付有料老人ホームでは平均約 4,400 円（０円と回答した施設を含む）で、住宅型有料老人ホー

ムでは平均約 5,300 円となっている。サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では平均約 4,500 円で、

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では平均約 2,400 円となっている。 

なお、光熱水費は管理費に含まれているケースや居室分は直接契約のケースなどもあることに留意

する必要がある。 

平成 26年度調査と比較すると、介護付有料老人ホームでは 2千円近く減少しているが、これは「３～

４万円未満」の割合が減少したことによる。サービス付き高齢者向け住宅では増加傾向にあり、「０円」が

減少したことが影響していると考えられる。 

 

表 II-48 月額利用料金 – 光熱水費 

（問４(２)②③を全て回答した施設 ） 

 

  

  

61.1

61.6

58.1

60.2

48.2

51.6

69.3

66.7

76.9

72.8

9.0

8.8

10.0

6.6

8.2

10.4

5.3

7.4

8.5

9.4

11.1

12.3

9.0

14.9

17.8

13.6

7.0

9.3

7.5

8.9

7.1

7.6

4.6

5.9

12.6

11.4

12.3

9.3

4.0

5.1

4.3

5.0

3.8

5.3

7.4

8.0

2.6

2.8

1.8

1.9

2.8

3.3

3.5

5.4

3.7

3.5

3.5

3.7

1.1

1.1

4.0

0.9

9.3

1.6

1.7

0.9

0.0

0.0

0.2

0.4

0.7

0.4

1.6

0.2

0.3

0.6

0.0

0.9

0.1

0.4

0 20 40 60 80 100

全 体

(平成26年度)(N=3736)

(平成27年度)(N=4243)

介護付有料老人ホーム

(平成26年度)(N=1355)

(平成27年度)(N=1285)

住宅型有料老人ホーム

(平成26年度)(N=1105)

(平成27年度)(N=1444)

サービス付き高齢者向け住宅（特）

(平成26年度)(N=114)

(平成27年度)(N=108)

サービス付き高齢者向け住宅（非特）

(平成26年度)(N=1127)

(平成27年度)(N=1406)

０円 ５千円未満 ５千～１万円未満 １～１万５千円未満

１万５千～２万円未満 ２～３万円未満 ３～４万円未満 ４万円以上

％
平均

4,617円

6,500円

1,757円

5,397円

3,157円

4,039円

4,368円

2,433円

5,277円

4,499円
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４ サービス提供の状況 

１） 職員体制 

（１） 日中の職員数 [問３(１)] 

日中の職員数（兼務を含む）をみると、介護付有料老人ホームでは平均 16.5 人、住宅型有料老人

ホームでは平均 7.5 人であった。サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では平均 11.5 人であり、

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では平均 6.2 人であった。 

平成 26 年度調査と比較すると、全体的に増加しており、最も伸びが大きかったのは住宅型有料老人

ホームであった。 

 

表 II-49 日中の職員数（兼務を含む） 

 

注）住宅型有料老人ホーム以外で「０人」とした回答は、エラーとして扱った。 

 

  

0.6

0.7

0.0

0.0

1.7

1.6

0.0

0.0

0.0

0.0

8.2

8.1

0.5

0.8

10.3

9.8

4.0

3.6

15.0

14.1

16.4

15.4

1.6

0.8

21.5

20.3

5.5

4.3

28.3

25.1

14.3

12.6

3.9

3.1

19.6

16.2

14.0

8.6

19.6

17.9

11.2

10.2

7.3

6.7

13.6

12.5

12.5

12.9

12.6

10.5

9.5

8.7

11.4

10.2

8.8

9.2

14.5

12.9

7.6

5.8

18.0

16.0

32.7

25.5

11.5

13.0

25.5

26.6

8.5

9.3

8.5

8.5

17.6

14.5

4.6

6.5

13.0

12.9

2.4

4.6

9.3

10.1

20.9

21.2

4.1

5.8

8.5

10.8

2.4

4.1

4.1

9.7

3.9

17.3

4.2

5.0

2.5

7.2

3.7

8.5

0 20 40 60 80 100

全 体

(平成26年度)(n=6369)

(平成27年度)(n=6092)

介護付有料老人ホーム

(平成26年度)(n=6369)

(平成27年度)(n=1826)

住宅型有料老人ホーム

(平成26年度)(n=6369)

(平成27年度)(n=2430)

サービス付き高齢者向け住宅（特）

(平成26年度)(n=6369)

(平成27年度)(n=139)

サービス付き高齢者向け住宅（非特）

(平成26年度)(n=6369)

(平成27年度)(n=1697)

０人 ２人未満 ２～４人未満 ４～６人未満 ６～８人未満

８～10人未満 10～15人未満 15～20人未満 20人以上 エラー・無回答

％

平均

9.3人

15.4人

10.4人

6.7人

5.4人

9.7人

16.5人

11.5人

7.5人

6.2人
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表 II-50 日中の職員数（兼務を含む）【50 人換算】 

注）兼務者の数の方が兼務を含む職員数よりも多かった回答は、エラーとして扱った。 

  

0.6

0.6

0.0

0.0

1.7

1.6

0.0

0.0

0.0

0.0

3.8

3.3

0.3

1.0

2.8

2.8

1.5

3.6

9.2

6.5

8.0

6.8

1.7

1.2

7.2

7.0

4.5

3.6

16.1

13.1

9.2

8.2

3.3

2.6

10.2

8.9

6.5

3.6

15.3

13.6

9.0

8.5

5.9

6.4

9.1

8.5

9.0

5.0

12.3

11.1

9.6

7.9

11.2

9.3

9.6

7.4

9.0

8.6

8.1

7.2

24.9

21.2

37.3

28.4

21.0

18.8

33.0

31.7

15.5

16.0

12.7

11.4

19.4

14.7

11.6

11.7

16.5

14.4

6.1

7.2

9.1

11.4

10.5

11.3

10.4

13.6

9.5

15.8

5.7

8.0

7.9

9.4

6.2

7.4

11.7

14.0

7.0

5.8

4.8

5.3

5.2

11.1

4.1

17.6

4.6

5.7

3.5

7.9

6.9

12.0

0 20 40 60 80 100

全 体

(平成26年度)(n=6369)

(平成27年度)(n=6092)

介護付有料老人ホーム

(平成26年度)(n=2063)

(平成27年度)(n=1826)

住宅型有料老人ホーム

(平成26年度)(n=2147)

(平成27年度)(n=2430)

サービス付き高齢者向け住宅（特）

(平成26年度)(n=200)

(平成27年度)(n=139)

サービス付き高齢者向け住宅（非特）

(平成26年度)(n=1855)

(平成27年度)(n=1697)

０人 ２人未満 ２～４人未満 ４～６人未満 ６～８人未満 ８～10人未満

10～15人未満 15～20人未満 20～30人未満 30人以上 エラー・無回答

％
平均

13.9人

15.0人

14.1人

15.5人

10.2人

15.3人

15.9人

15.3人

17.3人

11.4人
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（２） 夜間の職員数（夜勤と宿直の合計） [問３(２)] 

介護付有料老人ホームでは、平均 3.1 人であるのに対し、住宅型有料老人ホームでは平均 1.9 人、

サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では平均 1.9 人、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施

設）では平均 1.6 人とそれより少なくなっている。 

回答分布を見ると、特定施設（介護付有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設））

では「２～３人未満」の割合が最も多いのに対し、非特定施設（住宅型有料老人ホーム、サービス付き高

齢者向け住宅（非特定施設））では「２人未満」が最も多くなっている。 

平成26年度調査と比較すると、全体的に増加しているが、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）

で減少している。 

 

表 II-51 夜間の職員数（夜勤と宿直の合計） 

 

  

4.3

4.0

0.4

0.4

3.5

3.1

1.0

0.0

10.1

9.4

27.1

32.5

7.8

7.4

31.0

41.9

24.0

27.3

44.2

46.4

22.9

24.0

33.1

27.8

19.6

24.0

31.0

41.7

14.8

18.4

9.4

7.9

21.9

16.3

4.1

4.7

9.0

12.2

2.1

3.0

7.5

8.7

15.5

13.5

4.2

7.6

6.0

2.9

2.6

5.5

28.8

23.0

21.4

34.6

37.5

18.7

29.0

15.8

26.1

17.3

0 20 40 60 80 100

全 体

(平成26年度)(n=6369)

(平成27年度)(n=6092)

介護付有料老人ホーム

(平成26年度)(n=2063)

(平成27年度)(n=1826)

住宅型有料老人ホーム

(平成26年度)(n=2147)

(平成27年度)(n=2430)

サービス付き高齢者向け住宅（特）

(平成26年度)(n=200)

(平成27年度)(n=139)

サービス付き高齢者向け住宅（非特）

(平成26年度)(n=1855)

(平成27年度)(n=1697)

０人 ２人未満 ２～３人未満 ３～４人未満 ４人以上 無回答

％
平均

2.0人

2.8人

1.3人

1.8人

2.1人

2.1人

3.1人

1.6人

1.9人

1.9人
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夜間の職員のうち宿直の割合（夜勤・宿直とも「０人」と回答した施設（無回答を除く））をみると、介護

付有料老人ホームで 31.9％、住宅型有料老人ホームで 36.7％、サービス付き高齢者向け住宅（特定

施設）で 22.5％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で 47.6％であった。 

平成 26 年度と比較すると、介護付有料老人ホームで平均が 11 ポイント増加している。 

 

 

表 II-52 夜間の職員数のうち、宿直の割合 

（夜勤・宿直ともに「０人」と回答した施設、無回答の施設を除く） 

 

  

60.0

54.9

71.6

58.9

51.7

56.3

63.6

70.1

53.3

47.6

2.0

1.6

4.3

4.6

0.8

0.8

1.4

0.2

2.6

2.2

3.3

4.8

2.5

1.5

4.3

3.4

1.5

0.9

8.9

8.1

5.3

4.2

13.3

10.4

10.7

10.3

8.6

8.0

0.5

0.7

0.4

0.9

0.6

0.9

0.7

0.4

26.0

32.4

15.1

26.6

31.1

30.2

20.0

16.2

35.8

42.9

0 20 40 60 80 100

全 体

(平成26年度)(N=4258)

(平成27年度)(N=4447)

介護付有料老人ホーム

(平成26年度)(N=1614)

(平成27年度)(N=1186)

住宅型有料老人ホーム

(平成26年度)(N=1266)

(平成27年度)(N=1900)

サービス付き高齢者向け住宅（特）

(平成26年度)(N=140)

(平成27年度)(N=117)

サービス付き高齢者向け住宅（非特）

(平成26年度)(N=1183)

(平成27年度)(N=1244)

０％ 30％未満 30～50％未満 50～60％未満 60％以上 100％

％

32.1％

20.1％

平均

41.1％

39.2％

27.1％

38.1％

31.9％

47.6％

36.7％

22.5％
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（３） 看護体制 [問３(３)①②] 

日中の看護体制は、住宅型有料老人ホームでは 5 割強が、サービス付き高齢者向け住宅（非特定

施設）では 4割強が「施設の看護職員がいる（兼務や非常勤の場合を含む）」であった。 

平成 26 年度調査と比較して、特徴的な変化は見られない。 

 

表 II-53 看護体制（日中） 

 

  

66.7

63.6

96.9

93.0

56.5

54.6

89.5

88.5

42.5

42.9

21.0

21.4

2.5

0.8

26.2

29.3

6.0

7.2

37.1

33.3

11.3

10.8

0.3

0.2

16.0

14.3

3.5

0.0

19.4

18.0

1.0

4.2

0.3

5.9

1.3

1.8

1.0

4.3

1.0

5.8

0 20 40 60 80 100

全 体

(平成26年度)(N=6369)

(平成27年度)(N=6092)

介護付有料老人ホーム

(平成26年度)(N=2063)

(平成27年度)(N=1826)

住宅型有料老人ホーム

(平成26年度)(N=2147)

(平成27年度)(N=2430)

サービス付き高齢者向け住宅（特）

(平成26年度)(N=200)

(平成27年度)(N=139)

サービス付き高齢者向け住宅（非特）

(平成26年度)(N=1855)

(平成27年度)(N=1697)

施設の看護職員がいる（兼務や非常勤の場合を含む）

施設に看護職員はいないが、訪問看護ステーション、医療機関と連携

看護職員はいない

無回答

％
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夜間の看護体制では、介護付有料老人ホームでは「施設の看護職員がいる（兼務の場合を含む）」

が 18.6％と他の施設類型と比べて高くなっている。「看護職員はいない」割合は、いずれの施設類型に

おいても 4～５割となっている。 

平成26年度調査と比較すると、介護付有料老人ホームでは、「施設に看護職員はいないが、訪問看

護ステーション、医療機関と連携」が 18 ポイント低下し、「看護職員はいない」が 12 ポイント上昇した。 

 

表 II-54 看護体制（夜間） 

 

11.9

12.8

18.2

18.6

10.6

12.5

9.5

12.9

6.4

7.0

44.6

38.6

42.4

24.5

43.6

44.9

41.0

36.7

48.6

44.8

41.6

43.7

37.1

49.6

44.0

40.5

48.0

44.6

43.7

41.8

1.9
5.0

2.2

7.4

1.8

2.2

1.5

5.8

1.2

6.4

0 20 40 60 80 100

全 体

(平成26年度)(N=6369)

(平成27年度)(N=6092)

介護付有料老人ホーム

(平成26年度)(N=2063)

(平成27年度)(N=1826)

住宅型有料老人ホーム

(平成26年度)(N=2147)

(平成27年度)(N=2430)

サービス付き高齢者向け住宅（特）

(平成26年度)(N=200)

(平成27年度)(N=139)

サービス付き高齢者向け住宅（非特）

(平成26年度)(N=1855)

(平成27年度)(N=1697)

施設の看護職員がいる（兼務や非常勤の場合を含む）

施設に看護職員はいないが、訪問看護ステーション、医療機関と連携

看護職員はいない

無回答

％
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（４） 特定施設入居者生活介護の指定を受けている施設の職員体制 [問 1５] 

問 1５は問 2（3）で「一般型（介護）」または「一般型（介護予防）」、「地域密着型」と回答した施設のみ

を対象としている（有料老人ホームでは 1,826 件、サービス付き高齢者向け住宅では 139 件の施設が

該当）。また、以下のケースに当てはまる場合、エラーとして扱った。 

・問 15（2）～（4）のどれか１ヶ所以上が「0人」かつ問 15（1）が無回答：問 15 全てエラー 

※本来特定施設入居者生活介護の指定を受けている施設の要件を満たしておらず、誤回答が 

含まれている可能性があるため。 

・問 15（1）が回答されており、（2）以降で「0 人」と回答：該当する設問のみエラー 

 

 

① 介護職員比率 [問 15(１)] 

介護付有料老人ホームおよびサービス付き高齢者向け施設（特定施設）の双方で、「3:1 以上」の割

合が最も高く、前者では全体の約４割を、後者では全体の６割弱を占めている。 

平成 26 年度調査と比較して、特徴的な変化は見られない。 

 

表 II-55 介護職員比率 

（特定施設のみ） 

 

  

6.9

5.4

7.4

5.7

2.0

2.2

15.5

15.6

16.3

16.3

7.0

7.2

28.1

30.7

29.6

32.3

13.0

10.1

42.5

41.5

41.0

40.2

57.5

59.0

7.0

6.7

5.7

5.6

20.5

21.6

0 20 40 60 80 100

全体

（平成26年度）(n=2263)

（平成27年度）(n=1965)

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）(n=2063)

（平成27年度）(n=1826)

サービス付高齢者向け住宅(特)

（平成26年度）(n=200)

（平成27年度）(n=139)

1.5：1 以上 2：1 以上 2.5：1 以上 3：1 以上 エラー・無回答

％
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② 介護職員のうち介護福祉士（常勤換算）の割合 [問 15(２)] 

介護付有料老人ホームでは平均 41.5％で、分布をみると「25～50％未満」の割合が最も高く、全体

の３割強を占めている。サービス付き高齢者向け施設（特定施設）では平均 42.9％で、「25～50％未

満」、「50～70％未満」の割合が最も高く、いずれも全体の 24.5％を占めている。 

平成 26 年度調査と比較すると、介護付有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）

の双方で、介護福祉士の割合が高まっている。 

 

表 II-56 介護職員に対する介護福祉士の割合 

（特定施設のみ） 

 

  

25.9

20.0 

26.3 

20.1 

21.5 

18.7 

36.5

31.9 

36.7 

32.5 

34.0 

24.5 

16.7

17.7 

17.0 

17.2 

13.0 

24.5 

7.3

9.2 

7.2 

9.1 

8.5 

10.1 

13.6

21.2 

12.7 

21.1 

23.0 

22.3 

0 20 40 60 80 100

全体（平成26年度）(n=2263)

（平成27年度）(n=1965)

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）(n=2063)

（平成27年度）(n=1826)

サービス付高齢者向け住宅(特)

（平成26年度）(n=200)

（平成27年度）(n=139)

25％未満 25～50％未満 50～70％未満 70％以上 エラー・無回答

平均

38.0％

38.0％

38.1％

％

41.6％

41.5％

42.9％

※本設問では、介護職員数よりも介護福祉士の人数を多い回答はエラーとして扱った。 
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③ 介護・看護職員の合計数のうち常勤職員数の割合 [問 15(３)] 

介護付有料老人ホームでは75.6％、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では73.0％が常勤職

員であった。 

平成 26 年度調査と比較すると、介護付有料老人ホームでは、ほとんど変わらないのに対し、サービ

ス付き高齢者向け住宅（特定施設）では若干低下した。 

 

 

表 II-57 介護・看護職員数に対する常勤職員数の割合 

（特定施設のみ） 

 

  

7.3

6.7

7.4

6.4

6.5

10.1

16.8

20.7

17.5

21.1

9.0

15.8

21.4

22.2

22.3

22.9

11.5

13.7

12.2

11.2

12.7

10.7

7.5

18.0

4.3

5.5

3.8

5.5

9.5

5.8

38.0

33.6

36.2

33.4

56.0

36.7

0 20 40 60 80 100

全体（平成26年度）(n=2263)

（平成27年度）(n=1965)

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）(n=2063)

（平成27年度）(n=1826)

サービス付高齢者向け住宅(特)

（平成26年度）(n=200)

（平成27年度）(n=139)

50％未満 50～70％未満 70～80％未満 90～100％未満 100％ エラー・無回答

％

平均

75.2％

75.1％

77.0％

75.4％

75.6％

73.0％

注）本設問では、介護・看護職員数よりも常勤職員数の方を多く答えた回答は、エラーとして扱った。 
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④ サービスを直接提供する職員のうち勤続３年以上の者（常勤換算）の割合 [問 15(４)] 

介護付有料老人ホームでは、サービスを直接提供する職員のうち勤続３年以上の者（常勤換算）の

割合が、50.0％であるのに対し、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では、31.2％あった。 

平成 26 年度調査と比較すると、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では、25.0％から 31.2％

へ６ポイント上昇した。 

 

表 II-58 サービスを直接提供する職員のうち勤続３年以上の者の割合 

（特定施設のみ） 

 

  

16.0

16.2

13.9

14.5

38.0

39.6

22.4

18.8

23.3

19.3

12.5

12.2

23.2

21.6

24.8

22.5

7.5

10.1

15.9

15.3

16.7

15.6

7.5

11.5

22.5

28.1

21.3

28.2

34.5

26.6

0 20 40 60 80 100

全体

（平成26年度）(n=2263)

（平成27年度）(n=1965)

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）(n=2063)

（平成27年度）(n=1826)

サービス付高齢者向け住宅(特)

（平成26年度）(n=200)

（平成27年度）(n=139)

25％未満 25～50％未満 50～70％未満 70％以上 エラー・無回答

％

平均

47.3％

49.1％

25.0％

48.7％

50.0％

31.2％

注）本設問ではサービスを直接提供する職員より、勤続３年以上の方を多く答えた回答は、エラーとして扱った。 
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⑤ 介護職員の採用状況 [問 15(５)①②③] 

常勤・非常勤職員を合わせた一年間の採用率は、介護付有料老人ホームでは 35.0％、サービス付

き高齢者向け住宅（特定施設）では 47.4％であった。 

 

 

 

表 II-59 介護職員の採用率（常勤＋非常勤） 

（特定施設のみ） 

 

注）採用率＝「問 18(５)② 介護職員採用者数」÷（「同① 介護職員数－同② 介護職員採用者数＋同③ 介護職員離職者数」） 

  平成 26 年度調査では、極端に採用率が高い施設が平均値を押し上げている。 
サ高住については、運営開始前に届出が必要なため、運営開始のための採用により極端に高い数値となることがあ
る。 

  

9.1

3.8

8.4

3.5

16.5

7.9

3.0

0.9

3.2

0.9

0.5

0.7

6.2

5.4

6.6

5.6

1.5

2.9

7.5

7.8

7.9

8.1

3.0

3.6

6.3

6.6

6.8

7.0

1.5

1.4

6.7

6.1

7.1

6.3

2.0

3.6

8.3

7.0

8.6

7.0

5.0

7.9

5.4

5.5

5.8

5.6

1.5

5.0

4.3

4.2

4.6

4.3

1.5

2.2

6.2

6.1

6.4

5.9

3.5

8.6

4.6

4.1

4.8

4.3

2.0

1.4

9.5

8.6

9.0

8.4

14.5

11.5

23.1

33.9

20.8

33.2

47.0

43.2

0 20 40 60 80 100

全体

（平成26年度）(n=2263)

（平成27年度）(n=1965)

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）(n=2063)

（平成27年度）(n=1826)

サービス付高齢者向け住宅(特)

（平成26年度）(n=200)

（平成27年度）(n=139)

常勤＋非常勤

０％ ５％未満 ５～10％未満 10～15％未満 15～20％未満 20～25％未満 25～30％未満

30～35％未満 35～40％未満 40～50％未満 50～60％未満 60％以上 エラー・無回答

％
平均

％

37.5％

34.0％

92.4％

35.8％

35.0％

47.4％
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常勤職員の採用率は、介護付有料老人ホームで平均 30.8％、サービス付き高齢者向け住宅（特定

施設）で平均 43.3％であった。 

 

表 II-60 介護職員の採用率（常勤） 

（特定施設のみ） 

 

注）採用率＝「問 18(５)② 介護職員採用者数」÷（「同① 介護職員数－同② 介護職員採用者数＋同③ 介護職員離職者数」） 

 

非常勤職員の採用率は、介護付有料老人ホームで平均 51.2％、サービス付き高齢者向け住宅（特

定施設）で平均 48.0％であった。 

 

表 II-61 介護職員の採用率（非常勤） 

（特定施設のみ） 

 

 

注）採用率＝「問 18(５)② 介護職員採用者数」÷（「同① 介護職員数－同② 介護職員採用者数＋同③ 介護職員離職者数」）  

15.4

9.7

14.5

9.4

25.0

14.4

1.5

1.3

1.6

1.3

1.0

0.7

8.8

7.4

9.5

7.7

1.5

3.6

10.9

9.6

11.5

9.9

5.0

5.8

7.6

6.4

8.0

6.7

2.5

2.2

7.3

7.8

7.7

8.0

3.5

5.0

8.1

6.8

8.4

7.1

5.5

3.6

6.0

5.6

6.3

5.5

2.5

7.9

3.1

3.7

3.2

3.7

2.0

2.9

4.8

5.2

4.9

5.3

3.5

4.3

4.3

3.9

4.4

3.8

3.5

5.0

8.2

8.2

7.5

8.1

16.0

10.8

13.8

24.3

12.4

23.6

28.5

33.8

0 20 40 60 80 100

全体

（平成26年度）(n=2263)

（平成27年度）(n=1965)

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）(n=2063)

（平成27年度）(n=1826)

サービス付高齢者向け住宅(特)

（平成26年度）(n=200)

（平成27年度）(n=139)

常 勤

０％ ５％未満 ５～10％未満 10～15％未満 15～20％未満 20～25％未満 25～30％未満

30～35％未満 35～40％未満 40～50％未満 50～60％未満 60％以上 エラー・無回答

％

平均

31.8％

27.5％

86.2％

31.5％

30.8％

43.3％

30.9

22.1

30.7

21.7

33.0

28.1

0.4

0.2

0.4

0.2

0.0

0.0

2.6

1.7

2.8

1.8

0.5

0.7

3.8

3.6

4.1

3.8

1.0

0.7

2.5

3.4

2.7

3.4

0.5

3.6

3.4

3.5

3.7

3.5

0.5

2.9

4.0

4.7

4.2

4.8

1.5

3.6

3.5

2.7

3.7

2.6

1.5

3.6

1.7

1.5

1.8

1.5

0.5

1.4

3.5

2.5

3.9

2.7

0.0

4.8

4.8

4.9

4.9

3.0

4.3

19.0

17.1

19.4

17.3

14.5

14.4

20.0

32.1

17.7

31.8

43.5

36.7

0 20 40 60 80 100

全体

（平成26年度）(n=2263)

（平成27年度）(n=1965)

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）(n=2063)

（平成27年度）(n=1826)

サービス付高齢者向け住宅(特)

（平成26年度）(n=200)

（平成27年度）(n=139)

非常勤

０％ ５％未満 ５～10％未満 10～15％未満 15～20％未満 20～25％未満 25～30％未満

30～35％未満 35～40％未満 40～50％未満 50～60％未満 60％以上 エラー・無回答

平均

％

49.0％

47.6％

68.7％

51.0％

51.2％

48.0％
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⑥ 介護職員の離職状況 [問 15(５)①②③] 

常勤・非常勤を合わせた一年間の離職率は、介護付有料老人ホームでは平均 26.6％、サービス付

き高齢者向け住宅（特定施設）では平均 29.6％であった。 

平成 26 年度調査と比較して、特徴的な変化は見られない。 

 

 

 

表 II-62 介護職員の離職率（常勤＋非常勤） 

（特定施設のみ） 

 

注）離職率＝「問 18(５)③ 介護職員離職者数」÷（「同① 介護職員数－同② 介護職員採用者数＋同③ 介護職員離職者数」） 

 

  

10.7

4.7

9.9

4.4

19.0

9.4

3.4

1.6

3.8

1.7

0.0

0.0

7.3

6.7

7.8

6.7

2.5

6.5

7.9

9.1

8.2

9.6

4.5

2.9

7.2

7.1

7.8

7.4

2.0

3.6

7.8

6.8

8.4

6.9

2.0

5.8

7.2

7.4

7.7

7.6

3.0

5.0

5.3

5.9

5.6

5.8

2.0

6.5

3.8

4.2

4.1

4.2

1.0

4.3

6.4

5.2

6.6

5.3

4.0

4.3

3.4

2.7

3.3

2.8

3.5

1.4

6.5

4.6

6.2

4.4

9.5

7.2

23.1

33.9

20.8

33.2

47.0

43.2

0 20 40 60 80 100

全体

（平成26年度）(n=2263)

（平成27年度）(n=1965)

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）(n=2063)

（平成27年度）(n=1826)

サービス付高齢者向け住宅(特)

（平成26年度）(n=200)

（平成27年度）(n=139)

常勤＋非常勤

０％ ５％未満 ５～10％未満 10～15％未満 15～20％未満 20～25％未満 25～30％未満

30～35％未満 35～40％未満 40～50％未満 50～60％未満 60％以上 エラー・無回答

26.8％

26.7％

29.1％

平均
％

26.8％

26.6％

29.6％
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常勤の離職率は、介護付有料老人ホームで平均 22.6％、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）

で平均 26.8％であった。 

平成 26年度調査と比較すると、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）で、36.1％から 26.8％へ９

ポイント低下している。 

 

表 II-63 介護職員の離職率（常勤） 

（特定施設のみ） 

 

注）離職率＝「問 18(５)③ 介護職員離職者数」÷（「同① 介護職員数－同② 介護職員採用者数＋同③ 介護職員離職者数」） 

 

非常勤職員の離職率は、介護付有料老人ホームで平均 35.9％、サービス付き高齢者向け住宅（特

定施設）で平均 36.6％であった。 

平成 26 年度調査と比較すると、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）で、24.5％から 36.6％へ

12 ポイント上昇している。 

 

表 II-64 介護職員の離職率（非常勤） 

（特定施設のみ） 

 

注）離職率＝「問 18(５)③ 介護職員離職者数」÷（「同① 介護職員数－同② 介護職員採用者数＋同③ 介護職員離職者数」） 

17.4

11.4

16.4

11.0

27.5

16.5

1.9

1.3

2.1

1.4

0.7

9.6

8.0

10.1

8.2

4.5

5.8

10.6

12.1

11.1

12.7

6.0

5.0

8.3

6.7

8.9

6.9

1.5

3.6

7.2

8.1

7.6

8.5

3.5

3.6

7.6

8.4

7.9

8.8

3.5

4.3

5.7

5.5

5.8

5.3

4.5

7.9

3.3

2.6

3.4

2.7

2.5

2.2

5.7

4.0

5.9

4.1

3.5

3.6

4.1

3.2

4.0

2.9

5.5

7.2

4.8

4.2

4.4

4.1

9.0

5.8

13.8

24.3

12.4

23.6

28.5

33.8

0 20 40 60 80 100

全体

（平成26年度）(n=2263)

（平成27年度）(n=1965)

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）(n=2063)

（平成27年度）(n=1826)

サービス付高齢者向け住宅(特)

（平成26年度）(n=200)

（平成27年度）(n=139)

常 勤

０％ ５％未満 ５～10％未満 10～15％未満 15～20％未満 20～25％未満 25～30％未満

30～35％未満 35～40％未満 40～50％未満 50～60％未満 60％以上 エラー・無回答

％

平均

23.3％

22.3％

36.1％

22.8％

22.6％

26.8％

31.5

23.4

31.3

23.0

33.5

28.8

0.3

0.1

0.3

0.1

0.0

1.7

1.9

1.8

2.0

0.5

0.7

3.8

3.5

4.2

3.7

0.7

3.4

2.6

3.4

2.5

3.0

4.3

3.8

3.6

4.0

3.8

1.0

0.7

4.8

5.1

5.1

5.3

2.0

3.6

5.2

3.7

5.4

3.7

3.0

3.6

1.7

1.5

1.8

1.5

0.5

0.7

3.9

3.4

4.1

3.4

2.0

2.9

6.2

5.7

6.6

5.9

2.5

3.6

13.7

13.5

14.2

13.5

8.5

13.7

20.0

32.1

17.7

31.8

43.5

36.7

0 20 40 60 80 100

全体

（平成26年度）(n=2263)

（平成27年度）(n=1965)

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）(n=2063)

（平成27年度）(n=1826)

サービス付高齢者向け住宅(特)

（平成26年度）(n=200)

（平成27年度）(n=139)

非常勤

０％ ５％未満 ５～10％未満 10～15％未満 15～20％未満 20～25％未満 25～30％未満

30～35％未満 35～40％未満 40～50％未満 50～60％未満 60％以上 エラー・無回答

平均

34.0％

34.6％

24.5％

％

36.0％

35.9％

36.6％
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（５） 特定施設入居者生活介護の指定を受けていない施設の状況把握、生活相談を担う職員の状況 [問 12] 

問12は問２(３)特定施設入居者生活介護の指定で「指定なし」と回答した施設のみを回答の対象とし

ている。 

 

① 最も中心的な役割を果たす職員の保有資格 [問 12(１)] 

住宅型有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）のいずれも「介護福祉士」が最

も多く、次いで「介護職員初任者研修課程修了者」、「介護支援専門員」であった。 

平成 26 年度調査と比較して、特徴的な変化は見られない。 

 

表 II-65 最も中心的な役割を果たす職員の保有資格（平成 27 年度）（複数回答） 

（非特定施設のみ） 

 
  

16.5

5.6

50.8

21.7

24.6

10.2

7.8

18.3

5.0

52.1

21.6

20.2

11.0

6.5

13.8

6.5

49.0

21.8

30.9

8.9

9.5

0 20 40 60 80 100

保健師・看護師・准看護師

社会福祉士

介護福祉士

介護支援専門員

介護職員初任者研修課程修了者（旧・介護職員

基礎研修課程修了者、訪問介護員１級、２級を

含む）

その他（特になしを含む）

無回答

全 体（平成27年）（n=4127）

住宅型有料老人ホーム（平成26年）（n=2430）

サービス付き高齢者向け住宅(非特)（平成26年）（n=1697）

％
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表 II-66 最も中心的な役割を果たす職員１名の保有資格（平成 26 年度）（複数回答） 

（非特定施設のみ） 

 
  

15.4

6.9

52.7

23.9

23.2

9.2

7.5

18.7

6.5

50.4

22.0

18.7

10.5

8.8

11.6

7.2

55.4

26.1

28.4

7.7

5.9

0 20 40 60 80 100

保健師・看護師・准看護師

社会福祉士

介護福祉士

介護支援専門員

介護職員初任者研修課程修了者（旧・介護職員

基礎研修課程修了者、訪問介護員１級、２級を含

む）

その他（特になしを含む）

無回答

全 体（平成26年）（n=4003）

住宅型有料老人ホーム（平成26年）（n=2147）

サービス付き高齢者向け住宅(非特)（平成26年）（n=1855）

％
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② 最も中心的な役割を果たす職員の業務経験年数 [問 12(２)] 

住宅型有料老人ホームでは、「５年未満」までの施設が約４分の１であるのに対し、サービス付き高齢

者向け住宅（非特定施設）で 3割を超えている。 

平成 26 年度調査と比較して、特徴的な変化は見られない。 

 

表 II-67 最も中心的な役割を果たす職員の業務経験年数 

（非特定施設のみ） 

 

  

5.8

2.1

5.1

1.6

6.6

2.8

12.1

10.9

10.7

8.8

13.6

13.8

13.6

14.4

13.5

14.2

13.8

14.7

17.0

17.6

17.8

19.3

16.2

15.3

42.4

45.6

42.2

48.4

42.6

41.7

9.1

9.4

10.8

7.9

7.2

11.7

0 20 40 60 80 100

全 体

（平成26年）（n=4003）

（平成27年）（n=4127）

住宅型有料老人ホーム

（平成26年）（n=2147）

（平成27年）（n=2430）

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

（平成26年）（n=1855）

（平成27年）（n=1697）

１年未満 １～３年未満 ３～５年未満 ５～８年未満 ８年以上 無回答

％



 

60 

③ 最も中心的な役割を果たす職員１名のサービス担当者会議への参加状況 [問 12(３)] 

住宅型有料老人ホームでは「ほぼ参加している」が65.7％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施

設）では 52.5％であった。 

平成 26 年度調査と比較すると、サービス付き高齢者向け住宅で「ほぼ参加している」が９ポイント低

下している。 

 

表 II-68 最も中心的な役割を果たす職員のサービス担当者会議への参加状況 

（非特定施設のみ） 

 

  

64.3

60.3

66.3

65.7

61.9

52.5

22.8

26.0

20.4

23.4

25.6

29.8

4.4

4.7

3.5

3.5

5.6

6.4

8.5

8.9

9.8

7.3

7.0

11.3

0 20 40 60 80 100

全 体

（平成26年）（n=4003）

（平成27年）（n=4127）

住宅型有料老人ホーム

（平成26年）（n=2147）

（平成27年）（n=2430）

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

（平成26年）（n=1855）

（平成27年）（n=1697）

ほぼ参加している 参加する時と参加しない時がある ほとんどの場合参加していない 無回答

％
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④ 最も中心的な役割を果たす職員と介護支援専門員との情報共有頻度 [問 12(４)] 

住宅型有料老人ホームでは、最も中心的な役割を果たす職員と介護支援専門員との情報共有頻度

が「月２～３回程度」が最も多く 27.1％、次いで「ほぼ毎日」が 26.2％、「週２～３回程度」14.9％となって

いる。サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では、「ほぼ毎日」が 30.7％と最も多く、次いで「月２

～３回程度」で 19.9％、「週２～３回程度」で 15.2％となっている。 

平成 26 年度調査と比較すると、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）において「ほぼ毎日」と

する割合が７ポイント減少している。 

 

表 II-69 最も中心的な役割を果たす職員と介護支援専門員との 

居住者の状況把握、生活相談に関する情報共有頻度 

（非特定施設のみ） 

 

  

32.7 

28.0 

28.0 

26.2 

38.1 

30.7 

15.2 

15.0 

15.0 

14.9 

15.4 

15.2 

11.5 

11.3 

11.8 

12.4 

11.2 

9.8 

21.6 

24.1 

23.9 

27.1 

18.8 

19.9 

8.5 

10.2 

9.7 

10.3 

7.2 

10.1 

1.1 

1.2 

1.1 

0.8 

1.2 

1.8 

9.4 

10.1 

10.5 

8.4 

8.1 

12.5 

0 20 40 60 80 100

全 体

（平成26年）（n=4003）

（平成27年）（n=4127）

住宅型有料老人ホーム

（平成26年）（n=2147）

（平成27年）（n=2430）

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

（平成26年）（n=1855）

（平成27年）（n=1697）

ほぼ毎日 週２～３回程度 週１回程度 月２～３回程度 １～２ヶ月に１回程度 ３ヶ月に１回以下程度 無回答

％
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２） 介護保険サービス施設の併設等の状況 

（１） 併設・隣接状況 [問５①] 

介護付有料老人ホームでは、「通所介護、通所リハ」の併設が 12.8％と最も多く、次いで「居宅介護

支援」が 8.5％、「短期入所生活介護、短期入所療養介護」が 6.5％となっている。 

隣接については、「通所介護、通所リハ」が 6.4％と最も多く、次いで「居宅介護支援」が 5.8％、「訪問

介護」「調剤薬局」が 3.9％、「病院」が 3.6％となっている。 

平成 26 年度調査と比較して、特徴的な変化は見られない。 

 

表 II-70 サービス事業所の併設・隣接状況（介護付有料老人ホーム） 

平成 26 年度 N=2,063 

平成 27 年度 N=1,826 

  

9.8

8.5

6.4

4.5

1.9

1.3

14.0

12.8

6.4

6.5

2.2

1.6

0.4

0.3

0.7

0.7

0.8

0.9

4.5

4.2

0.6

1.1

0.8

1.1

6.4

5.8

4.5

3.9

2.5

2.0

7.2

6.4

3.4

3.3

1.6

1.2
0.4

0.2

3.4

3.6

1.2

1.0

3.5

2.3

1.5

1.8

4.4

3.9

72.7

73.5

76.4

78.0

81.3

81.5

70.2

70.1

77.0

76.7

82.6

82.9

84.6

84.3

81.7

81.0

83.7

83.1

78.1

79.1

83.5

82.1

80.7

80.4

11.1

12.2

12.6

13.5

14.3

15.2

8.6

10.8

13.1

13.5

13.5

14.3

14.5

15.2

14.2

14.8

14.3

15.0

14.0

14.4

14.4

15.0

14.2

14.6

0 20 40 60 80 100

居宅介護支援（平成26年）

（平成27年）

訪問介護（平成26年）

（平成27年）

訪問看護（平成26年）

（平成27年）

通所介護、通所リハ（平成26年）

（平成27年）

短期入所生活介護、短期入所療養介護（平成26年）

（平成27年）

小規模多機能型居宅介護、複合型サービス（平成26年）

（平成27年）

定期巡回・随時対応型訪問介護看護（平成26年）

（平成27年）

病院（平成26年）

（平成27年）

診療所（有床）（平成26年）

（平成27年）

診療所（無床）（平成26年）

（平成27年）

歯科診療（平成26年）

（平成27年）

調剤薬局（平成26年）

（平成27年）

介護付き有料老人ホーム

併設 隣接 なし 無回答

％

平成26年 N=2,063

平成27年 N=1,826
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住宅型有料老人ホームでは、「通所介護、通所リハ」の併設が 37.3％と最も多く、次いで「訪問介護」

が 32.3％、「居宅介護支援」が 21.9％となっている。 

隣接については、「訪問介護」が 15.9％と最も多く、次いで「通所介護、通所リハ」が 14.8％、「居宅介

護支援」が 12.6％となる。 

平成 26 年度調査と比較して、特徴的な変化は見られない。 

 

 

 

表 II-71 サービス事業所の併設・隣接状況（住宅型有料老人ホーム） 

平成 26 年度 N=2,147 

平成 27 年度 N=2,430  

22.6

21.9

33.3

32.3

5.5

5.4

38.4

37.3

3.1

3.1

4.4

4.4

1.2

0.9

0.9

0.6

0.7

0.3

2.7

2.6

0.4

0.5

1.2

0.7

14.5

12.6

18.4

15.9

5.4

4.7

16.0

14.8

3.2

2.8

2.7

2.2

0.5

0.5

3.5

3.1

1.6

1.1

3.5

2.5

1.8

1.4

4.6

3.9

44.0

46.4

34.7

37.7

61.2

62.1

33.1

34.6

65.7

65.2

66.3

65.9

69.4

69.1

67.1

67.4

69.0

69.0

65.5

66.3

69.2

68.8

66.0

66.5

18.9

19.1

13.7

14.1

27.9

27.7

12.4

13.3

28.0

28.9

26.6

27.5

28.9

29.5

28.5

28.9

28.6

29.5

28.3

28.6

28.6

29.2

28.2

29.0

0 20 40 60 80 100

居宅介護支援（平成26年）

（平成27年）

訪問介護（平成26年）

（平成27年）

訪問看護（平成26年）

（平成27年）

通所介護、通所リハ（平成26年）

（平成27年）

短期入所生活介護、短期入所療養介護（平成26年）

（平成27年）

小規模多機能型居宅介護、複合型サービス（平成26年）

（平成27年）

定期巡回・随時対応型訪問介護看護（平成26年）

（平成27年）

病院（平成26年）

（平成27年）

診療所（有床）（平成26年）

（平成27年）

診療所（無床）（平成26年）

（平成27年）

歯科診療（平成26年）

（平成27年）

調剤薬局（平成26年）

（平成27年）

住宅型有料老人ホーム

併設 隣接 なし 無回答

％％

平成26年 N=2,147

平成27年 N=2,430
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サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では、「通所介護、通所リハ」の併設が 29.5％と最も多く、

次いで「訪問介護」が 18.7％、「居宅介護支援」が 19.4％となっている。 

隣接については、「通所介護、通所リハ」が 10.8％と最も多く、次いで「調剤薬局」が 9.4％、「居宅介

護支援」が 8.6％となっている。 

平成 26 年度調査と比較して、特徴的な変化は見られない。 

 

表 II-72 サービス事業所の併設・隣接状況（サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）） 

平成 26 年度 N=200 

平成 27 年度 N=139 

  

17.5

19.4

20.5

18.7

8.5

7.9

32.0

29.5

5.5

4.3

7.0

7.2

3.0

3.6

2.5

2.2

1.5

0.0

6.0

5.8

1.0

0.7

2.5

2.9

9.0

8.6

7.0

3.6

6.0

5.8

8.5

10.8

6.5

6.5

1.5

2.2

1.0

0.0

6.5

5.8

1.0

1.4

2.5

5.0

3.5

2.9

8.0

9.4

55.0

56.8

55.5

60.4

62.0

65.5

43.5

45.3

64.5

67.6

69.0

69.1

70.0

73.4

69.0

68.3

72.5

73.4

67.5

66.9

70.0

72.7

67.0

64.7

18.5

15.1

17.0

17.3

23.5

20.9

16.0

14.4

23.5

21.6

22.5

21.6

26.0

23.0

22.0

23.7

25.0

25.2

24.0

22.3

25.5

23.7

22.5

23.0

0 20 40 60 80 100

居宅介護支援（平成26年）

（平成27年）

訪問介護（平成26年）

（平成27年）

訪問看護（平成26年）

（平成27年）

通所介護、通所リハ（平成26年）

（平成27年）

短期入所生活介護、短期入所療養介護（平成26年）

（平成27年）

小規模多機能型居宅介護、複合型サービス（平成26年）

（平成27年）

定期巡回・随時対応型訪問介護看護（平成26年）

（平成27年）

病院（平成26年）

（平成27年）

診療所（有床）（平成26年）

（平成27年）

診療所（無床）（平成26年）

（平成27年）

歯科診療（平成26年）

（平成27年）

調剤薬局（平成26年）

（平成27年）

サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）

併設 隣接 なし 無回答

％

平成26年 N=200

平成27年 N=139
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サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では、「通所介護、通所リハ」の併設が 43.4％と最も多く、

次いで「訪問介護」が 38.5％、「居宅介護支援」が 29.1％となっている。 

隣接については、「通所介護、通所リハ」が最も多く 13.1％、「訪問介護」が 12.5％、「居宅介護支援」

が 12.2％となっている。 

平成 26 年度調査と比較して、特徴的な変化は見られない。 

 

表 II-73 サービス事業所の併設・隣接状況（サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）） 

平成 26 年度 N=1,855 

平成 27 年度 N=1,697 

  

33.2

29.1

41.8

38.5

8.1

8.4

42.5

43.4

4.7

4.7

9.2

9.5

3.4

4.3

0.5

0.9

0.8

0.8

4.6

4.4

1.0

1.2

1.4

1.4

12.1

12.2

12.8

12.5

6.6

6.8

13.1

13.1

4.6

4.8

3.7

3.8

1.1

1.0
5.7

5.7

2.0

1.8

4.3

4.7

2.6

1.9

6.4

6.2

41.2

42.1

34.6

35.1

64.9

62.5

33.0

31.1

68.5

67.4

68.6

67.2

73.5

72.1

71.8

70.4

75.1

73.9

69.6

68.7

74.1

73.8

70.1

69.3

13.5

16.6

10.7

13.8

20.4

22.3

11.4

12.4

22.3

23.1

18.5

19.5

22.0

22.6

22.1

22.9

22.0

23.5

21.5

22.3

22.3

23.0

22.0

23.0

0 20 40 60 80 100

居宅介護支援（平成26年）

（平成27年）

訪問介護（平成26年）

（平成27年）

訪問看護（平成26年）

（平成27年）

通所介護、通所リハ（平成26年）

（平成27年）

短期入所生活介護、短期入所療養介護（平成26年）

（平成27年）

小規模多機能型居宅介護、複合型サービス（平成26年）

（平成27年）

定期巡回・随時対応型訪問介護看護（平成26年）

（平成27年）

病院（平成26年）

（平成27年）

診療所（有床）（平成26年）

（平成27年）

診療所（無床）（平成26年）

（平成27年）

歯科診療（平成26年）

（平成27年）

調剤薬局（平成26年）

（平成27年）

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）

併設 隣接 なし 無回答

％％

平成26年 N=1,855

平成27年 N=1,697
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（２） 併設・隣接事業所の運営主体との関係 [問５②] 

介護付有料老人ホームでは、「通所介護、通所リハ」、「訪問介護」、「居宅介護支援」、「短期入所生

活介護、短期入所療養介護」、「訪問看護」で「同一グループ」の割合が約 8 割となっている。これらに

次いで、「診療所（有床）」が「同一グループ」である割合も約 6割となっている。 

平成 26 年度調査と比較すると、「訪問看護」において「同一グループ」の割合が７ポイント低下した。 

 

表 II-74 併設・隣接する介護サービス事業所の運営主体との関係 

（問５①併設・隣接状況で「併設」「隣接」と回答した事業所 かつ 介護付有料老人ホームのみ） 

  

81.5

81.2

82.3

83.2

76.9

69.5

83.9

84.2

84.3

77.7

78.8

78.4

64.7

70.0

45.9

42.9

61.0

62.9

31.1

30.3

14.0

15.1

15.1

14.3

9.0

9.2

4.4

5.2

12.1

20.3

8.0

9.5

8.3

8.4

10.0

9.8

11.8

0.0
44.7

50.6

26.8

31.4

63.4

60.5

79.1

67.9

74.5

72.5

9.6

9.6

13.3

11.6

11.0

10.2

8.0

6.3

7.4

14.0

11.3

11.8

23.5

30.0

9.4

6.5

12.2

5.7

5.5

9.2

7.0

17.0

10.4

13.2

0 20 40 60 80 100

居宅介護支援（平成26年） (N=335)

（平成27年） (N=260)

訪問介護（平成26年） (N=226)

（平成27年） (N=155)

訪問看護（平成26年） (N=91)

（平成27年） (N=59)

通所介護、通所リハ（平成26年） (N=436)

（平成27年） (N=349)

短期入所生活介護、短期入所療養介護（平成26年） (N=204)

（平成27年） (N=179)

小規模多機能型居宅介護、複合型サービス（平成26年） (N=80)

（平成27年） (N=51)

定期巡回・随時対応型訪問介護看護（平成26年） (N=17)

（平成27年） (N=10)

病院（平成26年） (N=85)

（平成27年） (N=77)

診療所（有床）（平成26年） (N=41)

（平成27年） (N=35)

診療所（無床）（平成26年） (N=164)

（平成27年） (N=119)

歯科診療（平成26年） (N=43)

（平成27年） (N=53)

調剤薬局（平成26年） (N=106)

（平成27年） (N=91)

介護付有料老人ホーム

同一グループ 別法人 無回答

％
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住宅型有料老人ホームでは、「小規模多機能型居宅介護、複合型サービス」、「居宅介護支援」、「訪

問介護」、「通所介護、通所リハ」、「短期入所生活介護、短期入所療養介護」、「診療所（有床）」、「訪

問看護」で｢同一グループ｣の割合が約 8割となっている。 

平成 26 年度調査と比較すると、「病院」や「診療所（有床）」で「同一グループ」の割合が上昇した。 

 

 

表 II-75 併設・隣接する介護サービス事業所の運営主体との関係 

（問５①併設・隣接状況で「併設」「隣接」と回答した事業所 かつ 住宅型有料老人ホームのみ） 

  

86.4

87.7

85.7

86.6

81.7

79.8

85.9

87.1

85.9

86.6

89.5

88.2

74.3

81.8

60.0

67.8

49.0

80.0

54.9

49.2

18.8

34.0

19.4

17.1

5.5

3.5

4.2

3.5

11.9

13.0

4.0

2.8

4.4

4.9

5.9

4.3

14.3

3.0

29.5

28.9

37.3

11.4

39.1

44.4

72.9

53.2

70.2

79.3

8.0

8.8

10.0

9.9

6.4

7.3

10.1

10.0

9.6

8.5

4.6

7.5

11.4

15.2

10.5

3.3

13.7

8.6

6.0

6.5

8.3

12.8

10.5

3.6

0 20 40 60 80 100

居宅介護支援（平成26年） (N=797)

（平成27年） (N=838)

訪問介護（平成26年） (N=1108)

（平成27年） (N=1172)

訪問看護（平成26年） (N=235)

（平成27年） (N=247)

通所介護、通所リハ（平成26年） (N=1169)

（平成27年） (N=1265)

短期入所生活介護、短期入所療養介護（平成26年） (N=135)

（平成27年） (N=142)

小規模多機能型居宅介護、複合型サービス（平成26年） (N=153)

（平成27年） (N=161)

定期巡回・随時対応型訪問介護看護（平成26年） (N=35)

（平成27年） (N=33)

病院（平成26年） (N=95)

（平成27年） (N=90)

診療所（有床）（平成26年） (N=51)

（平成27年） (N=35)

診療所（無床）（平成26年） (N=133)

（平成27年） (N=124)

歯科診療（平成26年） (N=48)

（平成27年） (N=47)

調剤薬局（平成26年） (N=124)

（平成27年） (N=111)

住宅型有料老人ホーム

同一グループ 別法人 無回答

％
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サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では、「小規模多機能型居宅介護、複合型サービス」、「訪

問看護」、「居宅介護支援」、「通所介護、通所リハ」、「訪問介護」で｢同一グループ｣の割合が約８割と

なっている。 

平成 26 年度調査と比較して、特徴的な変化は見られない。 

 

表 II-76 併設・隣接する介護サービス事業所の運営主体との関係 

（問５①併設・隣接状況で「併設」「隣接」と回答した事業所 

かつサービス付き高齢者向け住宅（特定施設）のみ） 

 

  

84.9

87.2

85.5

83.9

82.8

94.7

87.7

87.5

87.5

86.7

88.2

76.9

75.0

100.0

83.3

45.5

80.0

100.0

70.6

60.0

66.7

60.0

38.1

23.5

1.9

2.6
3.6

6.5

3.4
5.3

3.7

3.6

8.3

0.0

23.1

12.5

0.0
11.1

36.4

0.0

29.4

40.0

22.2

40.0

52.4

70.6

13.2

10.3

10.9

9.7

13.8

0.0

8.6

8.9

4.2

13.3

11.8

12.5

0.0
5.6

18.2

20.0

0.0

0.0

0.0

11.1

0.0
9.5

5.9

0 20 40 60 80 100

居宅介護支援（平成26年） (N=53)

（平成27年） (N=39)

訪問介護（平成26年） (N=55)

（平成27年） (N=31)

訪問看護（平成26年） (N=29)

（平成27年） (N=19)

通所介護、通所リハ（平成26年） (N=81)

（平成27年） (N=56)

短期入所生活介護、短期入所療養介護（平成26年） (N=24)

（平成27年） (N=15)

小規模多機能型居宅介護、複合型サービス（平成26年） (N=17)

（平成27年） (N=13)

定期巡回・随時対応型訪問介護看護（平成26年） (N=8)

（平成27年） (N=5)

病院（平成26年） (N=18)

（平成27年） (N=11)

診療所（有床）（平成26年） (N=5)

（平成27年） (N=2)

診療所（無床）（平成26年） (N=17)

（平成27年） (N=15)

歯科診療（平成26年） (N=9)

（平成27年） (N=5)

調剤薬局（平成26年） (N=21)

（平成27年） (N=17)

サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）

同一グループ 別法人 無回答

％
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サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では、「小規模多機能型居宅介護、複合型サービス」、

「短期入居生活介護、短期入所療養介護」、「通所介護、通所リハ」、「訪問介護」、「居宅介護支援」、

でサービスを｢同一グループ｣の事業所が提供している割合が約８割となっている。 

平成 26 年度調査と比較すると、「病院」や「診療所(有床)」で「同一グループ」の割合が低下した。 

 

表 II-77 併設・隣接する介護サービス事業所の運営主体との関係 

（問５①併設・隣接状況で「併設」「隣接」と回答した事業所 

かつサービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）のみ） 

 

 

  

86.3

83.0

85.8

84.9

80.3

76.4

87.5

85.2

88.4

86.3

89.2

88.9

75.9

81.1

74.6

69.0

69.8

61.4

50.9

51.9

34.3

35.8

15.2

15.4

6.4

8.8

5.1

6.6

14.6

18.6

4.7

6.5

5.2

9.3

6.3

3.5

9.6

15.6

19.3

25.7

20.8

27.3

45.5

38.3

55.2

56.6

80.7

78.5

7.3

8.1

9.1

8.5

5.1

5.0

7.9

8.4

6.4

4.3

4.6

7.5

14.5

3.3

6.1

5.3

9.4

11.4

3.6

9.7

10.4

7.5

4.1

6.2

0 20 40 60 80 100

居宅介護支援（平成26年） (N=841)

（平成27年） (N=701)

訪問介護（平成26年） (N=1014)

（平成27年） (N=866)

訪問看護（平成26年） (N=274)

（平成27年） (N=258)

通所介護、通所リハ（平成26年） (N=1031)

（平成27年） (N=958)

短期入所生活介護、短期入所療養介護（平成26年） (N=172)

（平成27年） (N=161)

小規模多機能型居宅介護、複合型サービス（平成26年） (N=240)

（平成27年） (N=226)

定期巡回・随時対応型訪問介護看護（平成26年） (N=83)

（平成27年） (N=90)

病院（平成26年） (N=114)

（平成27年） (N=113)

診療所（有床）（平成26年） (N=53)

（平成27年） (N=44)

診療所（無床）（平成26年） (N=165)

（平成27年） (N=154)

歯科診療（平成26年） (N=67)

（平成27年） (N=53)

調剤薬局（平成26年） (N=145)

（平成27年） (N=130)

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）

同一グループ 別法人 無回答

％
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（３） 併設・隣接施設での入居者以外へのサービス提供 [問５③] 

介護付有料老人ホームでは、「診療所(有床)」、「病院」、「診療所(無床)」、「訪問看護」で約 8 割が入

居者以外にサービスを提供していた。 

平成 26 年度調査と比較すると、「歯科診療」、「訪問看護」、「診療所（有床）」、「訪問介護」、「病院」

の順で入居者以外へのサービス提供の割合が高まっている。 

 

表 II-78 入居者以外へのサービス提供 

（問５①併設・隣接状況で「併設」「隣接」と回答した事業所 かつ 介護付有料老人ホームのみ） 

  

67.8

69.2

52.7

60.6

67.0

78.0

69.5

71.6

61.8

57.5

56.3

54.9

52.9

70.0

74.1

81.8

65.9

82.9

73.8

72.3

62.8

73.6

74.5

71.4

15.2

16.5

23.0

23.2

14.3

10.2

14.7

16.0

17.2

24.6

26.3

33.3

5.9

10.0

5.9

5.2

12.2

8.6

13.4

11.8

18.6

9.4

9.4

6.6

17.0

14.2

24.3

16.1

18.7

11.9

15.8

12.3

21.1

17.9

17.5

11.8

41.2

20.0

20.0

13.0

22.0

8.6

12.8

16.0

18.6

17.0

16.0

22.0

0 20 40 60 80 100

居宅介護支援（平成26年） (N=335)

（平成27年） (N=260)

訪問介護（平成26年） (N=226)

（平成27年） (N=155)

訪問看護（平成26年） (N=91)

（平成27年） (N=59)

通所介護、通所リハ（平成26年） (N=436)

（平成27年） (N=349)

短期入所生活介護、短期入所療養介護（平成26年） (N=204)

（平成27年） (N=179)

小規模多機能型居宅介護、複合型サービス（平成26年） (N=80)

（平成27年） (N=51)

定期巡回・随時対応型訪問介護看護（平成26年） (N=17)

（平成27年） (N=10)

病院（平成26年） (N=85)

（平成27年） (N=77)

診療所（有床）（平成26年） (N=41)

（平成27年） (N=35)

診療所（無床）（平成26年） (N=164)

（平成27年） (N=119)

歯科診療（平成26年） (N=43)

（平成27年） (N=53)

調剤薬局（平成26年） (N=106)

（平成27年） (N=91)

有料老人ホーム（特定施設）

実施 非実施 無回答

％
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住宅型有料老人ホームでは、「病院」、「調剤薬局」、「診療所(有床)」、「診療所(無床)」、「調剤薬局」、

「通所介護・通所リハ」、「居宅介護支援」で約８割が入居者以外にサービスを提供していた。 

平成 26 年度調査と比較すると、「病院」、「調剤薬局」、「診療所（有床）」で入居者以外へのサービス

提供の割合が高まっている。一方、「診療所（無床）」、「訪問介護」、「訪問看護」、「通所介護・通所リハ」

では減少している。 

 

表 II-79 入居者以外へのサービス提供 

（問５①併設・隣接状況で「併設」「隣接」と回答した事業所 かつ 住宅型有料老人ホームのみ） 

  

78.5

78.0

53.7

49.8

65.1

63.2

79.0

78.3

72.6

76.8

79.7

76.4

57.1

57.6

77.9

83.3

76.5

80.0

85.0

75.0

66.7

63.8

76.6

81.1

11.2

11.0

33.8

36.9

23.4

23.5

8.6

9.4

11.1

8.5

7.8

10.6

28.6

18.2

6.3

7.8

5.9

5.7

3.0

9.7

12.5

12.8

4.8

8.1

10.3

11.0

12.5

13.2

11.5

13.4

12.5

12.3

16.3

14.8

12.4

13.0

14.3

24.2

15.8

8.9

17.6

14.3

12.0

15.3

20.8

23.4

18.5

10.8

0 20 40 60 80 100

居宅介護支援（平成26年） (N=797)

（平成27年） (N=838)

訪問介護（平成26年） (N=1108)

（平成27年） (N=1172)

訪問看護（平成26年） (N=235)

（平成27年） (N=247)

通所介護、通所リハ（平成26年） (N=1169)

（平成27年） (N=1265)

短期入所生活介護、短期入所療養介護（平成26年） (N=135)

（平成27年） (N=142)

小規模多機能型居宅介護、複合型サービス（平成26年） (N=153)

（平成27年） (N=161)

定期巡回・随時対応型訪問介護看護（平成26年） (N=35)

（平成27年） (N=33)

病院（平成26年） (N=95)

（平成27年） (N=90)

診療所（有床）（平成26年） (N=51)

（平成27年） (N=35)

診療所（無床）（平成26年） (N=133)

（平成27年） (N=124)

歯科診療（平成26年） (N=48)

（平成27年） (N=47)

調剤薬局（平成26年） (N=124)

（平成27年） (N=111)

有料老人ホーム（非特定施設）

実施 非実施 無回答

％
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サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では、対象サンプル数が少ないため参考データとして掲載 

 

 

 

 

 

表 II-80 入居者以外へのサービス提供 

（問５①併設・隣接状況で「併設」「隣接」と回答した事業所  

かつサービス付き高齢者向け住宅（特定施設）のみ） 

  

67.9

76.9

45.5

67.7

72.4

84.2

76.5

80.4

75.0

73.3

64.7

69.2

62.5

40.0

72.2

81.8

80.0

100.0

82.4

86.7

77.8

80.0

76.2

70.6

17.0

7.7

36.4

16.1

13.8

5.3

8.6

7.1

16.7

20.0

17.6

15.4

25.0

20.0

0.0

0.0

5.9

0.0

0.0

11.8

15.1

15.4

18.2

16.1

13.8

10.5

14.8

12.5

8.3

6.7

17.6

15.4

12.5

40.0

27.8

18.2

20.0

0.0

11.8

13.3

22.2

20.0

23.8

17.6

0 20 40 60 80 100

居宅介護支援（平成26年） (N=53)

（平成27年） (N=39)

訪問介護（平成26年） (N=55)

（平成27年） (N=31)

訪問看護（平成26年） (N=29)

（平成27年） (N=19)

通所介護、通所リハ（平成26年） (N=81)

（平成27年） (N=56)

短期入所生活介護、短期入所療養介護（平成26年） (N=24)

（平成27年） (N=15)

小規模多機能型居宅介護、複合型サービス（平成26年） (N=17)

（平成27年） (N=13)

定期巡回・随時対応型訪問介護看護（平成26年） (N=8)

（平成27年） (N=5)

病院（平成26年） (N=18)

（平成27年） (N=11)

診療所（有床）（平成26年） (N=5)

（平成27年） (N=2)

診療所（無床）（平成26年） (N=17)

（平成27年） (N=15)

歯科診療（平成26年） (N=9)

（平成27年） (N=5)

調剤薬局（平成26年） (N=21)

（平成27年） (N=17)

サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）

実施 非実施 無回答

％
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サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では、「病院」、「調剤薬局」、「診療所(無床)」、「通所介

護・通所リハ」、「居宅介護支援」で約８割が入居者以外にサービスを提供していた。 

平成 26 年度調査と比較すると、「病院」、「居宅介護支援」、「調剤薬局」で入居者以外へのサービス

提供の割合が高まっている。一方、「診療所（無床）」、「訪問看護」、「通所介護・通所リハ」では低下し

ている。 

 

表 II-81 入居者以外へのサービス提供 

（問５①併設・隣接状況で「併設」「隣接」と回答した事業所 

かつサービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）のみ） 

 

  

81.3

82.6

61.3

61.8

81.8

79.5

85.3

82.6

85.5

85.7

85.8

84.1

54.2

60.0

81.6

84.1

83.0

75.0

82.4

81.2

68.7

73.6

83.4

85.4

9.4

7.0

28.0

26.9

9.1

11.6

5.8

7.0

5.8

8.1

8.3

7.5

30.1

30.0

3.5

4.4

3.8

9.1

9.1

5.2

14.9

9.4

5.5

5.4

9.3

10.4

10.7

11.3

9.1

8.9

8.9

10.4

8.7

6.2

5.8

8.4

15.7

10.0

14.9

11.5

13.2

15.9

8.5

13.6

16.4

17.0

11.0

9.2

0 20 40 60 80 100

居宅介護支援（平成26年） (N=841)

（平成27年） (N=701)

訪問介護（平成26年） (N=1014)

（平成27年） (N=866)

訪問看護（平成26年） (N=274)

（平成27年） (N=258)

通所介護、通所リハ（平成26年） (N=1031)

（平成27年） (N=958)

短期入所生活介護、短期入所療養介護（平成26年） (N=172)

（平成27年） (N=161)

小規模多機能型居宅介護、複合型サービス（平成26年） (N=240)

（平成27年） (N=226)

定期巡回・随時対応型訪問介護看護（平成26年） (N=83)

（平成27年） (N=90)

病院（平成26年） (N=114)

（平成27年） (N=113)

診療所（有床）（平成26年） (N=53)

（平成27年） (N=44)

診療所（無床）（平成26年） (N=165)

（平成27年） (N=154)

歯科診療（平成26年） (N=67)

（平成27年） (N=53)

調剤薬局（平成26年） (N=145)

（平成27年） (N=130)

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）

実施 非実施 無回答

％
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３） 介護保険以外の生活支援サービスの実施状況 

（１） 提供状況 [問９①] 

介護付有料老人ホームでは、施設自らが実施している割合が「食事提供」を除き約 9 割となっている。 

平成 26 年度調査と比較して特徴的な変化は見られない。 

 

表 II-82 介護保険以外の生活サービスの提供状況（介護付有料老人ホーム） 

  

91.0

90.5

91.2

90.4

72.4

70.3

85.4

80.8

87.9

89.3

86.5

87.9

82.5

85.9

90.8

90.6

88.7

89.7

0.2

0.1

0.2

0.1

2.9

2.4

1.0

0.4

0.8

0.3

1.0

0.4

0.9

0.8

0.5

0.3

0.5

0.2

0.1

0.0

0.1

0.2
17.3

19.1

3.2
8.3

0.4

0.3

0.1

0.2

0.7

0.7

0.4

0.5

0.7

1.0

0.0

0.0

0.9

0.7

2.6

1.8

4.6

2.9

3.3

1.9

6.8

4.8

1.4

1.0

3.3

1.5

8.6

9.4

8.4

9.4

6.5

7.6

7.9

8.7

6.3

7.2

9.1

9.6

9.1

7.9

6.8

7.6

6.8

7.6

0 20 40 60 80 100

状況把握（平成26年）（N=2063)

状況把握（平成27年）（N=1826)

生活相談（平成26年）（N=2063)

生活相談（平成27年）（N=1826)

食事提供（平成26年）（N=2063)

食事提供（平成27年）（N=1826)

洗濯・掃除等の家事（平成26年）（N=2063)

洗濯・掃除等の家事（平成27年）（N=1826)

買い物代行（平成26年）（N=2063)

買い物代行（平成27年）（N=1826)

入浴・排泄または食事の介護（平成26年）（N=2063)

入浴・排泄または食事の介護（平成27年）（N=1826)

外出時の介助（平成26年）（N=2063)

外出時の介助（平成27年）（N=1826)

健康管理（平成26年）（N=2063)

健康管理（平成27年）（N=1826)

服薬管理（平成26年）（N=2063)

服薬管理（平成27年）（N=1826)

有料老人ホーム（特定施設）

貴施設が実施 同一グループの事業所に委託 それ以外の事業所に委託 提供していない（入居者が個別に契約） 無回答

％

N=2,063
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住宅型有料老人ホームでは、施設自ら実施している割合は、「状況把握」、「生活相談」、「健康管

理」、「服薬管理」では８～９割、「入浴・排泄または食事の介護」、「外出時の介助」、「選択・掃除等の家

事」、「買い物代行」では５～６割となっている。 

 

 

 

表 II-83 介護保険以外の生活サービスの提供状況（住宅型有料老人ホーム） 

  

86.3

86.6

86.3

86.0

72.0

70.3

61.9

60.7

63.2

61.4

52.4

52.0

54.8

55.6

78.5

79.7

76.5

78.1

3.2

3.1

3.7

3.8

6.5

6.0

15.8

16.0

12.1

14.3

23.0

24.5

11.3

15.6

7.4

6.4

8.8

7.2

0.5

0.5

0.6

0.5

14.3

15.5

3.0

5.0

1.8

1.5

1.9

2.2

1.5

2.6

2.4

2.2

2.3

2.1

0.0

0.0

1.4

1.9

10.2

9.7

14.6

14.5

11.9

12.2

17.1

17.5

4.1

4.3

5.3

5.2

10.0

9.9

9.4

9.6

5.7

6.3

9.1

8.6

8.4

8.3

10.8

9.0

15.4

8.8

7.7

7.4

7.1

7.3

0 20 40 60 80 100

状況把握（平成26年）（N=2147)

状況把握（平成27年）（N=2430)

生活相談（平成26年）（N=2147)

生活相談（平成27年）（N=2430)

食事提供（平成26年）（N=2147)

食事提供（平成27年）（N=2430)

洗濯・掃除等の家事（平成26年）（N=2147)

洗濯・掃除等の家事（平成27年）（N=2430)

買い物代行（平成26年）（N=2147)

買い物代行（平成27年）（N=2430)

入浴・排泄または食事の介護（平成26年）（N=2147)

入浴・排泄または食事の介護（平成27年）（N=2430)

外出時の介助（平成26年）（N=2147)

外出時の介助（平成27年）（N=2430)

健康管理（平成26年）（N=2147)

健康管理（平成27年）（N=2430)

服薬管理（平成26年）（N=2147)

服薬管理（平成27年）（N=2430)

有料老人ホーム（非特定施設）

貴施設が実施 同一グループの事業所に委託 それ以外の事業所に委託 提供していない（入居者が個別に契約） 無回答

％

N=2,147
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サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では、施設自ら実施している割合は、「状況把握」、「生活

相談」、「健康管理」、「服薬管理」では８～９割、「食事提供」、「洗濯・掃除等の家事」では約６割となっ

ている。 

 

表 II-84 介護保険以外の生活サービスの提供状況（サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）） 

  

88.0

90.6

87.5

91.4

66.0

60.4

79.0

69.1

75.5

75.5

79.0

78.4

70.0

72.7

83.5

83.5

84.5

81.3

0.5

0.7

1.0

0.7

3.0

5.8

4.0

5.0

3.0

4.3

5.0

4.3

1.5

2.9

2.0

1.4

2.0

1.4

0.0

0.0

22.0

26.6

1.0

5.8

1.5

0.7

1.4

2.2

2.2

2.2

0.0

0.0

1.0

2.2

4.5

9.4

8.5

12.9

4.0

8.6

10.5

13.7

3.5

7.2

3.0

7.2

11.5

8.6

11.5

7.9

8.0

5.0

11.5

10.8

11.5

6.5

12.0

7.2

18.0

8.6

11.0

5.8

10.5

7.9

0 20 40 60 80 100

状況把握（平成26年）（N=200)

状況把握（平成27年）（N=139)

生活相談（平成26年）（N=200)

生活相談（平成27年）（N=139)

食事提供（平成26年）（N=200)

食事提供（平成27年）（N=139)

洗濯・掃除等の家事（平成26年）（N=200)

洗濯・掃除等の家事（平成27年）（N=139)

買い物代行（平成26年）（N=200)

買い物代行（平成27年）（N=139)

入浴・排泄または食事の介護（平成26年）

（N=200)

入浴・排泄または食事の介護（平成27年）

（N=139)

外出時の介助（平成26年）（N=200)

外出時の介助（平成27年）（N=139)

健康管理（平成26年）（N=200)

健康管理（平成27年）（N=139)

服薬管理（平成26年）（N=200)

服薬管理（平成27年）（N=139)

サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）

貴施設が実施 同一グループの事業所に委託 それ以外の事業所に委託 提供していない（入居者が個別に契約） 無回答

％

N=200
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サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では、施設自ら実施している割合は、「状況把握」、「生

活相談」、「健康管理」、「服薬管理」では８～９割、「入浴・排泄または食事の介護」、「外出時の介助」、

「選択・掃除等の家事」、「買い物代行」、「食事提供」では４～６割となっている。 

 

表 II-85 介護保険以外の生活サービスの提供状況（サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）） 

  

91.3

87.6

91.5

87.4

57.3

57.3

48.7

48.6

50.8

49.9

43.3

43.3

48.6

47.3

66.8

66.9

63.1

65.4

3.2

2.9

3.3

3.5

12.6

7.8

21.5

18.8

18.2

17.0

25.0

22.2

13.8

15.5

9.3

8.4

10.4

9.5

2.0

2.7

2.0

2.9
23.8

27.0

2.7

4.5

2.3

2.8

2.2

2.9

2.5

3.7

3.2

3.5

3.2

3.7

0.0

0.0

3.0

2.5

20.3

20.2

21.8

22.6

22.6

23.2

24.3

25.0

15.6

14.1

18.2

14.1

3.4

6.8

3.2

6.2

3.4

5.4

6.8

7.9

6.8

7.8

6.8

8.4

10.8

8.6

5.0

7.1

5.1

7.3

0 20 40 60 80 100

状況把握（平成26年）（N=1855)

状況把握（平成27年）（N=1697)

生活相談（平成26年）（N=1855)

生活相談（平成27年）（N=1697)

食事提供（平成26年）（N=1855)

食事提供（平成27年）（N=1697)

洗濯・掃除等の家事（平成26年）（N=1855)

洗濯・掃除等の家事（平成27年）（N=1697)

買い物代行（平成26年）（N=1855)

買い物代行（平成27年）（N=1697)

入浴・排泄または食事の介護（平成26年）（N=1855)

入浴・排泄または食事の介護（平成27年）（N=1697)

外出時の介助（平成26年）（N=1855)

外出時の介助（平成27年）（N=1697)

健康管理（平成26年）（N=1855)

健康管理（平成27年）（N=1697)

服薬管理（平成26年）（N=1855)

服薬管理（平成27年）（N=1697)

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）

貴施設が実施 同一グループの事業所に委託

％

N=1,855
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（２） 提供している場合の費用負担 [問９②] 

介護付有料老人ホームでは、「生活相談」、「状況把握」の費用を「基本サービスに含む」割合が約９

割となっている。次いで、「健康管理」、「服薬指導」「入浴・排泄または食事の介護」も基本サービスに８

割以上で含まれている。一方で、外出時の介助は約６割が「別途費用等を徴収」している。 

平成26年度調査と比較すると、「食事提供」を「基本サービス」に含む割合が増加した一方で、「外出

時の介助」、「買い物代行」で減少した。 

 

表 II-86 介護保険以外の生活支援サービスを提供している場合の費用負担 

（問９①提供状況で「１．貴施設が実施」「２．同一グループの事業所に委託」 

「３．それ以外の事業所に委託」に回答している施設 かつ 介護付有料老人ホームのみ） 

  

86.7

91.3

86.8

91.5

47.9

58.9

68.7

66.8

57.2

52.5

80.8

85.5

37.1

28.3

84.0

88.5

84.3

86.3

0.3

0.2

0.3

0.0

39.8

32.3

17.2

21.1

28.7

35.7

5.1

3.9

48.2

59.4

1.9

1.9

2.9

2.7

12.9

8.5

13.0

8.5

12.4

8.8

14.1

12.1

14.0

11.8

14.1

10.6

14.7

12.3

14.1

9.6

12.8

11.0

0 20 40 60 80 100

状況把握（平成26年）（N=1885)

状況把握（平成27年）（N=1654)

生活相談（平成26年）（N=1889)

生活相談（平成27年）（N=1655)

食事提供（平成26年）（N=1909)

食事提供（平成27年）（N=1675)

洗濯・掃除等の家事（平成26年）（N=1847)

洗濯・掃除等の家事（平成27年）（N=1634)

買い物代行（平成26年）（N=1838)

買い物代行（平成27年）（N=1641)

入浴・排泄または食事の介護（平成26年）（N=1807)

入浴・排泄または食事の介護（平成27年）（N=1616)

外出時の介助（平成26年）（N=1735)

外出時の介助（平成27年）（N=1594)

健康管理（平成26年）（N=1893)

健康管理（平成27年）（N=1670)

服薬管理（平成26年）（N=1855)

服薬管理（平成27年）（N=1660)

有料老人ホーム（特定施設）

基本サービスに含む 別途実費等徴収 無回答

％
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住宅型有料老人ホームでは、「状況把握」、「生活相談」を「基本サービスに含む」割合が約８割と

なっている。一方で、「外出時の介助」、「買い物代行」、「洗濯・掃除等の家事」は４～６割が「別途費用

を徴収」している。 

平成 26 年度調査と比較すると、「洗濯・掃除等の家事」、「外出時の介助」、「買い物代行」を「基本

サービスに含む」割合が減少した。 

 

表 II-87 介護保険以外の生活支援サービスを提供している場合の費用負担 

（問９①提供状況で「１．貴施設が実施」「２．同一グループの事業所に委託」 

「３．それ以外の事業所に委託」に回答している施設 かつ 住宅型有料老人ホームのみ） 

  

85.7

83.7

85.8

83.1

52.2

49.9

51.5

46.1

38.8

36.2

48.5

47.9

39.5

25.7

77.7

76.5

72.8

72.0

1.2

1.0

1.0

1.1

33.1

33.7

31.1

35.5

45.0

46.4

33.0

32.4

43.7

56.5

7.2

6.5

11.6

10.6

13.0

15.3

13.3

15.7

14.7

16.4

17.4

18.4

16.2

17.4

18.6

19.7

16.8

17.8

15.1

17.0

15.6

17.3

0 20 40 60 80 100

状況把握（平成26年）（N=1932)

状況把握（平成27年）（N=2190)

生活相談（平成26年）（N=1945)

生活相談（平成27年）（N=2197)

食事提供（平成26年）（N=1993)

食事提供（平成27年）（N=2231)

洗濯・掃除等の家事（平成26年）（N=1733)

洗濯・掃除等の家事（平成27年）（N=1986)

買い物代行（平成26年）（N=1653)

買い物代行（平成27年）（N=1876)

入浴・排泄または食事の介護（平成26年）（N=1659)

入浴・排泄または食事の介護（平成27年）（N=1914)

外出時の介助（平成26年）（N=1450)

外出時の介助（平成27年）（N=1792)

健康管理（平成26年）（N=1895)

健康管理（平成27年）（N=2146)

服薬管理（平成26年）（N=1881)

服薬管理（平成27年）（N=2125)

有料老人ホーム（非特定施設）

基本サービスに含む 別途実費等徴収 無回答

％
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サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では、「生活相談」、「状況把握」、「健康管理」を「基本

サービスに含む」割合が８割を超えている。一方で、「外出時の介助」、「買い物代行」、「食事提供」は

「別途費用を徴収」が５割を超えている。 

平成 26 年度調査と比較すると、「入浴・排泄または食事の介護」と「健康管理」、「服薬管理」を「基本

サービスに含む」割合が増加し、「買い物代行」、「外出時の介助」で減少した。 

 

表 II-88 介護保険以外の生活支援サービスを提供している場合の費用負担 

（問９①提供状況で「１．貴施設が実施」「２．同一グループの事業所に委託」 

「３．それ以外の事業所に委託」に回答している施設 かつ サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）のみ） 

 

  

81.4

88.2

81.4

88.3

36.3

38.8

60.1

57.7

35.6

32.1

63.1

74.4

35.0

27.8

72.5

81.8

70.5

76.3

1.7

0.0

2.3

0.0
45.1

51.9

20.8

28.8

43.8

52.7

17.3

14.5

44.8

57.4

9.4

6.6

11.0

9.3

16.9

11.8

16.4

11.7

18.7

9.3

19.0

13.5

20.6

15.2

19.6

11.1

20.3

14.8

18.1

11.6

18.5

14.4

0 20 40 60 80 100

状況把握（平成26年）（N=177)

状況把握（平成27年）（N=127)

生活相談（平成26年）（N=177)

生活相談（平成27年）（N=128)

食事提供（平成26年）（N=182)

食事提供（平成27年）（N=129)

洗濯・掃除等の家事（平成26年）（N=168)

洗濯・掃除等の家事（平成27年）（N=111)

買い物代行（平成26年）（N=160)

買い物代行（平成27年）（N=112)

入浴・排泄または食事の介護（平成26年）（N=168)

入浴・排泄または食事の介護（平成27年）（N=117)

外出時の介助（平成26年）（N=143)

外出時の介助（平成27年）（N=108)

健康管理（平成26年）（N=171)

健康管理（平成27年）（N=121)

服薬管理（平成26年）（N=173)

服薬管理（平成27年）（N=118)

サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）

基本サービスに含む 別途実費等徴収 無回答

％
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サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では「生活相談」「状況把握」を「基本サービスに含む」

割合が 85％を超えている。「健康管理」は約７割、「服薬指導」は約６割が基本サービスに含めているが、

それ以外のサービスは「別途費用の徴収」の割合が５～７割となっている。 

平成 26 年度調査と比較すると、「健康管理」を「基本サービスに含む」割合が上昇し、「外出時の介

助」で低下した。 

 

表 II-89 介護保険以外の生活支援サービスを提供している場合の費用負担 

（問９①提供状況で「１．貴施設が実施」「２．同一グループの事業所に委託」 

「３．それ以外の事業所に委託」に回答している施設 かつ サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）のみ） 

 

88.0

85.7

88.0

85.7

27.9

29.3

25.1

23.5

22.0

18.9

23.7

27.4

25.8

14.0

66.3

71.4

60.3

59.9

3.1

3.0

2.7

2.9

60.9

56.2

58.7

59.8

61.9

64.2

58.4

54.7

59.0

69.9

19.1

14.3

25.2

26.4

8.9

11.3

9.2

11.4

11.2

14.5

16.1

16.7

16.2

16.9

17.9

17.9

15.2

16.1

14.6

14.3

14.5

13.7

0 20 40 60 80 100

状況把握（平成26年）（N=1792)

状況把握（平成27年）（N=1581)

生活相談（平成26年）（N=1796)

生活相談（平成27年）（N=1591)

食事提供（平成26年）（N=1737)

食事提供（平成27年）（N=1563)

洗濯・掃除等の家事（平成26年）（N=1352)

洗濯・掃除等の家事（平成27年）（N=1220)

買い物代行（平成26年）（N=1324)

買い物代行（平成27年）（N=1182)

入浴・排泄または食事の介護（平成26年）（N=1308)

入浴・排泄または食事の介護（平成27年）（N=1160)

外出時の介助（平成26年）（N=1204)

外出時の介助（平成27年）（N=1127)

健康管理（平成26年）（N=1472)

健康管理（平成27年）（N=1337)

服薬管理（平成26年）（N=1424)

服薬管理（平成27年）（N=1334)

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）

基本サービスに含む 別途実費等徴収 無回答

％
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５ 施設運営の状況 

１） 運営懇談会の状況 

（１） 運営懇談会の開催状況 [問 19(1)] 

介護付有料老人ホームでは、運営懇談会を「開催している」割合が約 9 割、住宅型有料老人ホーム

で約 6 割、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では約５割、サービス付き高齢者向け住宅（非特

定施設）で約 2割となっている。 

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では、「開催する予定はない」が 25.7％を占めている。 

 

表 II-90 運営懇談会の開催状況 

 

 

 

  

60.4

93.3

63.1

52.5

22.0

15.7

1.2

17.8

15.8

28.5

10.0

0.6

6.0

12.9

25.7

2.2

1.3

2.9

4.3

2.1

6.6

1.4

5.7

10.8

13.2

5.0

2.4

4.6

3.6

8.5

0 20 40 60 80 100

全 体

介護付有料老人ホーム

住宅型有料老人ホーム

サービス付き高齢者

向け住宅（特)

サービス付き高齢者

向け住宅(非特)

開催している 開催したことはないが、開催を検討している

開催する予定はない 以前は開催していたが今は開催していない

代替の取り組みを行っているため、運営懇談会は設置していない 無回答

％

N=6,092

N=1,826

N=1,697

N=2,430

N=139
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（２） 運営懇談会の開催頻度（開催している場合） [問 19(1)-①] 

直近一年間での運営懇談会の開催頻度は、住宅型有料老人ホームとサービス付き高齢者向け住宅

（非特定施設）では、「1 回（年１回）」が最も多く、介護付有料老人ホームとサービス付き高齢者向け住

宅（特定施設）では「２回（半年に１回）」が最も多くなっている。 

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では、３回以上開催している割合が約３割となっている。 

 

表 II-91 運営懇談会の直近一年間（平成 26 年度）の開催頻度 

（開催している場合） 

 

 

 

  

3.6

3.2

3.2

4.1

6.4

6.1

5.6

4.4

6.8

14.7

7.6

8.1

6.1

6.8

11.3

37.2

44.6

32.9

41.1

19.6

42.2

33.8

52.3

39.7

39.7

3.4

4.6

1.0

1.4

8.3

0 20 40 60 80 100

全 体

介護付有料老人ホーム

住宅型有料老人ホーム

サービス付き高齢者

向け住宅（特)

サービス付き高齢者

向け住宅(非特)

12回（月１回以上） ６～11回 ３～５回 ２回（半年に１回） １回（年１回） 無回答

％

N=3,682

N=1,703

N=373

N=1,533

N=73



 

84 

（３） 入居者以外の参加状況（開催している場合） [問 19(２)] 

入居者以外の参加者をみると「施設長（住宅管理者含む）」がすべての施設類型で最も多く約９割を

占める。次いで、「施設（住宅）職員」が 8 割前後、「入居者の身元引受人（家族等）」が６～８割となって

おり、その他の職種では 5割を下回っている。 

 

表 II-92 入居者以外の参加状況 

 

 

 

  

93.7

82.2

78.9

43.4

26.6

22.1

6.6

4.7

4.4

3.5

21.9

3.7

92.9

85.0

85.1

51.0

23.7

17.9

4.6

3.6

3.5

2.1

27.6

5.5

96.5

80.1

78.0

35.1

29.9

26.0

7.0

4.1

5.0

4.6

18.8

0.5

91.8

78.1

67.1

46.6

21.9

20.5

6.8

5.5

1.4

1.4

19.2

5.5

86.6

79.1

56.3

42.6

27.3

26.0

13.7

12.1

6.2

5.9

9.7

8.6

0 20 40 60 80 100

施設長（住宅管理者含む）

施設（住宅）職員

入居者の身元引受人（家族等）

入居者のケアマネジャー

入居者を主に担当しているヘルパー

地域の関係者(町会、老人クラブ関係者、

民生委員など)

地域包括支援センター担当者

行政関係者

地域の医療機関の医師

地域の（訪問）看護師・薬剤師

上記以外

無回答

全 体

n=3,682

介護付有料老人ホーム

n=1,703

住宅型有料老人ホーム

n=1,533

サービス付き高齢者向け住宅（特)

n=73

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

n=373

％％
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２） 地域との交流、地域貢献の取り組み（複数回答） [問 20] 

全ての施設類型で概ね、「施設へのボランティアの日常的な受け入れ」、施設開催イベントへの近隣

（町内会等）住民の参加」、「地元自治会への加入（施設全体での加入）」、「近隣（町内会等）イベントへ

の施設入居者の参加」の順で割合が高い。 

 

表 II-93 地域との交流、地域貢献の取り組み（複数回答） 

 

  

  

43.7

39.4

34.1

31.7

19.4

19.1

10.4

7.7

8.1

10.9

12.1

52.7

45.0

37.9

33.0

18.4

23.6

10.0

8.9

9.1

2.8

21.6

39.8

35.2

31.6

29.1

17.5

14.7

11.4

7.4

7.7

16.1

6.0

57.6

49.6

33.8

42.4

23.0

20.1

15.8

7.9

10.1

7.2

5.0

38.4

38.5

33.5

33.4

22.7

20.4

8.9

6.9

7.4

12.4

11.0

0 20 40 60 80 100

施設への地域ボランティアの日常的な受け入れ

施設開催イベントへの

近隣（町内会等）住民の参加

地元自治会への加入（貴施設全体での加入）

近隣（町内会等）イベントへの

施設入居者の参加

施設情報（広報誌等）の地域への配布

施設のスペース（一部）の開放

施設居住者と地域住民が共に防災訓練を実施

災害時の備蓄等について近隣住民の

受け入れを想定した体制を確保

上記以外の取り組みを実施

特に取り組んでいない

無回答

全 体

N=6,092

介護付有料老人ホーム

N=1,826

住宅型有料老人ホーム

N=2,430

サービス付き高齢者向け住宅（特)

N=139

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

N=1,697

％
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３） 介護事故マニュアルの整備状況 [問 21] 

介護付有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅（特定施設）など特定施設では約 95％が「マ

ニュアルを定めている」、住宅型有料老人ホームでは 88.1％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施

設）では 77.5％となっている。 

 

表 II-94 介護事故マニュアルの整備状況 

 

    

 

  

87.8

96.4

88.1

94.2

77.5

6.0

1.0

6.3

3.6

11.1

6.2

2.5

5.5

2.2

11.3

0 20 40 60 80 100

全 体

（N=6,092）

介護付有料老人ホーム

（N=1,826）

住宅型有料老人ホーム

（N=2,430）

サービス付き高齢者向け住宅（特)

（N=139）

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

（N=1,697）

マニュアルを定めている マニュアルを定めていない 無回答

％



 

87 

III  入居者像の変化 
問６は男女別、年齢別、要介護度別といった、複数の項目から入居者の人数を問う設問であり、総数

と内訳合計の不一致が多数生じている。そこで、内訳の数が最も少なく誤回答が少ないと推定される、

（１）②入居者総数と（２）男女別入居者数の内訳合計のうち、大きい方を真の入居者総数とみなした。

問６（３）以降の年齢別入居者数、要介護度別入居者数、認知症の程度別入居者数は、以下の条件に

当てはまる場合は集計対象外とした。 

・入居者総数を内訳人数合計が上回った場合 

・内訳で無回答箇所が１つ以上あり、記入済箇所の合計が入居者総数に一致しなかった場合 

※一致した場合は、無回答箇所を「０人」とみなした 

 

１ 入居者像 

１） 男女別 入居者割合 [問６(２)] 

いずれの施設類型でも女性の入居者が約７割であった。介護付有料老人ホームでは、「女性」が

73.8％と最も高く、次いでサービス付き高齢者向け住宅（特定施設）で 70.7％、住宅型有料老人ホーム

で 68.4％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で 68.0％となっている。 

平成 26 年度調査と比較して特徴的な変化は見られない。 

 

表 III-1 男女別 入居者割合（回答施設の全入居者の分布） 

 

 

  

29.1

29.1

26.2

26.2

31.8

31.6

31.8

29.3

32.6

32.0

70.9

70.9

73.8

73.8

68.2

68.4

68.2

70.7

67.4

68.0

0 20 40 60 80 100

全体

（平成26年度） (n=6369)

（平成27年度） (n=6092)

介護付有料老人ホーム

（平成26年度） (n=2063)

（平成27年度） (n=1826)

住宅型有料老人ホーム

（平成26年度） (n=2147)

（平成27年度） (n=2430)

サービス付き高齢者向け住宅(特)

（平成26年度） (n=200)

（平成27年度） (n=139)

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

（平成26年度） (n=1855)

（平成27年度） (n=1697)

男性 女性

％
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 マッチング集計 

 

 

  

25.6

25.5

31.0

30.6

32.5

31.5

74.4

74.5

69.0

69.4

67.5

68.5

0 20 40 60 80 100

介護付有料老人ホーム

（平成26年）

（平成27年）

住宅型有料老人ホーム

（平成26年）

（平成27年）

ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅

（非特定施設) （平

成26年）

（平成27年）

男性 女性

％

n=65,803

n=25,643

n=22,788

n=26,123

n=65,592

n=25,640
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２） 年齢層別 入居者割合 [問６(３)] 

特定施設では、約6割の入居者が「85歳以上」となっており、介護付有料老人ホームで64.2％、サー

ビス付き高齢者向け住宅（特定施設）で 62.2％であった。一方、非特定施設では、特定施設より若い入

居者が多く、「85歳以上」の割合は住宅型有料老人ホームで52.5％、サービス付き高齢者向け住宅（非

特定施設）で 50.2％であった。 

平成 26 年度調査と比較すると、すべての施設類型で 85 歳以上入居者の割合が高まっている。 

 

表 III-2 年齢層別 入居者割合（回答施設の全入居者の分布） 

 

 

  

2.4

1.9

2.2

0.9

3.0

3.1

1.4

1.2

2.4

2.4

2.7

2.7

1.9

1.6

3.9

4.1

2.4

1.7

3.2

3.3

5.2

5.0

4.1

3.6

6.6

6.8

4.2

3.8

6.3

5.9

10.5

10.0

9.2

8.6

11.9

11.6

9.7

8.4

12.3

11.2

22.1

21.4

21.1

21.0

22.3

21.5

23.7

19.8

24.0

22.2

29.9

30.4

31.1

32.5

28.5

28.3

33.3

31.9

28.3

28.7

18.9

20.4

21.2

23.5

17.5

17.8

18.7

22.7

15.3

17.1

6.7

6.8

8.1

8.2

6.0

6.4

6.5

7.6

4.2

4.4

1.6

1.3

1.3

0.2

0.3

0.3

0.1

2.9

4.0

4.8

0 20 40 60 80 100

全体

（平成26年度） (n=6369)

（平成27年度） (n=6092)

介護付有料老人ホーム

（平成26年度） (n=2063)

（平成27年度） (n=1826)

住宅型有料老人ホーム

（平成26年度） (n=2147)

（平成27年度） (n=2430)

サービス付き高齢者向け住宅(特)

（平成26年度） (n=200)

（平成27年度） (n=139)

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

（平成26年度） (n=1855)

（平成27年度） (n=1697)

65歳未満 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90～94歳 95歳以上 不明

％
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 マッチング集計 

 

 クロス集計 

「政令指定都市・特別区」、「中核市」、「特例市」の住宅型有料老人ホームで 70 歳未満の入居者が

10％以上の施設の割合が高い。 

 

表 III-3 都市区分別 70 歳未満の入居者の割合[問６(３)×都市区分] 

 

注）介護付有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）は傾向が当てはまらない。 

 

住宅型有料老人ホームでは、「１級地」を除き、都市型の級地であるほど 70 歳未満の入居者が 10％

以上の施設の割合が高い。また、「１級地」のサービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で、70 歳未

満の入居者が 10％以上の施設の割合が高い。 

 

表 III-4 都市区分別 70 歳未満の入居者の割合[問６(３)×級地区分] 

 

注）介護付有料老人ホームは傾向が当てはまらない。 

2.5

0.8

2.7

2.7

2.2

2.1

1.8

1.6

3.6

3.6

3.1

3.1

4.0

3.6

6.3

6.3

5.9

5.4

8.9

8.7

11.7

11.1

11.8

10.7

20.6

21.2

22.5

21.3

23.6

21.5

31.0

32.6

29.0

29.1

28.3

28.1

21.5

23.3

17.6

18.8

15.2

17.0

8.1

8.0

6.2

6.8

4.0

4.3

1.7

0.1

0.3

0.2

5.9

7.9

0 20 40 60 80 100

介護付有料老人ホーム

（平成26年）

（平成27年）

住宅型有料老人ホーム

（平成26年）

（平成27年）

ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅

（非特定施設) （平

成26年）

（平成27年）

65歳未満 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90～94歳 95歳以上 不明

％

n=60,863

n=25,294

n=22,543

n=25,772

n=60,705

n=25,364

3.0

5.3

5.2

3.3

3.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

指定都市・特別区（N=772）

中核市（N=208）

特例市（N=153）

その他の市（N=613）

町村（N=80）

介護付有料老人ホーム

33.6

30.2

35.0

24.1

20.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

指定都市・特別区（N=384）

中核市（N=526）

特例市（N=177）

その他の市（N=1094）

町村（N=246）

住宅型有料老人ホーム

20.4

20.8

23.1

20.7

23.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

指定都市・特別区（N=422）

中核市（N=288）

特例市（N=147）

その他の市（N=719）

町村（N=114）

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）

0.5

2.9

3.8

3.2

1.9

2.2

4.6

6.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

１級地（N=222）

２級地（N=209）

３級地（N=183）

４級地（N=154）

５級地（N=206）

６級地（N=232）

７級地（N=195）

その他（N=425）

介護付有料老人ホーム

11.1

45.2

36.3

36.7

34.9

33.0

28.7

23.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

１級地（N=18）

２級地（N=84）

３級地（N=91）

４級地（N=49）

５級地（N=169）

６級地（N=227）

７級地（N=324）

その他（N=1465）

住宅型有料老人ホーム

30.4

21.3

23.8

15.3

22.3

25.4

17.9

20.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

１級地（N=56）

２級地（N=80）

３級地（N=80）

４級地（N=72）

５級地（N=157）

６級地（N=232）

７級地（N=291）

その他（N=722）

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）
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「3～9箇所」運営している法人の住宅型有料老人ホーム、「10～49 箇所」運営している法人のサービ

ス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で 70 歳未満の入居者が 10％以上の施設の割合が高い。 

 

表 III-5 法人が運営する施設数別 70 歳未満の入居者の割合 [問６(３)×問１（３）法人が運営する施設数] 

 

注）介護付有料老人ホームは傾向が当てはまらない。 

 

最多居室面積が 30 ㎡以上の施設で、70 歳未満の入居者が 10％以上の施設の割合が高い。 

 

表 III-6 法人が運営する施設数別 70 歳未満の入居者の割合 [問６(３)×問４（１）①最多居室面積] 

 

  

0.0

6.4

7.8

25.0

70.4

0.0

8.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

13㎡未満（N=56）

13～18㎡未満（N=518）

18～25㎡未満（N=973）

25～30㎡未満（N=60）

30㎡以上（N=108）

エラー（N=0）

無回答（N=111）

介護付有料老人ホーム

4.3

5.0

11.2

39.7

45.9

0.0

8.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

13㎡未満（N=670）

13～18㎡未満（N=822）

18～25㎡未満（N=507）

25～30㎡未満（N=73）

30㎡以上（N=98）

エラー（N=0）

無回答（N=257）

住宅型有料老人ホーム

0.0

0.0

21.1

35.1

75.7

17.2

20.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

13㎡未満（N=0）

13～18㎡未満（N=0）

18～25㎡未満（N=1136）

25～30㎡未満（N=299）

30㎡以上（N=140）

エラー（N=29）

無回答（N=86）

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）
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３） 要介護度別 入居者割合 [問６(４)] 

要介護度３以上の入居者の割合は、住宅型有料老人ホームで最も高く 48.9％で、次いで介護付有

料老人ホームで 41.5％、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）で 35.9％、サービス付き高齢者向

け住宅（非特定施設）で 30.7％となっている。 

４類型のうち、介護付有料老人ホームで「自立（認定無し）」の割合が 10.4％と最も高く、住宅型有料

老人ホーム（5.2％）の 2 倍であることなどが影響している。 

平成 26 年度調査と比較すると、住宅型有料老人ホームにおいて自立・要支援が減少し要介護者が

増えている。 

 

表 III-7 要介護度別 入居者割合（回答施設の全入居者の分布） 

 

 

  

9.8

8.4

11.9

10.4

7.1

5.2

4.6

4.7

9.0

8.8

5.9

5.8

6.1

6.5

3.6

3.4

8.0

7.2

7.5

7.3

5.8

5.8

5.3

5.6

4.2

4.0

8.2

7.3

8.5

8.4

18.2

19.3

17.4

19.4

16.6

17.4

23.1

23.4

21.0

21.1

17.0

18.2

14.9

16.4

19.3

20.3

19.9

17.9

19.1

19.2

14.4

15.2

13.1

14.5

18.1

18.1

15.0

14.6

12.9

13.1

13.9

14.8

14.0

15.2

16.8

17.6

12.7

13.2

10.8

10.8

10.4

10.9

10.6

11.7

13.8

13.2

7.8

8.2

6.3

6.8

4.6

1.5

6.7

0.3

0.5

0.9

0.7

3.6

5.0

4.5

0 20 40 60 80 100

全体（平成26年度） (n=200788)

（平成27年度） (n=194491)

介護付有料老人ホーム

（平成26年度） (n=102566)

（平成27年度） (n=89806)

住宅型有料老人ホーム

（平成26年度） (n=47752)

（平成27年度） (n=55526)

サービス付き高齢者向け住宅(特)

（平成26年度） (n=6161)

（平成27年度） (n=4883)

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

（平成26年度） (n=42383)

（平成27年度） (n=44276)

自立（認定なし） 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 不明・申請中等

％
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 マッチング集計 

 

  

11.5

11.1

6.4

5.7

9.4

9.3

6.3

6.6

3.7

3.6

7.5

7.4

5.3

5.7

4.3

4.3

8.4

8.5

17.0

19.2

17.2

16.9

20.1

20.6

14.5

16.1

19.8

19.8

18.3

18.4

12.7

14.3

17.6

17.8

12.3

12.3

13.6

14.9

16.8

17.3

10.4

10.3

10.4

11.7

13.7

13.5

6.3

6.4

8.8

0.4

0.4

1.1

7.2

6.8

0 20 40 60 80 100

介護付有料老人ホーム

（平成26年）

（平成27年）

住宅型有料老人ホーム

（平成26年）

（平成27年）

ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅

（非特定施設) （平

成26年）

（平成27年）

自立（認定なし） 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２

要介護３ 要介護４ 要介護５ 不明・申請中等

％

n=64,668

n=24,930

n=22,769

n=25,435

n=64,330

n=25,680
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４） 平均要介護度 [問６(４)] 

各施設の平均要介護度（自立を含まない）は、住宅型有料老人ホームで平均 2.7 と最も高く、次いで

介護付有料老人ホームで平均 2.5、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）で平均 2.3、サービス付

き高齢者向け住宅（非特定施設）で平均 2.2 となっている。有料老人ホームは、介護付・住宅型ともに

「2.0 未満」の割合が低い。 

平成 26 年度調査と比較すると、全施設類型で平均要介護度が上昇している。 

 

表 III-8 平均要介護度（自立を含まない） 

 

注）平均要介護度の算出に当たり、「要支援１」＝0.375、「要支援２」＝１、「要介護１」＝１、「要介護２」＝２、「要介護３」＝３、「要
介護４」＝４、「要介護５」＝５と扱った。「不明・申請中等」は集計対象外とした。 

 

 マッチング集計 

表 III-9 平均要介護度（自立を含まない） 

 

 

0.9

0.4

1.3

0.1

0.3

0.3

0.0

0.7

1.2

0.8

1.8

2.0

0.1

0.2

1.6

1.6

0.5

0.7

4.2

4.4

7.5

6.8

1.6

1.1

6.3

4.6

9.5

7.9

15.3

16.1

14.3

13.3

12.6

11.4

8.7

9.2

22.0

21.6

22.1

20.4

24.0

24.9

29.2

32.5

19.2

19.0

32.5

32.4

23.0

24.4

22.9

24.0

31.0

32.0

21.7

23.7

20.0

22.3

16.0

15.9

14.1

15.4

14.5

12.9

19.7

22.3

4.5

5.8

7.7

8.8

5.6

5.5

3.9

3.2

10.5

9.5

4.0

2.9

1.9

2.3

2.2

1.8

1.3

0.7

4.6

3.5

2.0

0.7

0.6

0.6

1.0

0.6

1.1

0.1

1.8

1.5

0.0

0.0

0.2

0.1

5.6

5.4

3.4

5.8

5.6

4.7

5.0

5.0

7.7

6.2

0 20 40 60 80 100

全 体

（平成26年度）（N=6355）

（平成27年度）（N=6082）

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）（N=2062）

（平成27年度）（N=1826）

住宅型有料老人ホーム

（平成26年度）（N=2144）

（平成27年度）（N=2427）

サービス付き高齢者向け住宅(特)

（平成26年度）（N=200）

（平成27年度）（N=139）

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

（平成26年度）（N=1846）

（平成27年度）（N=1690）

0.5未満 0.5～1.0未満 1.0～1.5未満 1.5～2.0未満 2.0～2.5未満 2.5～3.0未満

3.0～3.5未満 3.5～4.0未満 4.0～4.5未満 4.5以上 無回答

％

2.5 

2.5 

2.7 

2.2 

2.1 

2.5 

2.5 

2.7 

2.3 

2.2 

平均

46.0

45.0

46.9

0.4

4.0

1.3

47.3

41.3

39.5

6.3

9.6

12.2

0 20 40 60 80 100

介護付有料老人ホーム

住宅型有料老人ホーム

ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅

（非特定施設) 

上がった 変わらない 下がった 無回答

％

N=1,268

N=982

N=1,141
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自立を含む平均要介護度は、前ページ同様、住宅型有料老人ホームで平均 2.6 と最も高く、次いで

介護付有料老人ホームで平均 2.2、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）で平均 2.１、サービス付

き高齢者向け住宅（非特定施設）で平均 2.0 となっている。 

平成 26 年度調査と比較して特徴的な変化は見られない。 

 

表 III-10 平均要介護度（自立を含む） 

 

注）平均要介護度の算出に当たり、「自立」＝０、「要支援１」＝0.375、「要支援２」＝１、「要介護１」＝１、「要介護２」＝２、「要介護
３」＝３、「要介護４」＝４、「要介護５」＝５と扱った。「不明・申請中等」は集計対象外とした。 

 

 マッチング集計 

表 III-11 平均要介護度（自立を含む） 

 

 

2.4

2.0

2.0

0.7

2.0

1.7

0.7

3.7

3.8

4.6

4.0

2.8

2.5

3.5

2.4

4.5

5.0

8.2

7.9

7.8

7.0

3.6

3.2

4.9

4.5

8.5

7.9

15.6

14.8

13.5

12.6

12.9

11.2

8.7

8.9

21.5

20.9

18.9

18.8

22.8

24.0

27.4

31.5

18.8

19.0

32.5

28.8

21.5

22.7

21.5

22.8

28.5

29.5

21.0

23.4

18.0

22.3

15.0

14.7

13.3

14.5

13.5

11.8

19.4

21.4

4.0

6.5

6.9

8.2

5.4

5.3

3.6

3.2

10.2

9.1

4.0

2.2

1.8

2.4

2.1

1.7

1.3

0.7

4.3

3.5

2.0

0.7

0.6

0.5

1.0

0.6

1.0

0.1

1.7

1.4

0.0

0.2

0.1

5.6

5.4

3.4

5.8

5.6

4.7

5.0

5.0

7.7

6.2

0 20 40 60 80 100

全 体

（平成26年度）（N=6355）

（平成27年度）（N=6082）

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）（N=2062）

（平成27年度）（N=1826）

住宅型有料老人ホーム

（平成26年度）（N=2144）

（平成27年度）（N=2427）

サービス付き高齢者向け住宅

(特)（平成26年度）（N=200）

（平成27年度）（N=139）

サービス付き高齢者向け住宅

(非特)（平成26年度）（N=1846）

（平成27年度）（N=1690）

0.5未満 0.5～1.0未満 1.0～1.5未満 1.5～2.0未満 2.0～2.5未満 2.5～3.0未満

3.0～3.5未満 3.5～4.0未満 4.0～4.5未満 4.5以上 無回答

％
平均

2.2 

2.2 

2.5 

2.1 

1.9 

2.3 

2.2 

2.6 

2.1 

2.0 

48.0

45.8

48.4

0.5

3.6

0.6

45.2

41.0

38.8

6.3

9.6

12.2

0 20 40 60 80 100

介護付有料老人ホーム

住宅型有料老人ホーム

ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅

（非特定施設) 

上がった 変わらない 下がった 無回答

％

N=1,268

N=982

N=1,141
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 クロス集計 

入居対象を「要介護のみ」とする施設で、要介護３以上の入居者が 60％以上の施設の割合が高い。 

 

表 III-12 入居時要件別 要介護度３以上の入居者の割合 [問６(４)×問２（２）入居時要件] 

 

 

小規模施設（総居室数が少ない）ほど、要介護３以上の入居者が 60％以上の施設の割合が高い。 

 

表 III-13 総居室（住戸）数別 要介護度３以上の入居者の割合 [問６(４)×問２（５）①総居室（住戸）数] 

 

 

利用料金総額（月額換算）が安い施設ほど、要介護３以上の入居者が 60％以上の施設の割合が高

い。 

 

表 III-14 利用料金総額（月額換算）（月額）別 要介護度３以上の入居者の割合 [問６(４)×問４（２）②③利用

料金総額（月額換算）（月額）] 

 

  

0.0

0.0

19.9

45.3

12.3

7.1

0.0 15.0 30.0 45.0 60.0

自立のみ（N=23）

自立・要支援のみ（N=7）

要支援・要介護のみ（N=739）

要介護のみ（N=203）

自立・要支援・要介護（要…

無回答（N=14）

介護付有料老人ホーム

17.9

18.2

34.0

61.1

26.9

45.5

0.0 15.0 30.0 45.0 60.0

自立のみ（N=28）

自立・要支援のみ（N=22）

要支援・要介護のみ（N=749）

要介護のみ（N=656）

自立・要支援・要介護（要…

無回答（N=22）

住宅型有料老人ホーム

10.5

4.3

21.9

44.6

7.4

7.7

0.0 15.0 30.0 45.0 60.0

自立のみ（N=19）

自立・要支援のみ（N=23）

要支援・要介護のみ（N=333）

要介護のみ（N=121）

自立・要支援・要介護（要…

無回答（N=13）

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）

55.6

49.2

38.4

26.9

17.0

14.9

13.3

10.2

2.9

6.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

10室未満（N=9）

10～20室未満（N=65）

20～30室未満（N=185）

30～40室未満（N=227）

40～50室未満（N=335）

50～60室未満（N=349）

60～80室未満（N=339）

80～100室未満（N=127）

100室以上（N=140）

無回答（N=50）

介護付有料老人ホーム

51.3

41.9

39.9

30.8

28.3

24.1

22.6

24.3

16.7

33.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

10室未満（N=435）

10～20室未満（N=649）

20～30室未満（N=524）

30～40室未満（N=286）

40～50室未満（N=184）

50～60室未満（N=108）

60～80室未満（N=93）

80～100室未満（N=37）

100室以上（N=36）

無回答（N=75）

住宅型有料老人ホーム

18.5

18.2

14.2

14.1

7.0

4.3

8.9

2.5

0.0

8.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

10室未満（N=92）

10～20室未満（N=363）

20～30室未満（N=430）

30～40室未満（N=312）

40～50室未満（N=200）

50～60室未満（N=116）

60～80室未満（N=90）

80～100室未満（N=40）

100室以上（N=22）

無回答（N=25）

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）

38.5

28.8

32.9

27.9

21.5

13.5

15.1

22.7

10.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

10万円未満（N=52）

10～12万円未満（N=52）

12～14万円未満（N=85）

14～16万円未満（N=86）

16～18万円未満（N=79）

18～20万円未満（N=133）

20～25万円未満（N=146）

25～30万円未満（N=97）

30万円以上（N=224）

介護付有料老人ホーム

39.5

37.2

31.9

34.2

31.8

16.7

28.6

21.1

20.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

10万円未満（N=367）

10～12万円未満（N=207）

12～14万円未満（N=135）

14～16万円未満（N=76）

16～18万円未満（N=44）

18～20万円未満（N=18）

20～25万円未満（N=28）

25～30万円未満（N=19）

30万円以上（N=25）

住宅型有料老人ホーム

16.0

18.5

14.0

11.2

7.1

4.5

6.7

0.0

11.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

10万円未満（N=131）

10～12万円未満（N=216）

12～14万円未満（N=207）

14～16万円未満（N=143）

16～18万円未満（N=98）

18～20万円未満（N=88）

20～25万円未満（N=45）

25～30万円未満（N=6）

30万円以上（N=9）

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）
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日中、夜間とも「看護職員はいない」施設を除き、要介護３以上の入居者が 60％以上の施設の割合

が高い。 

 

表 III-15 看護職員の体制別 要介護度３以上の入居者の割合 [問６(４)×問３（３）看護職員の体制] 

 

  

介護保険創設（1999 年）以前に開設された有料老人ホーム、2008 年以前（サービス付き高齢者向け

住宅制度創設以前）に開設されたサービス付き高齢者向け住宅で自立・要支援の入居者が 30％以上

の施設の割合が高い。 

 

表 III-16 事業所開設年月別 自立・要支援の入居者が 30％以上の施設の割合 

[問６(４)×問２（1）事業所開設年月] 

 
注）2011 年 10 月改正高齢者住まい法施行 

 

有料老人ホームでは大規模施設（総居室数が多い）ほど、自立・要支援の入居者が 30％以上の施

設の割合が高い。 

 

表 III-17 総居室（住戸）数別 自立・要支援の入居者が 30％以上の施設の割合  

[問６(４)×問２（５）①総居室（住戸）数] 

 

 

  

22.7

22.1

16.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

【夜間】

施設の看護職員がいる

（N=339）

看護職員はいないが、訪問

看護Sta等と連携（N=447）

看護職員はいない（N=905）

介護付有料老人ホーム

39.0

40.8

30.8

42.9

42.8

31.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

【日中】

施設の看護職員がいる

（N=1324）

看護職員はいないが、訪問

看護Sta等と連携（N=713）

看護職員はいない（N=347）

【夜間】

施設の看護職員がいる

（N=303）

看護職員はいないが、訪問

看護Sta等と連携（N=1090）

看護職員はいない（N=982）

住宅型有料老人ホーム

16.3

14.4

5.9

22.9

16.1

9.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

【日中】

施設の看護職員がいる

（N=726）

看護職員はいないが、訪問

看護Sta等と連携（N=563）

看護職員はいない（N=303）

【夜間】

施設の看護職員がいる

（N=118）

看護職員はいないが、訪問

看護Sta等と連携（N=758）

看護職員はいない（N=706）

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）

54.2

16.9

9.7

10.1

6.0

5.5

6.7

8.6

28.6

10.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

1999年以前（N=83）

2000～2002年（N=89）

2003～2005年（N=372）

2006～2008年（N=405）

2009～2011年（N=300）

2012年（N=145）

2013年（N=75）

2014年（N=58）

2015年（N=21）

無回答（N=278）

介護付有料老人ホーム

40.9

9.8

13.8

10.0

8.2

6.3

6.9

8.0

9.1

8.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

1999年以前（N=44）

2000～2002年（N=41）

2003～2005年（N=138）

2006～2008年（N=300）

2009～2011年（N=502）

2012年（N=255）

2013年（N=260）

2014年（N=138）

2015年（N=11）

無回答（N=738）

住宅型有料老人ホーム

40.0

25.0

52.9

37.9

29.3

22.3

25.2

30.6

27.3

30.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

1999年以前（N=5）

2000～2002年（N=4）

2003～2005年（N=17）

2006～2008年（N=66）

2009～2011年（N=208）

2012年（N=328）

2013年（N=353）

2014年（N=252）

2015年（N=22）

無回答（N=435）

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）

11.1

9.2

4.9

8.4

7.5

11.2

7.7

15.0

44.3

6.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

10室未満（N=9）

10～20室未満（N=65）

20～30室未満（N=185）

30～40室未満（N=227）

40～50室未満（N=335）

50～60室未満（N=349）

60～80室未満（N=339）

80～100室未満（N=127）

100室以上（N=140）

無回答（N=50）

介護付有料老人ホーム

7.8

8.5

7.4

7.7

10.9

15.7

16.1

10.8

30.6

6.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

10室未満（N=435）

10～20室未満（N=649）

20～30室未満（N=524）

30～40室未満（N=286）

40～50室未満（N=184）

50～60室未満（N=108）

60～80室未満（N=93）

80～100室未満（N=37）

100室以上（N=36）

無回答（N=75）

住宅型有料老人ホーム

34.8

24.2

23.0

33.7

29.5

33.6

27.8

35.0

31.8

24.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

10室未満（N=92）

10～20室未満（N=363）

20～30室未満（N=430）

30～40室未満（N=312）

40～50室未満（N=200）

50～60室未満（N=116）

60～80室未満（N=90）

80～100室未満（N=40）

100室以上（N=22）

無回答（N=25）

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）
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居室面積が広い施設ほど、自立・要支援の入居者が 30％以上の施設の割合が高い。 

 

表 III-18 最多居室面積別 自立・要支援の入居者が 30％以上の施設の割合 

[問６(４)×問４（１）①最多居室面積] 

 

 

利用料金総額（月額換算）が高い施設ほど、自立・要支援の入居者が 30％以上の施設の割合が高

い。 

 

表 III-19 利用料金総額（月額換算）別 自立・要支援の入居者が 30％以上の施設の割合 

[問６(４)×問４（２）②③利用料金総額（月額換算）] 

 

  

0.0

6.4

7.8

25.0

70.4

0.0

8.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

13㎡未満（N=56）

13～18㎡未満（N=518）

18～25㎡未満（N=973）

25～30㎡未満（N=60）

30㎡以上（N=108）

エラー（N=0）

無回答（N=111）

介護付有料老人ホーム

4.3

5.0

11.2

39.7

45.9

0.0

8.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

13㎡未満（N=670）

13～18㎡未満（N=822）

18～25㎡未満（N=507）

25～30㎡未満（N=73）

30㎡以上（N=98）

エラー（N=0）

無回答（N=257）

住宅型有料老人ホーム

0.0

0.0

21.1

35.1

75.7

17.2

20.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

13㎡未満（N=0）

13～18㎡未満（N=0）

18～25㎡未満（N=1136）

25～30㎡未満（N=299）

30㎡以上（N=140）

エラー（N=29）

無回答（N=86）

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）

11.5

3.8

7.1

5.8

10.1

6.8

10.3

10.3

21.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

10万円未満（N=52）

10～12万円未満（N=52）

12～14万円未満（N=85）

14～16万円未満（N=86）

16～18万円未満（N=79）

18～20万円未満（N=133）

20～25万円未満（N=146）

25～30万円未満（N=97）

30万円以上（N=224）

介護付有料老人ホーム

3.8

8.2

10.4

10.5

11.4

22.2

35.7

10.5

48.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

10万円未満（N=367）

10～12万円未満（N=207）

12～14万円未満（N=135）

14～16万円未満（N=76）

16～18万円未満（N=44）

18～20万円未満（N=18）

20～25万円未満（N=28）

25～30万円未満（N=19）

30万円以上（N=25）

住宅型有料老人ホーム

26.0

18.1

30.0

34.3

33.7

22.7

37.8

16.7

44.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

10万円未満（N=131）

10～12万円未満（N=216）

12～14万円未満（N=207）

14～16万円未満（N=143）

16～18万円未満（N=98）

18～20万円未満（N=88）

20～25万円未満（N=45）

25～30万円未満（N=6）

30万円以上（N=9）

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）
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５） 認知症の程度別 入居者割合 [問６(５)] 

認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上の入居者の割合は、住宅型有料老人ホームで 61.5％と最

も高く、次いでサービス付き高齢者向け住宅（特定施設）で 57.9％、介護付有料老人ホームで 54.4％、

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で 42.9％となっている。 

平成 26 年度調査と比較すると、全体的に認知症の程度が高まっている。 

 

表 III-20 認知症の程度別 入居者割合（回答施設の全入居者の分布） 

 

 

  

22.6

19.8

21.0

21.1

17.8

15.2

19.7

15.1

32.2

23.9

15.6

14.7

14.0

13.2

15.9

14.6

20.4

18.2

18.3

17.5

21.0

22.0

21.1

20.9

21.5

23.7

26.3

28.0

19.5

21.2

17.8

18.4

18.3

18.8

21.1

21.1

16.9

20.5

12.8

13.8

10.7

10.5

11.5

11.3

13.6

12.8

9.4

7.5

6.0

6.3

3.7

3.1

4.6

3.5

3.9

3.9

2.0

1.9

1.8

1.6

8.6

11.4

9.6

11.2

6.2

8.7

5.3

8.8

9.4

15.7

0 20 40 60 80 100

全 体

（平成26年度）（n=185417）

（平成27年度）（n=164649）

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）（n=94714）

（平成27年度）（n=72308）

住宅型有料老人ホーム

（平成26年度）（n=43968）

（平成27年度）（n=50414）

サービス付き高齢者向け住宅(特)

（平成26年度）（n=5414）

（平成27年度）（n=4095）

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

（平成26年度）（n=39584）

（平成27年度）（n=37832）

自立（認知症はない） Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ｍ 不明

％
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マッチング集計 

表 III-21 認知症の程度別 入居者割合（回答施設の全入居者の分布） 

 

 クロス集計 

2012 年以前に開設された施設で、認知症の程度Ⅲ以上の入居者が 40％以上の施設の割合が高い。 

 

表 III-22 事業所開設年月別 認知症の程度Ⅲ以上の入居者の割合 [問６(５)×問２（１）事業所開設年月] 

 

注）2011 年 10 月改正高齢者住まい法施行 

  

21.1

23.2

19.1

16.2

32.2

24.5

13.0

12.2

15.7

14.0

17.7

16.3

19.6

19.4

21.3

22.7

20.1

20.1

18.6

17.7

20.7

21.3

13.0

12.8

11.7

10.9

12.9

13.5

5.9

5.6

5.3

3.7

4.1

3.9

1.5

1.4

10.7

12.8

6.2

8.3

9.6

19.2

0 20 40 60 80 100

介護付有料老人ホーム

（平成26年）

（平成27年）

住宅型有料老人ホーム

（平成26年）

（平成27年）

ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅

（非特定施設) （平

成26年）

（平成27年）

自立（認知症はない） Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ｍ 不明

％

n=48,126

n=21,827

n=18,003

n=22,264

n=47,822

n=20,383

32.5

40.4

33.9

39.3

35.7

35.2

26.7

24.1

19.0

35.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

1999年以前（N=83）

2000～2002年（N=89）

2003～2005年（N=372）

2006～2008年（N=405）

2009～2011年（N=300）

2012年（N=145）

2013年（N=75）

2014年（N=58）

2015年（N=21）

無回答（N=278）

介護付有料老人ホーム

34.1

58.5

47.8

41.3

45.8

47.5

41.5

31.2

18.2

44.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

1999年以前（N=44）

2000～2002年（N=41）

2003～2005年（N=138）

2006～2008年（N=300）

2009～2011年（N=502）

2012年（N=255）

2013年（N=260）

2014年（N=138）

2015年（N=11）

無回答（N=738）

住宅型有料老人ホーム

0.0

0.0

23.5

13.6

25.5

21.3

18.4

13.1

18.2

19.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

1999年以前（N=5）

2000～2002年（N=4）

2003～2005年（N=17）

2006～2008年（N=66）

2009～2011年（N=208）

2012年（N=328）

2013年（N=353）

2014年（N=252）

2015年（N=22）

無回答（N=435）

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）
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小規模施設（総居室数が少ない）ほど、認知症の程度Ⅲ以上の入居者が 40％以上の施設の割合が

高い。 

 

表 III-23 総居室（住戸）数別 認知症の程度Ⅲ以上の入居者の割合  

[問６(５)×問２（５）①総居室数別] 

 

 

利用料金総額（月額換算）が低い施設ほど、認知症の程度Ⅲ以上の入居者が 40％以上の施設の割

合が高い。 

 

表 III-24 利用料金総額（月額換算）別 認知症の程度Ⅲ以上の入居者の割合 

[問６(５)×問４（２）②③利用料金総額（月額換算）（月額）] 

 

注）N数が少ないところは傾向が当てはまらない 

 

日中の職員数が多い施設ほど、認知症の程度Ⅲ以上の入居者が 40％以上の施設の割合が高い。 

 

表 III-25 日中の職員数別 認知症の程度Ⅲ以上の入居者の割合 

[問６(５)×問３（１）日中の職員数] 

 

注）定員 50 人あたりに換算している。 

   また、N 数の小さなカテゴリーでは傾向はあてはまらない。 

  

44.4

43.1

51.4

37.0

36.4

38.1

30.1

32.3

18.6

14.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

10室未満（N=9）

10～20室未満（N=65）

20～30室未満（N=185）

30～40室未満（N=227）

40～50室未満（N=335）

50～60室未満（N=349）

60～80室未満（N=339）

80～100室未満（N=127）

100室以上（N=140）

無回答（N=50）

介護付有料老人ホーム

53.1

47.1

39.7

40.9

38.6

38.9

39.8

18.9

27.8

45.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

10室未満（N=435）

10～20室未満（N=649）

20～30室未満（N=524）

30～40室未満（N=286）

40～50室未満（N=184）

50～60室未満（N=108）

60～80室未満（N=93）

80～100室未満（N=37）

100室以上（N=36）

無回答（N=75）

住宅型有料老人ホーム

18.5

29.2

19.5

17.6

14.0

12.1

13.3

5.0

4.5

16.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

10室未満（N=92）

10～20室未満（N=363）

20～30室未満（N=430）

30～40室未満（N=312）

40～50室未満（N=200）

50～60室未満（N=116）

60～80室未満（N=90）

80～100室未満（N=40）

100室以上（N=22）

無回答（N=25）

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）

46.2

46.2

49.4

43.0

41.8

29.3

21.2

24.7

17.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

10万円未満（N=52）

10～12万円未満（N=52）

12～14万円未満（N=85）

14～16万円未満（N=86）

16～18万円未満（N=79）

18～20万円未満（N=133）

20～25万円未満（N=146）

25～30万円未満（N=97）

30万円以上（N=224）

介護付有料老人ホーム

46.9

41.5

41.5

36.8

47.7

27.8

39.3

57.9

24.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

10万円未満（N=367）

10～12万円未満（N=207）

12～14万円未満（N=135）

14～16万円未満（N=76）

16～18万円未満（N=44）

18～20万円未満（N=18）

20～25万円未満（N=28）

25～30万円未満（N=19）

30万円以上（N=25）

住宅型有料老人ホーム

22.9

28.2

16.4

18.2

12.2

8.0

4.4

0.0

33.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

10万円未満（N=131）

10～12万円未満（N=216）

12～14万円未満（N=207）

14～16万円未満（N=143）

16～18万円未満（N=98）

18～20万円未満（N=88）

20～25万円未満（N=45）

25～30万円未満（N=6）

30万円以上（N=9）

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）

0.0

10.5

4.8

14.9

20.5

35.9

42.4

49.4

46.4

48.9

9.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

０人（N=0）

２人未満（N=19）

２～４人未満（N=21）

４～６人未満（N=47）

６～８人未満（N=117）

８～10人未満（N=170）

10～15人未満（N=519）

15～20人未満（N=269）

20～30人未満（N=207）

30人以上（N=135）

エラー・無回答（N=322）

介護付有料老人ホーム

45.9

33.3

37.3

39.2

41.3

39.1

45.2

46.8

49.5

49.6

34.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

０人（N=37）

２人未満（N=69）

２～４人未満（N=169）

４～６人未満（N=217）

６～８人未満（N=206）

８～10人未満（N=179）

10～15人未満（N=458）

15～20人未満（N=284）

20～30人未満（N=331）

30人以上（N=339）

エラー・無回答（N=138）

住宅型有料老人ホーム

0.0

20.0

14.4

14.4

18.3

15.7

26.8

28.5

29.4

20.2

8.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

０人（N=0）

２人未満（N=110）

２～４人未満（N=222）

４～６人未満（N=229）

６～８人未満（N=186）

８～10人未満（N=121）

10～15人未満（N=272）

15～20人未満（N=123）

20～30人未満（N=136）

30人以上（N=89）

エラー・無回答（N=202）

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）
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６） 医療処置を要する入居者数 

（１） 医療処置を要する実際の人数（重複を除く）[問６(６)⑰] 

入居者のうち医療処置を必要する人数は、介護付有料老人ホームでは平均 7.5 人（50 人換算で 6.7

人）と最も高く、住宅型有料老人ホームでは平均 3.3 人（50 人換算で 5.7 人）、サービス付き高齢者向

け住宅（特定施設）では平均4.7人（50人換算で 5.7人）、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）

では平均 2.9 人（50 人換算で 4.4 人）であった。 

分布でみると、介護付有料老人ホームでは６人以上が約４割超であるが、他の３類型では「０人」が最

も多く２～３割、「１人」が２割強である。 

 

表 III-26 医療処置を要する実際の人数（重複を除く） 

  

 

※括弧書きは定員 50 人あたりで換算した場合の平均値 

  

26.7

26.1

9.6

7.8

36.0

34.2

23.7

14.4

32.4

33.4

19.5

17.6

10.4

9.0

21.7

20.1

23.7

14.4

24.5

22.9

8.9

11.3

8.1

9.3

9.2

12.1

8.8

14.4

9.0

11.8

7.5

8.0

9.2

9.4

5.3

6.1

8.8

13.5

8.4

8.7

6.2

5.7

7.8

8.0

5.3

4.8

7.0

6.7

6.0

4.5

5.6

5.0

9.5

7.2

4.0

4.3

7.0

7.7

3.8

3.7

10.9

10.8

19.0

19.1

7.7

7.9

11.4

13.5

7.2

6.5

5.7

6.2

11.6

11.3

3.9

4.5

4.4

6.7

2.6

3.5

5.1

5.9

10.4

10.3

3.7

4.4

3.5

6.7

1.8

3.5

3.8

3.5

4.3

8.4

3.2

1.7

1.8

1.9

4.4

1.4

0 20 40 60 80 100

全 体

（平成26年度）（N=3778）

（平成27年度）（N=4422）

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）（N=1082）

（平成27年度）（N=1243）

住宅型有料老人ホーム

（平成26年度）（N=1333）

（平成27年度）（N=1805）

サービス付き高齢者向け住宅

(特)（平成26年度）（N=114）

（平成27年度）（N=104）

サービス付き高齢者向け住宅

(非特)（平成26年度）（N=1208）

（平成27年度）（N=1270）

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６～10人未満 10～15人未満 15人以上 エラー

％
平均

4.0人（5.2人）

4.3人（5.6人）

6.9人（6.4人）

7.5人（6.7人）

3.0人（5.3人）

3.3人（5.7人）

3.4人（4.3人）

4.7人（5.7人）

2.5人（3.9人）

2.9人（4.4人）
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 クロス集計 

日中、夜間とも「施設の看護職員がいる」施設で、医療処置を要する入居者が 20％以上の施設の割

合が高い。 

 

表 III-27 看護職員の体制別 医療処置を要する入居者の割合が 20％以上の施設の割合 

[問６(６)①～⑯×問３（３）看護職員の体制] 

 

 

訪問看護を「併設・隣接」している住宅型有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施

設）、病院を「併設・隣接」しているサービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）および診療所（有床・無

床）を「併設・隣接」している施設で医療処置を要する入居者が 20％以上の施設の割合が高い。 

 

表 III-28 訪問看護ステーション、医療機関の併設・隣接の状況別  

医療処置を要する入居者の割合が 20％以上の施設の割合 

[問６(６)①～⑯×問５①訪問看護ステーション、医療機関の併設・隣接の状況] 

   

31.7

24.8

17.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

【夜間】

施設の看護職員がいる

（N=259）

看護職員はいないが、訪問

看護Sta等と連携（N=335）

看護職員はいない（N=630）

介護付有料老人ホーム

23.8

21.7

6.5

32.0

23.2

14.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

【日中】

施設の看護職員がいる

（N=968）

看護職員はいないが、訪問

看護Sta等と連携（N=531）

看護職員はいない（N=278）

【夜間】

施設の看護職員がいる

（N=222）

看護職員はいないが、訪問

看護Sta等と連携（N=794）

看護職員はいない（N=752）

住宅型有料老人ホーム

15.7

15.6

4.9

25.8

16.7

8.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

【日中】

施設の看護職員がいる

（N=542）

看護職員はいないが、訪問

看護Sta等と連携（N=454）

看護職員はいない（N=243）

【夜間】

施設の看護職員がいる

（N=97）

看護職員はいないが、訪問

看護Sta等と連携（N=586）

看護職員はいない（N=549）

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）

21.7

22.7

14.3

23.3

29.5

22.5

32.2

22.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

【訪問看護】

併設・隣接（N=46）

なし（N=1041）

【病院】

併設・隣接（N=63）

なし（N=1032）

【診療所（有床）】

併設・隣接（N=27）

なし（N=1063）

【診療所（無床）】

併設・隣接（N=90）

なし（N=1007）

介護付有料老人ホーム

37.1

19.0

22.5

21.2

40.6

20.8

27.2

21.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

【訪問看護】

併設・隣接（N=186）

なし（N=1166）

【病院】

併設・隣接（N=71）

なし（N=1261）

【診療所（有床）】

併設・隣接（N=32）

なし（N=1294）

【診療所（無床）】

併設・隣接（N=92）

なし（N=1247）

住宅型有料老人ホーム

22.2

11.8

27.6

12.3

28.2

12.8

17.4

13.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

【訪問看護】

併設・隣接（N=198）

なし（N=849）

【病院】

併設・隣接（N=87）

なし（N=950）

【診療所（有床）】

併設・隣接（N=39）

なし（N=992）

【診療所（無床）】

併設・隣接（N=121）

なし（N=923）

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）
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（２） 医療処置を要する入居者が 1人以上いる施設の割合 [問６(６)] 

医療処置を要する入居者数が１人以上いる施設割合を医療処置種別にみると、介護付有料老人

ホームでは「胃ろう・腸ろうの管理」が最も多く 56.7％、次いで「カテーテルの管理」53.2％、「酸素療法」

49.9％、「インスリンの注射」45.5％、「たんの吸引」42.4％、住宅型有料老人ホームでは、「カテーテル

の管理」が最も多く 27.9％、「胃ろう・腸ろうの管理」26.8％、「インスリンの注射」23.5％、「褥瘡の処置」

22.7％となっている。 

平成 26 年度調査と比較すると、上位５つの処置の大半は同じである。 

 

表 III-29 医療処置を要する入居者が１人以上いる施設の割合（平成 27 年度） 

（有料老人ホーム） 

 

 

 

35.1

32.7

34.7

27.7

30.0

23.5

24.2

23.3

16.1

10.0

8.4

7.5

5.1

4.7

3.0

1.6

53.2

56.7

49.9

41.5

45.5

25.9

42.4

36.4

29.3

15.5

13.2

10.1

9.1

7.6

4.0

2.1

27.9

26.8

27.6

22.7

23.5

21.3

20.3

17.3

11.2

9.2

7.0

6.1

3.9

4.1

2.7

1.6

0 20 40 60 80 100

カテーテルの管理

N=5,328、N=1,503、N=2,201

胃ろう・腸ろうの管理

N=5,351、N=1,521、N=2,202、N=127、N=1,501

酸素療法

N=5,315、N=1,494、N=2,199

褥瘡の処置

N=5,298、N=1,494、N=2,190

インスリンの注射

N=5,347、N=1,511、N=2,208

透析

N=5,311、N=1,488、N=2,201

たんの吸引

N=5,291、N=1,485、N=2,195

ストーマの管理

N=5,303、N=1,480、N=2,199

創傷の処置

N=5,280、N=1,480、N=2,187

経鼻経管栄養の管理

N=5,286、N=1,481、N=2,192

ネブライザーの管理

N=5,272、N=1,470、N=2,192

疼痛の看護

N=5,261、N=1,462、N=2,192

中心静脈栄養

N=5,273、N=1,468、N=2,194

気管切開のケア

N=5,269、N=1,466、N=2,193

モニター測定

N=5,265、N=1,467、N=2,187

レスピレーターの管理

N=5,263、N=1,462、N=2,192

全体（平成27年度） 有料老人ホーム

(特)（平成27年度）

有料老人ホーム

(非特)（平成27年度）

％

N=5,074、N=1,557、N=1,766

％

N=5,074、N=1,557、N=1,766

％

N=5,074、N=1,557、N=1,766
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表 III-30 医療処置を要する入居者が１人以上いる施設の割合（平成 26 年度） 

（有料老人ホーム） 

  

35.1

34.8

34.8

30.7

29.8

25.2

24.4

23.6

16.3

11.2

8.7

7.7

4.9

4.6

3.8

1.8

51.6

56.3

47.9

43.5

43.1

27.9

41.7

32.6

26.9

15.8

14.1

11.3

7.1

7.6

5.0

2.2

28.4

28.8

26.4

27.6

25.1

22.5

20.5

19.2

13.1

10.9

7.2

6.0

4.5

4.0

3.7

1.4

0 20 40 60 80 100

カテーテルの管理

胃ろう・腸ろうの管理

酸素療法

褥瘡の処置

インスリンの注射

透析

たんの吸引

ストーマの管理

創傷の処置

経鼻経管栄養の管理

ネブライザーの管理

疼痛の看護

中心静脈栄養

気管切開のケア

モニター測定

レスピレーターの管理

全体（平成26年度） 有料老人ホーム

(特)（平成26年度）

有料老人ホーム

(非特)（平成26年度）

％

N=5,187、N=1,599、N=1,807

N=5,233、N=1,604、N=1,831

N=5,188、N=1,588、N=1,813

N=5,187、N=1,588、N=1,807

N=5,177、N=1,591、N=1,812

N=5,165、N=1,582、N=1,802

N=5,165、N=1,580、N=1,806

N=5,158、N=1,572、N=1,806

N=5,115、N=1,564、N=1,783

N=5,114、N=1,569、N=1,784

N=5,107、N=1,570、N=1,776

N=5,090、N=1,562、N=1,770

N=5,078、N=1,557、N=1,769

N=5,081、N=1,559、N=1,768

N=5,101、N=1,567、N=1,777

N=5,074、N=1,557、N=1,766
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医療処置を要する入居者数が１人以上いる施設の割合を医療処置種別にみると、サービス付き高齢

者向け住宅（特定施設）では「カテーテルの管理」が 47.2％と最も多く、次いで「酸素療法」39.5％、「イ

ンスリンの注射」34.9％、「褥瘡の処置」31.2％、「胃ろう・腸ろうの管理」28.3％となっている。サービス付

き高齢者向け住宅（非特定施設）では、「酸素療法」が 29.6％と最も多く、「カテーテルの管理」26.5％、

「インスリンの注射」23.6％、「褥瘡の処置」20.8％となっている。 

平成 26 年度調査と比較すると、上位５つの処置の大半は同じである。 

 

 

表 III-31 医療処置を要する入居者が１人以上いる施設の割合（平成 27 年度） 

（サービス付き高齢者向け住宅） 

 

35.1

32.7

34.7

27.7

30.0

23.5

24.2

23.3

16.1

10.0

8.4

7.5

5.1

4.7

3.0

1.6

47.2

28.3

39.5

31.2

34.9

20.2

20.8

28.2

21.6

8.8

8.0

13.6

3.2

0.8

1.6

0.0

26.5

17.4

29.6

20.8

23.6

24.6

12.2

18.7

9.8

5.6

5.9

6.5

3.2

3.2

2.7

1.3

0 20 40 60 80 100

カテーテルの管理

N=5,328、N=125、N=1,499

胃ろう・腸ろうの管理

N=5,351、N=127、N=1,501

酸素療法

N=5,315、N=124、N=1,498

褥瘡の処置

N=5,298、N=125、N=1,489

インスリンの注射

N=5,347、N=126、N=1,502

透析

N=5,311、N=124、N=1,498

たんの吸引

N=5,291、N=125、N=1,486

ストーマの管理

N=5,303、N=124、N=1,500

創傷の処置

N=5,280、N=125、N=1,488

経鼻経管栄養の管理

N=5,286、N=125、N=1,488

ネブライザーの管理

N=5,272、N=125、N=1,485

疼痛の看護

N=5,261、N=125、N=1,482

中心静脈栄養

N=5,273、N=124、N=1,487

気管切開のケア

N=5,269、N=125、N=1,485

モニター測定

N=5,265、N=125、N=1,486

レスピレーターの管理

N=5,263、N=125、N=1,484

全体（平成27年度） サービス付き高齢者向け住宅

(特)（平成27年度）

サービス付き高齢者向け住宅

(非特)（平成27年度）

％
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表 III-32 医療処置を要する入居者が１人以上いる施設の割合（平成 26 年度） 

（サービス付き高齢者向け住宅） 

  

35.1

34.8

34.8

30.7

29.8

25.2

24.4

23.6

16.3

11.2

8.7

7.7

4.9

4.6

3.8

1.8

36.7

27.6

38.6

28.9

36.0

29.9

18.0

24.3

15.8

9.8

5.7

8.1

2.9

3.5

2.3

2.3

25.9

20.6

30.7

21.4

20.5

25.0

12.1

19.6

9.6

7.1

5.5

5.8

3.4

2.6

2.7

2.0

0 20 40 60 80 100

カテーテルの管理

胃ろう・腸ろうの管理

酸素療法

褥瘡の処置

インスリンの注射

透析

たんの吸引

ストーマの管理

創傷の処置

経鼻経管栄養の管理

ネブライザーの管理

疼痛の看護

中心静脈栄養

気管切開のケア

モニター測定

レスピレーターの管理

全体（平成26年度） サービス付き高齢者向け住宅

(特)（平成26年度）

サービス付き高齢者向け住宅

(非特)（平成26年度）

％％％％％

N=5,187、N=1,599、N=1,807

N=5,233、N=1,604、N=1,831

N=5,188、N=1,588、N=1,813

N=5,187、N=1,588、N=1,807

N=5,177、N=1,591、N=1,812

N=5,165、N=1,582、N=1,802

N=5,165、N=1,580、N=1,806

N=5,158、N=1,572、N=1,806

N=5,115、N=1,564、N=1,783

N=5,114、N=1,569、N=1,784

N=5,107、N=1,570、N=1,776

N=5,090、N=1,562、N=1,770

N=5,078、N=1,557、N=1,769

N=5,081、N=1,559、N=1,768

N=5,101、N=1,567、N=1,777

N=5,074、N=1,557、N=1,766
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７） 入居者総数に対する生活保護受給者の割合 [問６(７)÷問６（１）②)] 

入居者総数に対する生活保護受給者の割合は、住宅型有料老人ホームで平均 17.0％と最も高く、

次いで、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で平均 9.6％、サービス付き高齢者向け住宅（特

定施設）で平均 3.8％、介護付有料老人ホームで平均 2.7％となっている。 

平成 26年度と比較すると、住宅型有料老人ホームで 2.8 ポイント、サービス付き高齢者向け住宅（非

特定施設）で 1.4 ポイント増加しているのに対し、介護付有料老人ホームで 0.4 ポイント、サービス付き

高齢者向け住宅（特定施設）で 1.3 ポイント減少している。 

 

表 III-33 入居者総数に対する生活保護受給者の割合 

 

 

 クロス集計 

「政令指定都市・特別区」「中核市」 「特例市」の住宅型有料老人ホームで、生活保護受給者の割合

が 20％以上の施設の割合が高い。 

 

表 III-34 都市区分別 生活保護受給者の割合が 20％以上の施設の割合 

[問６(７)生活保護受給者の割合が 20％以上の施設×都市区分の状況] 

  

56.7

54.1

65.0

70.1

46.1

39.1

69.0

76.3

59.3

56.6

13.6

14.9

7.2

6.6

19.5

21.3

13.5

7.9

13.7

15.2

10.4

12.1

3.2

2.6

17.4

20.0

5.5

5.0

10.8

11.5

3.5

4.4

0.9

0.8

6.4

7.8

1.0

1.4

3.2

3.8

0.9

1.3

0.2

0.3

1.8

2.3

1.5

0.0

0.5

1.1

14.9

13.2

23.5

19.6

8.8

9.5

9.5

9.4

12.5

11.8

0 20 40 60 80 100

全 体

（平成26年度）（n=6355）

（平成27年度）（n=6082）

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）（n=2062）

（平成27年度）（n=1826）

住宅型有料老人ホーム

（平成26年度）（n=2144）

（平成27年度）（n=2427）

サービス付き高齢者向け住宅(特)

（平成26年度）（n=200）

（平成27年度）（n=139）

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

（平成26年度）（n=1846）

（平成27年度）（n=1690）

０％ 20％未満 20～50％未満 50～80％未満 80％以上 エラー・無回答

％
平均

8.8％

3.1％

8.2％

14.2％

5.1％

10.6% 

2.7% 

17.0% 

3.8%

9.6%

2.7

12.0

1.7

7.0

0.0

0.0

0.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

株式会社（N=1402）

有限会社（N=175）

社会福祉法人（N=119）

医療法人（N=86）

財団法人・社団法人（N=15）

NPO法人（N=9）

その他（N=20）

介護付有料老人ホーム

33.5

35.9

11.9

14.3

22.2

19.4

23.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

株式会社（N=1280）

有限会社（N=605）

社会福祉法人（N=159）

医療法人（N=210）

財団法人・社団法人（N=9）

NPO法人（N=93）

その他（N=71）

住宅型有料老人ホーム

18.8

22.6

13.7

6.2

0.0

13.2

10.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

株式会社（N=924）

有限会社（N=235）

社会福祉法人（N=161）

医療法人（N=276）

財団法人・社団法人（N=9）

NPO法人（N=38）

その他（N=47）

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）
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２ 入退去の状況 

１） 直近６カ月の新規入居者について 

開設が平成 25年 12 月 31 日以前にも関わらず、問 7（１）直近６カ月（平成 26 年 1月 1 日～6月 30

日）の新規入居者数が問6（１）②入居者と一致している場合、総入居者を回答した可能性が高いため、

問７の回答は全てエラーとして扱った。また、問７（１）で「０人」と回答した施設については、問７のその他

の設問については集計対象外として取り扱っている。 

 

（１） 直近６カ月の新規入居者数 [問７(１)] 

介護付有料老人ホームで平均 6.9 人と最も多く、次いでサービス付き高齢者向け住宅（特定施設）で

平均 6.3 人、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で平均 5.1 人、住宅型有料老人ホームで平

均 4.0 人となっている。 

平成 26 年度調査と比較すると、介護付有料老人ホームの新規入居者数は増加し、サービス付き高

齢者向け住宅では特定施設、非特定施設ともに減少している。 

 

表 III-35 新規入居者数 

 

 

  

8.3

9.0

4.6

2.5

13.2

13.4

1.5

6.5

7.0

9.8

12.5

11.6

13.0

6.3

16.0

15.6

7.5

5.0

8.6

12.1

21.9

23.4

21.0

17.4

24.7

27.6

19.0

18.7

20.2

24.3

16.4

17.9

17.7

19.2

17.9

16.7

14.5

20.1

13.6

17.9

11.7

11.3

15.6

13.1

8.6

9.9

11.0

12.2

11.1

11.4

7.4

7.4

9.5

11.3

5.8

5.1

9.0

12.9

6.9

6.0

9.1

8.9

10.9

11.9

4.9

5.1

12.0

14.4

11.7

10.6

3.1

2.9

2.5

4.0

1.7

2.1

5.5

3.6

5.1

2.8

2.3

1.4

2.0

2.2

0.9

0.7

4.5

2.2

4.0

1.4

1.3

0.5

1.0

0.9

0.5

0.4

4.0

0.0

2.2

0.4

4.4

1.1

0.9

0.4

4.5

1.3

8.5

1.4

7.5

1.4

1.6

4.7

1.2

10.7

1.3

2.0

3.0

2.9

2.1

2.1

0 20 40 60 80 100

全 体

（平成26年度）（n=6369）

（平成27年度）（n=6092）

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）（n=2063）

（平成27年度）（n=1826）

住宅型有料老人ホーム

（平成26年度）（n=2147）

（平成27年度）（n=2430）

サービス付き高齢者向け住宅(特)

（平成26年度）（n=200）

（平成27年度）（n=139）

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

（平成26年度）（n=1855）

（平成27年度）（n=1697）

０人 ２人未満 ２～４人未満 ４～６人未満 ６～８人未満 ８～10人未満 10～15人未満 15～20人未満 20～30人未満 30人以上 エラー 無回答

％％％
平均

5.8人

6.0人

4.1人

8.6人

7.3人

5.2人

6.9人

4.0人

6.3人

5.1人
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直近６カ月の新規入居者数の定員に対する割合は、サービス付き高齢者向け住宅(特定施設)で

15.9％と最も高く、次いでサービス付き高齢者向け住宅(非特定施設)で 15.6％、住宅型有料老人ホー

ムで 14.9％、介護付有料老人ホームで 12.9％であった。 

平成 26 年度調査と比較すると、有料老人ホームでは割合が上昇したのに対し、サービス付き高齢者

向け住宅では低下している。 

 

表 III-36 新規入居者数の定員に対する割合 

 

  

8.1

8.8

4.6

2.4

13.1

13.3

1.5

6.5

6.6

9.5

28.0

25.3

45.2

34.4

21.5

20.9

23.5

18.0

17.7

22.6

31.0

34.2

33.8

34.9

32.7

33.8

31.0

44.6

26.1

33.1

14.4

15.7

10.1

11.6

16.4

18.2

13.5

15.8

16.9

16.4

5.3

5.4

2.7

3.3

6.2

6.0

3.5

6.5

7.2

6.7

6.0

3.4

1.3

1.4

4.0

3.9

15.0

3.6

12.8

4.9

7.1

7.2

2.3

11.9

6.1

4.0

12.0

5.0

12.6

6.8

0 20 40 60 80 100

全 体

（平成26年度）（N=6369）

（平成27年度）（N=6092）

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）（N=2063）

（平成27年度）（N=1826）

住宅型有料老人ホーム

（平成26年度）（N=2147）

（平成27年度）（N=2430）

サービス付き高齢者向け住宅(特)

（平成26年度）（N=200）

（平成27年度）（N=139）

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

（平成26年度）（N=1855）

（平成27年度）（N=1697）

０％ 10％未満 10～20％未満 20～30％未満 20～30％未満 40％以上 エラー・無回答

％

15.7％

11.3％

平均

15.6％

14.8％

21.5％

14.5％

12.9％

14.9％

15.9％

21.6％
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（２） 入居直前の居場所 [問７(２)] 

全施設類型で｢自宅、家族、親族等と同居｣、「病院・診療所」が約４割であり、その他の居場所の割

合は１割程度である。 

施設類型ごとに「自宅、家族、親族等と同居」の割合を見ると、サービス付き高齢者向け住宅（非特定

施設）が 47.7％と最も高く、次いで介護付有料老人ホームで 41.5％、サービス付き高齢者向け住宅（特

定施設）で 38.2％、住宅型有料老人ホームで 37.8％となっている。 

同様に「病院・診療所」の割合は、住宅型有料老人ホームで 43.1％、介護付有料老人ホームで

38.2％、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）で 35.7％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施

設）で 33.5％となっている。 

 

表 III-37 平成 27 年度 入居直前の居場所別 入居者数（全体） 

  

  

  

41.9

38.3

6.5

2.6

1.8

1.3

1.1

0.8

1.0

0.6

3.5

41.5

38.2

6.9

3.8

1.0

1.2

1.7

0.6

1.2

0.8

2.9

37.8

43.1

6.2

1.7

3.4

0.7

0.9

0.9

1.0

0.4

3.5

38.2

35.7

7.3

3.7

1.3

2.0

0.5

0.5

1.5

1.1

6.6

47.7

33.5

6.3

1.8

1.3

2.0

0.7

0.9

0.8

0.5

4.1

0 20 40 60 80 100

自宅、家族・親族等と同居

病院・診療所

介護老人保健施設・介護療養型医療施設

特定施設入居者介護の指定を受けている貴施設以外の有料老人

ホーム

特定施設入居者介護の指定を受けていない貴施設以外の有料老

人ホーム

特定施設入居者介護の指定を受けていない貴施設以外のサービ

ス付き高齢者向け住宅

認知症高齢者グループホーム

軽費老人ホーム、養護老人ホーム

介護老人福祉施設(特別養護老人ホーム)

特定施設入居者介護の指定を受けている貴施設以外のサービス

付き高齢者向け住宅

その他（不明を含む）

全体（平成27年度）

（n=29370）

介護付け有料老人ホーム（平成27年度）

（n=10988）

住宅型有料老人ホーム（平成27年度）

（n=9349）

サービス付き高齢者向け住宅(特)（平成27年度）

（n=819）

サービス付き高齢者向け住宅(非特)（平成27年度）

（n=8214）

％



 

113 

平成 26 年度調査と比較すると、全体的に「自宅、家族・親族等と同居」の割合が低下し、「病院・診療所」の割合

が上昇している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 III-38 平成 26 年度 入居直前の居場所別 入居者数（全体） 

   

44.9

35.6

6.3

3.0

2.0

1.4

1.0

0.9

0.9

0.7

3.2

43.5

36.7

6.7

4.9

1.3

0.8

1.0

0.7

0.8

0.8

2.9

38.1

43.4

6.1

1.5

2.9

0.9

1.1

1.1

1.0

0.3

3.6

45.9

31.4

8.1

3.3

1.0

1.2

1.2

0.7

2.2

1.4

3.5

50.9

29.5

5.8

2.2

2.3

2.3

0.9

1.1

0.8

0.9

3.3

0 20 40 60 80 100

自宅、家族・親族等と同居

病院・診療所

介護老人保健施設・介護療養型医療施設

特定施設入居者介護の指定を受けている貴施設以外の有料老人

ホーム

特定施設入居者介護の指定を受けていない貴施設以外の有料老

人ホーム

特定施設入居者介護の指定を受けていない貴施設以外のサービ

ス付き高齢者向け住宅

認知症高齢者グループホーム

軽費老人ホーム、養護老人ホーム

介護老人福祉施設(特別養護老人ホーム)

特定施設入居者介護の指定を受けている貴施設以外のサービス

付き高齢者向け住宅

その他（不明を含む）

全 体

（平成26年度）（n=33459）

介護付有料老人ホーム（平成26年度）（n=11707）

住宅型有料老人ホーム（平成26年度）（n=8099） サービス付き高齢者向け住宅(特)（平成26年度）（n=1469）

サービス付き高齢者向け住宅(非特)（平成26年度）（n=11803）

％
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（３） 入居前後の居宅介護事業所の変化 [問７(３)] 

介護付有料老人ホームでは、「同じ事業所に継続依頼」が3.9％、「入居に際して事業所が変わった」

が 19.6％、「（入居を期に）新たに依頼した」が 3.9％となっている。住宅型有料老人ホームでは、「同じ

事業所に継続依頼」が 47.0％、「入居に際して事業所が変わった」が 22.1％、「（入居を期に）新たに依

頼した」が 18.2％となっている。 

サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では、「同じ事業所に継続依頼」が 9.4％、「入居に際して

事業所が変わった」が 62.5％、「（入居を期に）新たに依頼した」12.5％となっている。サービス付き高齢

者向け住宅（非特定施設）では、「同じ事業所に継続依頼」が 33.0％、「入居に際して事業所が変わっ

た」が 31.6％、「（入居を期に）新たに依頼した」が 9.7％となっている。 

平成 26 年度調査と比較すると、介護付有料老人ホームを除き「同じ事業所に継続依頼」の割合が高

まっている。 

 

表 III-39 入居前後に居宅介護事業所が変化した人の割合 

（問７(２)で①③⑤⑩に該当する入居者のみ） 

 

  

29.1

31.9

6.7

3.9

37.3

47.0

14.8

9.4

32.3

33.0

37.5

26.2

34.7

19.6

38.4

22.1

35.2

62.5

37.7

31.6

4.5

4.2

20.5

17.1

0.3

0.6
23.9

0.0

0.5

1.3

15.8

11.6

6.5

3.9

18.9

18.2

5.5

12.5

17.7

9.7

10.1

26.1

19.5

55.5

4.0

12.1

18.7

15.6

10.8

24.4

3.0

12.2

1.1

1.9

1.1

0 20 40 60 80 100

全 体

（平成26年度）（N=14267）

（平成27年度）（N=2468）

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）（N=2492）

（平成27年度）（N=490）

住宅型有料老人ホーム

（平成26年度）（N=4922）

（平成27年度）（N=878）

サービス付き高齢者向け住宅(特)

（平成26年度）（N=364）

（平成27年度）（N=32）

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

（平成26年度）（N=6283）

（平成27年度）（N=1068）

居宅介護支援・介護予防支援を受けていた → 同じ事業所に継続依頼

居宅介護支援・介護予防支援を受けていた → 入居に際して事業所が変わった

居宅介護支援・介護予防支援を受けていた → 依頼をやめた

居宅介護支援・介護予防支援を受けていなかった → 新たに依頼した

居宅介護支援・介護予防支援を受けていなかった → 現在も受けていない

不明

％％
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（４） 入居直前の居住場所 [問７(４)] 

住宅型有料老人ホームで「同一市区町村内」が 69.7％と最も高く、次いでサービス付き高齢者向け

住宅（非特定施設）で 64.8％、介護付有料老人ホームで 63.4％、サービス付き高齢者向け住宅（特定

施設）で 62.3％となっている。 

 

表 III-40 入居直前の居住場所 

 

  

65.9

63.4

69.7

62.3

64.8

25.2

25.5

23.6

29.6

26.3

8.9

11.1

6.6

8.1

8.8

0 20 40 60 80 100

全 体

有料老人ホーム(特)

有料老人ホーム(非特)

サービス付き高齢者向け住宅(特)

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

同一区市町村内 同一都道府県内の他区市町村 他都道府県

％％

N=6,369

N=2,063

N=1,855

N=2,147

N=200
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２） 直近６カ月の退去者について 

問８（１）直近 6 カ月の退去数で「０人」と回答している施設は、問８その他の設問について、集計対象

外として扱っている。 

 

（１） 直近６カ月の退去者数 [問８(１)] 

介護付き有料老人ホームで平均 6.5 人、住宅型有料老人ホームで平均 3.7 人、サービス付き高齢者

向け住宅（特定施設）で平均5.2人、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）で平均3.8人であった。 

平成 26 年度調査と比べても、特徴的な変化はみられなかった。 

 

  表 III-41 直近６カ月の退去者数   

 

  

12.3

9.8

4.7

3.1

13.6

13.2

10.5

4.3

19.0

12.5

13.8

13.7

8.1

6.2

17.9

18.1

13.0

7.2

15.6

15.9

25.9

25.4

20.5

18.9

30.0

28.3

27.0

30.2

27.3

27.8

17.1

17.4

19.0

16.5

16.3

17.3

18.0

20.1

15.8

18.3

12.3

11.3

17.9

14.6

9.3

9.6

13.0

11.5

9.3

10.1

6.6

7.2

11.1

11.8

4.4

4.5

9.0

8.6

4.2

6.1

7.1

7.6

11.9

12.9

4.7

4.9

5.0

10.8

4.9

5.7

3.5

3.1

5.6

5.6

2.5

2.3

3.5

3.6

2.2

1.6

1.5

4.5

1.2

10.4

1.4

1.7

1.0

3.6

1.6

2.1

0 20 40 60 80 100

全 体

（平成26年度）（N=14267）

（平成27年度）（N=2468）

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）（N=2492）

（平成27年度）（N=490）

住宅型有料老人ホーム

（平成26年度）（N=4922）

（平成27年度）（N=878）

サービス付き高齢者向け住宅(特)

（平成26年度）（N=364）

（平成27年度）（N=32）

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

（平成26年度）（N=6283）

（平成27年度）（N=1068）

０人 ２人未満 ２～４人未満 ４～６人未満 ６～８人未満

８～10人未満 10～15人未満 15人以上 エラー・無回答

％

4.6人

6.5人

3.8人

4.5人

平均

6.2人

3.5人

3.7人

5.2人

4.4人

3.7人
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直近６カ月の退去者数の定員に対する割合をみると、住宅型有料老人ホームでは平均14.1％、サー

ビス付き高齢者向け住宅（特定施設）では平均 13.0％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で

は平均 12.3％、介護付有料老人ホームでは平均 12.3％であった。 

平成 26 年度調査と比較すると、住宅型有料老人ホームを除き割合が高くなっている。 

 

表 III-42 退去者の定員に対する割合 

 

  

12.0

9.5

4.7

3.1

13.5

13.0

10.5

4.3

18.1

11.8

33.0

29.5

42.0

34.9

24.8

23.7

37.5

33.1

32.7

31.8

33.1

34.8

36.1

36.5

35.0

35.0

36.0

37.4

27.7

32.6

12.5

14.0

10.9

10.7

15.1

17.2

9.0

17.3

11.2

12.7

6.8

6.1

5.0

3.5

9.8

8.5

5.0

3.6

5.7

5.6

2.6

6.0

1.3

11.2

1.8

2.5

2.0

4.3

4.7

5.5

0 20 40 60 80 100

全 体

（平成26年度）（N=6369）

（平成27年度）（N=6092）

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）（N=2063）

（平成27年度）（N=1826）

住宅型有料老人ホーム

（平成26年度）（N=2147）

（平成27年度）（N=2430）

サービス付き高齢者向け住宅(特)

（平成26年度）（N=200）

（平成27年度）（N=139）

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

（平成26年度）（N=1855）

（平成27年度）（N=1697）

０％ 10％未満 10～20％未満 20～30％未満 30％以上 エラー・無回答

％
平均

12.7％

12.0％

11.3％

14.6％

11.5％

13.1％

12.3％

14.1％

13.0％

12.3％
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（２） 退去先別 退去者数 [問８(２)] 

すべての施設類型で「死亡による契約終了」が最も多く４～５割を占めている。施設別にでは、介護

付有料老人ホームで 53.8％、サービス付き高齢者向け施設（特定施設）で 39.6％、住宅型有料老人

ホームで 38.8％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で 33.0％となっている。 

一方、「病院・診療所」への退去が住宅型有料老人ホームで 24.6％、サービス付き高齢者向け住宅

（特定施設）で 21.6％、介護付有料老人ホームで 19.0％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）

で 18.3％となっている。 

サービス付き高齢者向け住宅では「自宅、家族・親族と同居」も 12～13％見られる。 

 

表 III-43 退去先別 退去者数（平成 27 年度調査） 

   

9.2

20.8

3.6

3.9

2.1

1.7

2.4

1.0

7.2

1.0

2.2

43.4

7.0

19.0

2.9

4.5

0.7

0.9

1.1

0.4

5.9

0.5

1.8

53.8

8.3

24.6

4.0

3.3

3.8

1.1

2.6

1.2

8.4

0.8

1.9

38.8

12.2

21.6

3.7

2.6

1.7

2.9

1.9

0.9

8.8

0.4

3.2

39.6

13.8

18.3

4.4

4.1

2.1

4.0

4.1

1.9

7.7

2.0

3.1

33.0

0 20 40 60 80 100

自宅、家族・親族等と同居

病院・診療所

介護老人保健施設・介護療養型医療施設

特定施設入居者介護の指定を受けている貴施設以外の有料老人

ホーム

特定施設入居者介護の指定を受けていない貴施設以外の有料老

人ホーム

特定施設入居者介護の指定を受けていない貴施設以外のサービ

ス付き高齢者向け住宅

認知症高齢者グループホーム

軽費老人ホーム、養護老人ホーム

介護老人福祉施設(特別養護老人ホーム)

特定施設入居者介護の指定を受けている貴施設以外のサービス

付き高齢者向け住宅

その他（不明を含む）

死亡による契約終了

全体（平成27年度）

（N=26442）

介護付有料老人ホーム（平成27年度）

（N=10556）

住宅型有料老人ホーム（平成27年度）

（N=8855）

サービス付き高齢者向け住宅（特）

（平成27年度）（N=695）

サービス付き高齢者向け住宅（非特）（平成27年度）

（N=6336）

％
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平成 26 年度調査と比較すると、いずれの施設類型でも「死亡による契約終了」の割合が２～３ポイン

ト高まっている。 

 

 

 

 

 

 

 

表 III-44 退去先別 退去者数（平成 26 年度調査） 

 

 

  

10.1

20.0

5.4

4.6

2.1

1.7

2.5

1.1

6.9

1.2

2.9

41.5

7.0

18.2

4.9

5.5

1.0

0.8

1.3

0.6

5.3

1.1

2.5

51.7

9.1

23.7

5.9

3.5

3.9

1.1

2.8

1.4

8.6

0.7

2.4

36.6

10.3

23.8

4.9

4.0

2.0

1.9

2.5

1.2

7.3

2.5

3.1

36.5

17.1

18.1

5.8

4.4

1.8

3.9

4.1

1.7

7.5

1.7

4.2

29.8

0 20 40 60 80 100

自宅、家族・親族等と同居

病院・診療所

介護老人保健施設・介護療養型医療施設

特定施設入居者介護の指定を受けている貴施設以外の有料老人

ホーム

特定施設入居者介護の指定を受けていない貴施設以外の有料老

人ホーム

特定施設入居者介護の指定を受けていない貴施設以外のサービ

ス付き高齢者向け住宅

認知症高齢者グループホーム

軽費老人ホーム、養護老人ホーム

介護老人福祉施設(特別養護老人ホーム)

特定施設入居者介護の指定を受けている貴施設以外のサービス

付き高齢者向け住宅

その他（不明を含む）

死亡による契約終了

全 体

（平成26年度）（N=26564）

介護付有料老人ホーム（平成26年度）（N=11274）

住宅型有料老人ホーム（平成26年度）（N=7733） サービス付き高齢者向け住宅(特)（平成26年度）（N=844）

サービス付き高齢者向け住宅(非特)（平成26年度）（N=6357）

％
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（３） 死亡による契約終了の場合の逝去場所 [問８(２)①] 

介護付有料老人ホーム、住宅型有料老人ホームでは、「居室」の割合が、それぞれ 50.2％、49.7％と

なっているのに対し、サービス付き高齢者向け住宅ではこれより少なく、特定で 42.9％、非特定施設で

37.5％となっている。 

平成 26 年度調査と比較すると、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）を除いて、「居室」の割

合が上昇しており、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では 8.4 ポイント高くなっている。 

 

表 III-45 死亡による契約終了の場合の逝去場所別 人数比率 

 

 

  

43.6

47.5

43.8

50.2

46.5

49.7

34.5

42.9

38.4

37.5

1.2

0.8

1.9

1.1

0.3

0.5

0.7

0.4

0.3

0.3

1.7

0.6

2.9

1.1

0.4

0.1

0.0

0.0

0.2

0.5

13.7

11.9

12.6

11.0

14.4

12.5

17.4

10.6

16.0

13.1

36.8

38.3

34.1

35.7

37.8

36.7

46.0

45.3

43.8

46.9

2.9

0.9

4.6

0.9

0.6

0.5

1.4

0.8

1.4

1.7

0 20 40 60 80 100

全 体

（平成26年度）（N=11193）

（平成27年度）（N=10438）

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）（N=6118）

（平成27年度）（N=4974）

住宅型有料老人ホーム

（平成26年度）（N=2740）

（平成27年度）（N=3319）

サービス付き高齢者向け住宅(特)

（平成26年度）（N=287）

（平成27年度）（N=245）

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

（平成26年度）（N=1885）

（平成27年度）（N=1900）

居室 一時介護室や健康管理室

併設診療所など 病院・診療所（死亡当日、前日、前々日の入院）

病院・診療所（上記より前に入院） その他

％
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IV  介護・医療サービスの利用状況の変化 

１ 特定施設入居者生活介護の指定を受けていない施設における介護サービスの利用状況 

 問 13、14 は特定施設入居者生活介護の指定を受けていない住宅型有料老人ホーム、サービス付

き高齢者向け住宅のみを対象としている。 

 

１） ケアプランの作成状況 

（１） 介護保険サービス利用者数 [問 13(１)] 

住宅型有料老人ホームでは平均 21.5 人、50 人換算で 40.8 人に相当する。「10～20 人未満」が

25.3％と最も高く、次いで「10 人未満」が 18.6％、「20～30 人未満」が 18.1％となっている。 

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では平均21.9人、50人換算で35.7人に相当する。「10

～20 人未満」が 23.6％と最も高く、次いで「20～30 人未満」が 20.9％、「10 人未満」が 12.6％となって

いる。 

平成 26 年度調査と比較すると、サービス付き高齢者向け住宅で利用者が増加している。 

 

表 IV-1 介護保険サービスを利用している入居者数 

（非特定施設のみ） 

 

 

注）本設問では、介護保険サービス利用者数が問６(４)要支援１～要介護５の合計人数を上回っている場合はエラーとして扱っ
た。 

 

  

1.7

2.3

1.7

2.2

1.7

2.3

19.3

16.1

20.1

18.6

18.4

12.6

27.6

24.6

27.6

25.3

27.5

23.6

18.7

19.3

17.1

18.1

20.4

20.9

10.1

9.9

9.5

9.9

10.8

10.0

4.9

5.3

5.5

4.9

4.3

5.7

3.9

4.1

4.5

4.8

3.1

3.1

4.1

4.9

3.7

4.7

4.6

5.2

9.7

13.6

10.2

11.5

9.1

16.6

0 20 40 60 80 100

全 体

（平成26年）（n=4003）

（平成27年）（n=4127）

住宅型有料老人ホーム

（平成26年）（n=2147）

（平成27年）（n=2430）

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

（平成26年）（n=1855）

（平成27年）（n=1697）

０人 10人未満 10～20人未満 20～30人未満 30～40人未満 40～50人未満 50人以上 エラー 無回答

％

平均

20.7人

21.0人

20.3人

50人換算平均

36.4人

40.6人

31.6人

21.7人

21.5人

21.9人

38.8人

40.8人

35.7人
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入居者総数に対する介護保険サービスの利用者の割合は、住宅型有料老人ホームでは平均

92.2％であった。「100％」が 57.8％、次いで「90～100％未満」12.1％、「70～90％未満」6.9％となって

いる。 

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では平均 85.0％であった。「100％」が 32.8％、次いで

「70～90％未満」15.9％、「90～100％未満」15.8％となっている。 

平成 26 年度調査と比較して特徴的な変化は見られない。 

自立を除く入居者に対する割合で見てもほぼ同様の傾向となった。 

 

表 IV-2 入居者総数に対する介護保険サービス利用者の割合 

（非特定施設のみ） 

 

 

注）介護保険サービス利用者の入居者総数に対する割合＝問 11(１)介護保険サービス利用者数÷問６(１)②入居者総数 

 

表 IV-3 自立を除く入居者総数に対する介護保険サービス利用者の割合 

（非特定施設のみ） 

 

 

注）本設問は、問６(４)②～⑨（自立を除く入居者数合計）が「０人」の施設は集計対象外としている。                   
入居者総数に対する介護保険サービス利用者の自立を除く割合＝（問 11(１)介護保険サービス利用者数÷問６(４)②～⑨
自立を除く入居者総数） 

5.3

5.3

4.1

4.4

6.6

6.4

6.5

4.1

3.1

2.4

10.5

6.6

12.0

10.6

6.4

6.9

18.5

15.9

11.6

13.6

10.3

12.1

13.2

15.8

49.6

47.5

61.6

57.8

35.6

32.8

15.0

18.9

14.5

16.3

15.6

22.5

0 20 40 60 80 100

全 体

（平成26年）（N=3997）

（平成27年）（N=4123）

住宅型有料老人ホーム

（平成26年）（N=2146）

（平成27年）（N=2429）

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

（平成26年）（N=1850）

（平成27年）（N=1694）

50％未満 50～70％未満 70～90％未満 90～100％未満 100％ エラー・無回答

％

88.7％

平均

92.6％

84.1％

89.4％

92.2％

85.0％

1.6

2.5

1.5

2.5

1.7

2.5

2.1

1.4

1.2

0.9

3.1

2.1

7.0

5.7

3.6

3.9

11.0

8.2

8.7

8.3

6.6

5.7

11.1

12.1

57.7

60.1

65.8

67.9

48.3

49.0

22.9

22.0

21.2

19.2

24.8

26.1

0 20 40 60 80 100

全 体

（平成26年）（N=3986）

（平成27年）（N=4115）

住宅型有料老人ホーム

（平成26年）（N=2143）

（平成27年）（N=2427）

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

（平成26年）（N=1842）

（平成27年）（N=1688）

50％未満 50～70％未満 70～90％未満 90～100％未満 100％ エラー・無回答

％

94.8％

平均

96.2％

93.1％

94.5％

95.5％

93.0％
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（２） 入居者のケアプランを作成している居宅介護支援事業所数 [問 13(２)] 

入居者のケアプランを作成している居宅介護支援事業所数は、住宅型有料老人ホームで平均 5.0

箇所、サービス付き高齢者向け住宅で平均 5.1 箇所であった。 

平成 26 年度調査と比較すると、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で増加した。 

 

 

表 IV-4 入居者のケアプランを作成している居宅介護支援事業所数 

（非特定施設のみ） 

 

 

注）本設問では、「０箇所」と回答した施設はエラー扱いとしている。 

  

18.2

0.1

18.3

0.1

18.0

0.1

14.4

17.1

13.4

18.4

15.6

15.3

13.8

10.9

11.9

11.1

15.9

10.7

10.4

10.7

10.4

10.6

10.4

10.9

8.3

11.2

8.9

11.4

7.5

10.8

11.0

7.9

12.4

7.8

9.5

7.9

6.9

18.5

7.1

18.4

6.7

18.7

10.5

11.3

10.9

11.6

10.0

10.9

1.5

0.7

1.4

0.7

1.6

0.7

5.0

11.6

5.3

9.9

4.7

14.1

0 20 40 60 80 100

全 体

（平成26年）（N=3612）

（平成27年）（N=4034）

住宅型有料老人ホーム

（平成26年）（N=1914）

（平成27年）（N=2376）

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

（平成26年）（N=1697）

（平成27年）（N=1658）

１箇所 ２箇所 ３箇所 ４箇所 ５箇所 ６～７箇所 ８～10箇所 10箇所以上 エラー 無回答

％

平均

4.8箇所

5.0箇所

4.6箇所

5.0箇所

5.0箇所

5.1箇所
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（３） 併設または隣接の居宅介護支援事業所の状況 [問 13(３)①②③] 

住宅型有料老人ホームでは「併設」が 20.7％、「隣接」が 11.5％、サービス付き高齢者向け住宅（非

特定施設）では「併設」28.5％、「隣接」が 11.9％であった。 

 

表 IV-5 併設または隣接の居宅介護支援事業所の状況  

（非特定施設のみ） 

  

 
 

併設または隣接の居宅介護支援事業所の運営法人との関係は、住宅型有料老人ホーム、サービス

付き高齢者向け住宅（非特定施設）とも「同一グループ」が約４割、「別法人」が約 3割がとなっている。 

 

表 IV-6 併設または隣接の居宅介護支援事業所の運営法人との関係 

（非特定施設のみ） 

 

  

23.9

20.7

28.5

11.7

11.5

11.9

43.6

48.5

36.5

20.8

19.2

23.2

0 20 40 60 80 100

全 体

住宅型有料老人ホーム

サービス付き高齢者向け住宅（非特）

併設 隣接 その他 無回答

％

N=4,034

N=2,376

N=1,658

43.4

41.2

46.6

30.6

34.6

25.0

25.9

24.2

28.3

0 20 40 60 80 100

全 体

住宅型有料老人ホーム

サービス付き高齢者向け住宅（非特）

同一グループ 別法人 無回答

％

N=4,034

N=2,376

N=1,658
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併設または隣接の居宅介護支援事業所でケアプランを作成している入居者の割合は、住宅型有料

老人ホームで平均 78.1％、サービス付き高齢者向け住宅(非特定施設)で平均 70.3％であった。 

また、住宅型有料老人ホームの 39.1％、サービス付き高齢者向け施設（非特定施設）の 25.1％で、

すべての入居者のケアプランが併設・隣接の居宅介護支援事業所で作成されていた。 

 

表 IV-7 併設または隣接の居宅介護支援事業所でケアプランを作成している貴施設の入居者数の割合 

（非特定施設のみ） 

 

 
注）介護保険利用者に占めるケアプランの作成割合＝居宅介護支援事業所でケアプランを作成している貴施設の入居者数

（問 13(3)③÷介護保険サービスを利用している入居者数（問 13(1)） 

  

8.9

8.0

10.2

3.5

3.2

4.1

5.6

5.2

6.2

8.5

7.8

9.5

5.7

5.5

6.0

5.6

4.9

6.7

33.4

39.1

25.1

28.8

26.3

32.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（N=4,034）

住宅型有料老人ホーム

（N=2,376）

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

（N=1,658）

20％未満 20％～40％未満 40～60％未満 60～80％未満

80～90％未満 90～100％未満 100％ エラー・無回答

平均

75.1%

78.1%

70.3%
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２） 介護保険サービス等の利用状況  

（１） 介護保険サービス利用者数に対する各サービスの利用者の割合 [問 14①÷問 13（１）] 

住宅型有料老人ホームでは「訪問介護」が 73.8％、「通所介護、通所リハ」が 66.5％、「訪問看護」が

17.3％となっている。 

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では、「訪問介護」が 69.5％、「通所介護、通所リハ」が

64.9％、「訪問看護」が 16.0％となっている。 

平成 26 年度調査と比べても、特徴的な変化は見られない。 

 

表 IV-8 介護保険サービス利用者に対する介護サービス等利用者の割合（平成 27 年度調査） 

（非特定施設のみ） 

   

 

注）介護サービス等利用者の割合＝問 14①介護サービス等の利用者総数÷問 13(１)介護保険サービス利用者数 

  

72.1

65.9

16.8

0.8

8.4

2.6

73.8

66.5

17.3

0.5

6.0

1.2

69.5

64.9

16.0

1.3

11.5

4.4

0 20 40 60 80 100

訪問介護

通所介護、通所リハ

訪問看護（医療保険によるものを含む）

小規模多機能型居宅介護、複合型サービス

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

短期入所生活介護、短期入所療養介護

全体（N=4,127) 住宅型有料老人ホーム

N=2,430

サービス付き高齢者向け住宅（非特)

N=1,697

％
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表 IV-9 介護保険サービス利用者に対する介護サービス等利用者の割合（平成 26 年度調査） 

（非特定施設のみ） 

 

  

  

69.3

62.8

14.6

7.1

3.2

0.5

71.9

65.9

15.8

5.0

1.3

0.2

66.4

59.2

13.3

9.3

5.3

0.7

0 20 40 60 80 100

訪問介護

通所介護、通所リハ

訪問看護（医療保険によるものを含む）

小規模多機能型居宅介護、複合型サービス

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

短期入所生活介護、短期入所療養介護

全 体

N=4,003

有料老人ホーム

N=2,147

サービス付き高齢者向け住宅

N=1,855

％
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（２） 併設・隣接事業所からサービスを受けている利用者の割合 [問 14②÷問 14①] 

併設・隣接事業所からのサービスを受けている割合が高いのは、住宅型有料老人ホーム、サービス

付き高齢者向け施設（非特定施設）とも「小規模多機能型居宅介護、複合型サービス」で約８割、｢訪問

介護｣で約７割、｢通所介護、通所リハ｣で約６割となっている。 

平成 26 年度調査と比較すると、サービス付き高齢者向け住宅(非特定施設)では、「定期巡回・随時

対応型訪問介護看護」を併設・隣接事業所からサービスを受けている割合が約７割と大きく伸びている。 

 

表 IV-10 介護保険サービス利用者が併設・隣接事業所からサービスを受けている割合 

（平成 27 年度調査）（非特定施設のみ） 

 

 

注）介護サービスを受けている入居者に対する、併設・隣接事業所からサービスを受けている利用者の割合＝問 14②介護サー

ビス等の利用者 うち併設・隣接事業所からサービスを受けている利用者÷問 14①介護サービス等利用者総数 

  

84.1

67.9

61.2

62.3

47.6

28.1

84.3

67.8

62.0

42.0

44.8

25.8

83.9

68.1

60.1

69.5

48.5

30.7

0 20 40 60 80 100

小規模多機能型居宅介護、複合型サービス

N=1,837、N=1,080、N=757

訪問介護

N=3,712、N=2,158、N=1,554

通所介護、通所リハ

N=3,843、N=2,255、N=1,588

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

N=1,695、N=1,012、N=683

短期入所生活介護、短期入所療養介護

N=1,679、N=1,004、N=675

訪問看護（医療保険によるものを含む）

N=2,931、N=1,686、N=1,245

全体 有料老人ホーム サービス付き高齢者向け住宅

％
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表 IV-11 介護保険サービス利用者が併設・隣接事業所からサービスを受けている割合 

（平成 26 年度調査）（非特定施設のみ） 

 

 

  

84.6

64.1

58.1

41.4

33.0

23.8

85.8

65.8

61.0

43.9

38.0

22.4

84.0

62.4

54.9

40.7

30.3

25.0

0 20 40 60 80 100

小規模多機能型居宅介護、複合型サービス

訪問介護

通所介護、通所リハ

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

短期入所生活介護、短期入所療養介護

訪問看護（医療保険によるものを含む）

全体 有料老人ホーム サービス付き高齢者向け住宅

％

N=1,438、N=809、N=629

N=3,514、N=1,870、N=1,643

N=3,669、N=1,962、N=1,706

N=1,348、N=754、N=594

N=1,252、N=746、N=506

N=2,536、N=1,361、N=1,174
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２ 特定施設におけるサービスの状況 

１） 特定施設における各種加算の算定状況 

加算の算定状況（問 16）は特定施設入居者介護の指定（問 2（3））で「2.一般型（介護）」「3.一般型

（介護予防）」「4.地域密着型」のいずれかと回答した施設のみを対象としている。 

 

（１） 夜間看護体制加算 [問 16(１)] 

夜間看護体制加算を算定している施設は、介護付有料老人ホームでは 65.2％、サービス付き高齢

者向け施設では 48.9％であった。 

平成 26 年度調査と比較すると、介護付有料老人ホームでは約 19 ポイント、サービス付き高齢者向

け住宅では約 15 ポイント上昇した。 

 

表 IV-12 夜間看護体制加算の有無（特定施設のみ） 

 

 

 マッチング集計 

表 IV-13 夜間看護体制加算の有無（特定施設のみ）のマッチング集計 

 

 

45.6

64.1

46.7

65.2

33.5

48.9

30.1

31.4

28.2

31.3

50.3

32.4

24.3

4.5

25.1

3.5

16.2

18.7

0 20 40 60 80 100

全体

（平成26年度）(N=2247)

（平成27年度）(N=1965)

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）(N=2056)

（平成27年度）(N=1826)

サービス付高齢者向け住宅(特)

（平成26年度）(N=191)

（平成27年度）(N=139)

加算あり 加算なし 無回答

％

21.2

27.9

12.3

23.0

62.4

45.9

4.1

3.3

0 20 40 60 80 100

介護付有料老人ホーム

ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅

（特定施設)

加算なし（変化なし） 加算なし→加算あり

加算あり（変化なし） 加算あり→加算なし

％

N=884

N=61
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 個別機能訓練加算 [問 16(２)] 

個別機能訓練加算を算定している施設は、介護付有料老人ホームでは 25.3％、サービス付き高齢

者向け住宅では 26.6％であった。 

平成 26 年度調査と比較すると、介護付有料老人ホームで約５ポイント、サービス付き高齢者向け住

宅（特定施設）では、約４ポイント上昇した。 

個別機能訓練加算の毎月の申請人数は、介護付有料老人ホームでは平均 47.4 人（50 人換算で

37.5 人相当）、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では平均 34.１人（50 人換算で 37.6 人に相

当）であった。 

 

表 IV-14 個別機能訓練加算の有無（特定施設のみ） 

 

 

 

表 IV-15 個別機能訓練加算の毎月の算定人数 

（特定施設かつ 「個別機能訓練加算あり」と回答した施設のみ） 

 

 

 

 

20.1

25.4

19.8

25.3

22.5

26.6

55.1

70.1

54.6

71.2

60.7

55.4

24.8

4.5

25.6

3.5

16.8

18.0

0 20 40 60 80 100

全体

（平成26年度）(N=2247)

（平成27年度）(N=1965)

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）(N=2056)

（平成27年度）(N=1826)

サービス付高齢者向け住宅(特)

（平成26年度）(N=191)

（平成27年度）(N=139)

加算あり 加算なし 無回答

％

6.0

2.8

5.1

2.8

14.0

2.7

7.8

3.6

7.6

2.4

9.3

18.9

13.5

11.6

14.0

11.7

9.3

10.8

12.9

16.2

12.5

16.2

16.3

16.2

13.3

15.4

12.7

14.7

18.6

24.3

13.5

10.2

13.2

10.2

16.3

10.8

8.0

9.8

8.3

10.6

4.7

0.0

4.4

4.6

4.7

4.8

2.3

2.7

8.6

6.6

9.6

7.1

0.0

12.0

19.0

12.3

19.5

9.3

13.5

0 20 40 60 80 100

全体

（平成26年度）(N=451)

（平成27年度）(N=499)

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）(N=408)

（平成27年度）(N=462)

サービス付高齢者向け住宅(特)

（平成26年度）(N=43)

（平成27年度）(N=37)

10人未満 10～20人未満 20～30人未満 30～40人未満 40～50人未満

50～60人未満 60～70人未満 70～80人未満 80人以上 無回答

％

45.4人

平均

46.3人

46.6人

34.2人

47.4人

34.1人
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 マッチング集計 

表 IV-16 個別機能訓練加算の有無（特定施設のみ）のマッチング集計 

 

 

 

表 IV-17 個別機能訓練加算の人数（特定施設のみ）のマッチング集計 

 

 

  

66.2

52.4

6.5

15.9

22.8

19.0

4.6

12.7

0 20 40 60 80 100

介護付有料老人ホーム

ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅

（特定施設)

加算なし（変化なし） 加算なし→加算あり

加算あり（変化なし） 加算あり→加算なし

％

N=878

N=63

10.0

4.0

16.7

10.5

9.0

16.7

25.0

14.5

16.5

41.7

16.7

10.0

16.0

8.3

16.7

13.5

7.5

16.7

8.3

12.0

13.5

6.0

7.0

8.3

10.5

8.0

13.0

18.5

25.0

0 20 40 60 80 100

介護付有料老人ホーム

（平成26年）

（平成27年）

ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅

（特定施設) （平成

26年）

（平成27年）

20人未満 20～30人未満 30～40人未満 40～50人未満 50～60人未満

60～70人未満 70～80人未満 80人以上 無回答

％

n=200

n=12

n=12

n=200

平均

50.5人

50.6人

30.7人

39.8人
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（２） 医療機関連携加算 [問 16(３)] 

医療機関連携加算を算定している施設は、介護付有料老人ホームでは 80.2％、サービス付き高齢

者向け住宅（特定施設）では51.8％であり、平成26年度調査と比較すると介護付有料老人ホームで24

ポイント、サービス付き高齢者向け住宅で５ポイント上昇した。 

医療機関連携加算の人数は、介護付有料老人ホームでは平均42.9人（50人換算で39.1人相当）、

サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では平均 34.1 人（50 人換算で 39.8 人相当）であった。 

 

表 IV-18 医療機関連携加算の有無（特定施設のみ） 

 

 

表 IV-19 医療機関連携加算の毎月の算定人数 

（「医療機関連携加算あり」と回答した施設のみ） 

 

 

  

55.4

78.2

56.2

80.2

46.6

51.8

20.4

17.5

18.9

16.5

36.1

30.2

24.2

4.4

24.9

3.3

17.3

18.0

0 20 40 60 80 100

全体

（平成26年度）(N=2247)

（平成27年度）(N=1965)

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）(N=2056)

（平成27年度）(N=1826)

サービス付高齢者向け住宅(特)

（平成26年度）(N=191)

（平成27年度）(N=139)

加算あり 加算なし 無回答

％

2.4

2.0

2.2

2.0

4.5

2.8

8.5

6.8

7.6

6.5

20.2

13.9

14.9

14.1

14.9

14.1

15.7

13.9

16.7

15.2

16.6

14.8

18.0

22.2

18.2

17.4

18.1

17.5

20.2

15.3

26.3

24.8

27.4

25.4

12.4

12.5

12.9

19.7

13.1

19.7

9.0

19.4

0 20 40 60 80 100

全体

（平成26年度）(N=1245)

（平成27年度）(N=1536)

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）(N=1156)

（平成27年度）(N=1464)

サービス付高齢者向け住宅(特)

（平成26年度）(N=89)

（平成27年度）(N=72)

10人未満 10～20人未満 20～30人未満 30～40人未満 40～50人未満 50人以上 無回答

％

平均

41.6人

42.3人

32.7人

34.1人

42.9人

34.1人
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 マッチング集計 

III  表 IV-20 医療機関連携加算の有無（特定施設のみ）のマッチング集計 

 

 

 

II  表 IV-21 医療機関連携加算の人数（特定施設のみ）のマッチング集計 

 

  

13.8

25.4

9.5

11.1

74.7

61.9

2.0

1.6

0 20 40 60 80 100

介護付有料老人ホーム

ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅

（特定施設)

加算なし（変化なし） 加算なし→加算あり

加算あり（変化なし） 加算あり→加算なし

％

N=887

N=63

8.0

7.7

28.2

20.5

14.5

13.9

15.4

15.4

16.7

15.1

20.5

15.4

17.9

19.3

20.5

17.9

15.5

16.1

7.7

15.4

6.3

8.0

2.6

3.9

4.1

4.8

4.7

12.2

11.2

7.7

12.8

0 20 40 60 80 100

介護付有料老人ホーム

（平成26年）

（平成27年）

ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅

（特定施設) （平成

26年）

（平成27年）

20人未満 20～30人未満 30～40人未満 40～50人未満 50～60人未満

60～70人未満 70～80人未満 80人以上 無回答

％

n=663

n=39

n=39

n=663

平均

43.6人

44.6人

29.6人

34.9人
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（３） 認知症専門ケア加算 [問 16(４)] 

認知症専門ケア加算を算定している施設は、介護付有料老人ホームでは 1.2％、サービス付き高齢

者向け住宅（特定施設）では 0.7％と、「加算なし」が大多数であった。 

 

表 IV-22 認知症専門ケア加算の有無（特定施設のみ） 

 

 

  

1.0

1.0

0.7

0.2

0.2

0.0

93.3

94.3

79.9

5.5

4.5

19.4

0 20 40 60 80 100

全 体

介護付有料老人ホーム

サービス付き高齢者向け住宅（特)

加算あり（Ⅰ） 加算あり（Ⅱ） 加算なし 無回答

％

N=1,965

N=1,826

N=139
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（４） サービス提供体制強化加算 [問 16(５)①] 

サービス提供体制強化加算を算定している施設は、介護付有料老人ホームでは69.4％、サービス付

き高齢者向け住宅（特定施設）では 51.8％であった。 

算定している加算種別は、介護付有料老人ホームでは「（Ⅰ）イ」、「（Ⅰ）ロ」の合計で18.5％、「（Ⅱ）」、

「（Ⅲ）」がそれぞれ約２割、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では、「（Ⅰ）イ」、「（Ⅰ）ロ」の合計

で 25.2％、「（Ⅱ）」で 19.4％、「（Ⅲ）」で 3.6％であった。 

 

表 IV-23 サービス提供体制強化加算の種別 

（特定施設のみ） 

 

  

10.9

10.6

15.1

8.1

7.9

10.1

23.0

23.2

19.4

20.0

21.2

3.6

6.2

6.4

3.6

27.1

26.9

30.2

4.7

3.7

18.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体

介護付有料老人ホーム

サービス付き高齢者向け住宅（特)

（Ⅰ）イ （Ⅰ）ロ （Ⅱ） （Ⅲ） 種別無回答 加算なし 無回答

N=1,965

N=1,826

N=139
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（５） 介護職員処遇改善加算 [問 16(６)] 

介護職員処遇改善加算を算定している施設は、介護付有料老人ホームで 93.5％、サービス付き高

齢者向け住宅（特定施設）で 73.4％であった。 

算定している加算種別を見ると、介護付有料老人ホームでは「（Ⅰ）」が 70.5％、「（Ⅱ）」で 12.4％、

「（Ⅲ）」、「（Ⅳ）」はそれぞれ 1.0％、0.8％であった。 

サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では「（Ⅰ）」が 54.7％、「（Ⅱ）」で 13.7％であった。 

 

表 IV-24 介護職員処遇改善加算の種別 

（特定施設のみ） 

  

69.4

70.5

54.7

12.5

12.4

13.7

0.9

1.0

0.0

0.7

0.8

0.0

8.6

8.9

5.0

3.8

3.2

11.5

4.2

3.3

15.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体

介護付有料老人ホーム

サービス付き高齢者向け住宅（特)

（Ⅰ） （Ⅱ） （Ⅲ） （Ⅳ） 種別無回答 加算なし 無回答

N=1,965

N=1,826

N=139



 

138 

２） 短期利用特定施設入居者生活介護の状況 

短期利用特定施設入居者生活介護（問 18）は、特定施設入居者介護の指定（問 2（3））で「2.一般型

（介護）」「3.一般型（介護予防）」「4.地域密着型」のいずれかと回答した施設のみを対象としている。 

 

（１） 短期利用特定施設入居者生活介護の届出状況 [問 18(１)] 

介護付有料老人ホームでは、「届出している」割合が 23.3％、サービス付き高齢者向け住宅（特定施

設）では 12.9％となっている。 

平成 26 年度と比較すると、介護付有料老人ホームで約８ポイント、サービス付き高齢者向け住宅(特

定施設)で約７ポイント「届出している」割合が上昇した。 

 

表 IV-25 短期利用特定施設入居者生活介護の届出（特定施設のみ） 

 

 

58.0

68.9

56.6

69.3

72.5

63.3

14.3

22.6

15.1

23.3

6.0

12.9

27.7

8.5

28.3

7.3

21.5

23.7

0 20 40 60 80 100

全体

（平成26年度）(N=2263)

（平成27年度）(N=1965)

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）(N=2063)

（平成27年度）(N=1826)

サービス付高齢者向け住宅(特)

（平成26年度）(N=割合)

（平成27年度）(N=139)

届出していない 届出している 無回答

％
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（２） 短期利用の入居者数 [問６(１)③] 

短期利用特定施設入居者生活介護の入居者数は、すべての施設類型で「０人」が約9割を占めてい

る。介護付有料老人ホームでは、「１人」の割合が 2.5％を超えているが、その他では１％未満となって

いる。 

 

表 IV-26 短期利用特定施設入居者生活介護の入居者数 

 

 

  

90.7

92.0

88.9

93.5

91.5

0.9

2.5

0.3

0.0

0.2

0.3

0.7

0.2

0.0

0.1

1.0

0.7

0.9

1.4

1.4

7.1

4.1

9.7

5.0

6.7

0 20 40 60 80 100

全体

(n=6,082)

介護付有料老人ホーム

(n=1,826)

住宅型有料老人ホーム

(n=2,427)

サービス付き高齢者向け住宅（特）

(n=139)

サービスき高齢者向け住宅（非特）

(n=1,690)

０人 １人 ２人 ３人以上 無回答

％

平均

7.3人

7.8人

13.9人

1.2人

0.2人
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（３） 短期利用の利用回数 [問 18(２)] 

短期利用特定施設入居者生活介護の利用回数は、介護付有料老人ホームで平均 2.9 回、サービス

付き高齢者向け住宅（特定施設）で平均 0.6 回となっている。 

平成26年度調査と比較すると、介護付有料老人ホームでは「10回以上」の施設が３ポイント減少して

いる。サービス付き高齢者向け施設（特定施設）では、「１回」の利用割合が約８ポイント増加し、「２回」、

「３～５回未満」の割合が０から約５ポイント増加している。 

 

表 IV-27 短期利用特定施設入居者生活介護の利用回数 

（短期利用特定施設入居者生活介護の届出をしている特定施設のみ） 

 

 

  

69.7

48.4

69.1

48.4

83.3

50.0

7.1

7.4

7.1

7.0

8.3

16.7

3.4

3.4

3.5

3.3

0.0

5.6

3.1

5.2

3.2

5.2

0.0

5.6

4.6

5.6

4.8

5.9

0.0

0.0

6.5

3.6

6.8

3.8

0.0

0.0

5.6

26.4

5.5

26.5

8.3

22.2

0 20 40 60 80 100

全体

（平成26年度）(N=323)

（平成27年度）(N=444)

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）(N=311)

（平成27年度）(N=426)

サービス付高齢者向け住宅(特)

（平成26年度）(N=12)

（平成27年度）(N=18)

０回 １回 ２回 ３～５回未満 ５～10回未満 10回以上 無回答

％

平均

4.1回

4.2回

0.1回

2.8回

2.9回

0.6回
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（４） 短期利用の合計利用日数 [問 18(３)] 

合計利用日数をみると、介護付有料老人ホームでは平均 19.5 日、サービス付き高齢者向け住宅（特

定施設）では平均 4.0 日であった。 

平成 26 年度調査と比較すると、介護付有料老人ホームでは、約７日減少し、サービス付き高齢者向

け住宅（特定施設）では約３日増加した。 

 

表 IV-28 短期利用特定施設入居者生活介護の合計利用日数 

（短期利用特定施設入居者生活介護の届出をしている特定施設のみ） 

 

 

 

  

70.0

46.4

69.5

46.5

83.3

44.4

5.7

5.6

5.9

5.2

0.0

16.7

4.7

9.7

4.6

9.6

8.3

11.1

2.2

2.7

2.3

2.8

0.0

0.0

3.5

2.3

3.6

2.3

0.0

0.0

7.9

4.7

8.2

4.9

0.0

0.0

6.0

28.6

5.9

28.6

8.3

27.8

0 20 40 60 80 100

全体

（平成26年度）(N=323)

（平成27年度）(N=444)

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）(N=305)

（平成27年度）(N=426)

サービス付高齢者向け住宅(特)

（平成26年度）(N=12)

（平成27年度）(N=18)

０日 10日未満 10～30日未満 30～50日未満 50～70日未満 70日以上 無回答

％

平均

25.7日

26.6日

0.9日

18.9日

19.5日

4.0日
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３ 往診・訪問診療の利用状況 

１） 最も多く往診・訪問診療を利用している医療機関の状況 

（１） 併設・隣接の状況 [問 10(1)①] 

最も多く往診・訪問診療を利用している医療機関の併設・隣接の状況は、有料老人ホームで「併設」、

「隣接」の合計が約１割、サービス付き高齢者向け住宅で約 1.5 割であった。「その他」がすべての施設

類型で最も多く約７割をしめる。 

 

表 IV-29 最も多く往診・訪問診療を利用している医療機関の状況 

併設・隣接の状況 

  

  

4.2

4.3

3.7

5.8

4.5

7.5

6.0

6.5

7.9

10.4

69.3

70.5

71.4

74.1

64.6

19.1

19.2

18.4

12.2

20.5

0 20 40 60 80 100

全 体

(N=6082）

介護付有料老人ホーム

(N=1826）

住宅型有料老人ホーム

(N=2427）

サービス付き高齢者向け住宅（特)

(N=139）

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

(N=1690）

併設 隣接 その他 無回答

％
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（２） 運営法人との関係 [問 10(1)②] 

最も多く往診・訪問診療を利用している医療機関の運営法人との関係は、「同一グループ」の割合は、

サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）で 21.6％と最も高く、次いでサービス付き高齢者向け住宅

（非特定施設）で16.7％、住宅型有料老人ホームで12.0％、介護付有料老人ホームで9.9％となってい

る。 

「別法人」の割合は、全施設類型で約７割であった。 

 

表 IV-30 最も多く往診・訪問診療を利用している医療機関の運営法人との関係 

 
  

12.9

9.9

12.0

21.6

16.7

69.5

71.7

71.4

67.6

64.6

17.6

18.4

16.6

10.8

18.7

0 20 40 60 80 100

全 体

(N=6082）

介護付有料老人ホーム

(N=1826）

住宅型有料老人ホーム

(N=2427）

サービス付き高齢者向け住宅（特)

(N=139）

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

(N=1690）

同一グループ 別法人 無回答

％
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２） 最も多く往診・訪問診療を利用している医療機関からの往診・訪問診療利用者数  

（１） 最も利用している医療機関の往診または訪問診療を受診した入居者割合の分布 [問 10(2)] 

最も利用している医療機関の往診または訪問診療を受診した入居者の割合が 50％以上の施設は、

介護付有料老人ホーム、住宅型有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では約４

割であり、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では約３割であった。 

 

表 IV-31 最も利用している医療機関の往診または訪問診療を受診した入居者割合の分布 

 

    

35.0

21.4

38.6

36.7

44.3

9.0

5.9

9.8

8.6

11.3

7.8

5.3

9.3

5.8

8.6

16.7

19.2

16.7

28.1

13.0

14.2

16.2

17.0

10.1

8.2

17.4

32.1

8.6

10.8

14.7

0 20 40 60 80 100

全 体

(n=6,082）

介護付有料老人ホーム

(n=1,826）

住宅型有料老人ホーム

(n=2,427）

サービス付き高齢者向け住宅（特)

(n=139）

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

(n=1,690）

30％未満 30～50％未満 50～70％未満 70～100％未満 100％ 無回答
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（２） 訪問診療の要介護度別実施回数別利用者数 [問 11] 

介護付有料老人ホームでは、「自立」の人は「月０回」が 95.1％、「要支援１・２」以上では「月２回以上」

利用している割合が３割を超え、要介護度が上がるにつれて「月２回以上」利用している割合が高くなっ

ている。住宅型有料老人ホームでは、「自立」「要支援１・２」の人は「月０回」が93.5％、74.9％、「要介護

１」以上では「月２回以上」利用している割合が３割を超え、要介護度が上がるにつれて「月２回以上」利

用している割合が高くなっている。 

サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では、「自立」の人は「月０回」の割合が 96.8％、「要支援

１・２」以上で「月２回以上」利用している割合が３割を超え、要介護度が上がるにつれて「月２回以上」利

用している割合が高くなっている。サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では、「自立」「要支援

１・２」では「月０回」の割合が 92.2％、81.0％、「要介護１」以上では「月２回以上」利用している割合が約

２割～４割となり、要介護度が上がるにつれて「月２回以上」利用している割合が高くなっている。 

 

表 IV-32 訪問診療の要介護度別実施回数別利用者数 
単位：人 

 

  

  

全体 有料老人ホーム（特定施設） 有料老人ホーム（非特定施設）

月０回(利
用していな
い)

月１回 月２回 月３回以
上

月０回(利
用していな
い)

月１回 月２回 月３回以
上

月０回(利
用していな
い)

月１回 月２回 月３回以
上

自立 9,097 195 322 49 5,158 125 117 26 1,880 44 74 13

94.1 2.0 3.3 0.5 95.1 2.3 2.2 0.5 93.5 2.2 3.7 0.6

要支援１・２ 8,793 808 2,924 251 3,042 460 1,756 129 2,057 164 466 60

68.8 6.3 22.9 2.0 56.5 8.5 32.6 2.4 74.9 6.0 17.0 2.2

要介護１ 11,665 1,690 7,530 744 3,669 646 3,813 387 3,784 526 1,952 201

53.9 7.8 34.8 3.4 43.1 7.6 44.8 4.5 58.5 8.1 30.2 3.1

要介護２ 10,331 1,769 8,198 939 2,911 551 3,468 418 3,978 742 2,820 293

48.6 8.3 38.6 4.4 39.6 7.5 47.2 5.7 50.8 9.5 36.0 3.7

要介護３ 7,450 1,789 7,543 1,034 2,313 594 3,280 486 3,145 749 2,694 345

41.8 10.0 42.3 5.8 34.7 8.9 49.2 7.3 45.4 10.8 38.9 5.0

要介護４・５ 10,701 3,072 13,873 2,890 4,064 1,215 6,338 1,252 4,386 1,300 5,155 1,183

35.0 10.1 45.4 9.5 31.6 9.4 49.3 9.7 36.5 10.8 42.9 9.8

全　　体 58,037 9,323 40,390 5,907 21,157 3,591 18,772 2,698 19,230 3,525 13,161 2,095

51.1 8.2 35.5 5.2 45.8 7.8 40.6 5.8 50.6 9.3 34.6 5.5

月０回(利
用していな
い)

月１回 月２回 月３回以
上

月０回(利
用していな
い)

月１回 月２回 月３回以
上

自立 150 0 5 0 1,909 26 126 10

96.8 0.0 3.2 0.0 92.2 1.3 6.1 0.5

要支援１・２ 328 8 146 2 3,366 176 556 60

67.8 1.7 30.2 0.4 81.0 4.2 13.4 1.4

要介護１ 444 49 249 7 3,768 469 1,516 149

59.3 6.5 33.2 0.9 63.8 7.9 25.7 2.5

要介護２ 304 44 204 12 3,138 432 1,706 216

53.9 7.8 36.2 2.1 57.1 7.9 31.1 3.9

要介護３ 180 50 195 16 1,812 396 1,374 187

40.8 11.3 44.2 3.6 48.1 10.5 36.5 5.0

要介護４・５ 233 64 323 41 2,018 493 2,057 414

35.2 9.7 48.9 6.2 40.5 9.9 41.3 8.3

全　　体 1,639 215 1,122 78 16,011 1,992 7,335 1,036

53.7 7.0 36.7 2.6 60.7 7.6 27.8 3.9

ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅（特定施設） ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅（非特定施設）
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V  看取りの状況 
短期利用特定施設入居者生活介護（問 18）は、特定施設入居者介護の指定（問 2（3））で「2.一般型

（介護）」「3.一般型（介護予防）」「4.地域密着型」のいずれかと回答した施設のみを対象としている。 

１ 看取り介護加算の状況 

１） 看取り介護加算の算定状況 

（１） 看取り介護加算の届出状況 [問 16（７）①] 

介護付有料老人ホームでは「届出している」が 51.8％、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）で

は 28.8％であった。 

平成 26年度調査と比較すると、「届け出している」割合は介護付有料老人ホーム、サービス付き高齢

者向け住宅(特定施設）ともに上昇している。 

 

表 V-1 看取り介護加算（特定施設のみ） 

 

 

  

42.5

40.5

41.1

39.5

57.6

53.2

32.1

50.2

32.9

51.8

24.1

28.8

25.4

9.4

26.1

8.7

18.3

18.0

0 20 40 60 80 100

全体

（平成26年度）(N=2247)

（平成27年度）(N=1965)

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）(N=2056)

（平成27年度）(N=1826)

サービス付高齢者向け住宅(特)

（平成26年度）(N=191)

（平成27年度）(N=139)

届出していない 届出している 無回答

％
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（２） 看取り介護加算の加算算定人数 [問 16（７）②] 

看取り介護加算を「届出している」人数は、2015 年 4～6月の看取り介護加算の累計算定人数をみる

と、介護付有料老人ホームでは平均 1.1人、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では平均0.3 人

であった。 

 

表 V-2 看取り介護加算の 4～6月算定人数 

（特定施設かつ 「看取り介護加算を届出している」と回答した施設のみ） 

 

 

  

52.8

34.6

51.9

33.1

65.2

70.0

19.4

16.2

19.4

16.5

19.6

10.0

10.0

9.5

10.2

9.6

6.5

7.5

9.0

9.2

9.2

9.6

6.5

0.0

8.9

30.4

9.3

31.2

2.2

12.5

0 20 40 60 80 100

全体

（平成26年度）(N=722)

（平成27年度）(N=986)

介護付有料老人ホーム

（平成26年度）(N=676)

（平成27年度）(N=946)

サービス付高齢者向け住宅(特)

（平成26年度）(N=46)

（平成27年度）(N=40)

０人 １人 ２人 ３人以上 無回答

％

平均

1.1人

1.1人

0.7人

1.1人

1.1人

0.3人
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２） 看取りを実施したものの加算を算定できない理由 [問 17] 

看取り介護加算を算定できない理由は、介護付有料老人ホームでは、「医師により回復の見込みが

ないと診断されていなかったから」が最も高く 6.3％、次いで「利用者や家族からの同意を得ていなかっ

たから」で 5.7％、「看取り介護加算を算定する準備ができていなかったから」で 3.0％あった。 

サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）では、「利用者や家族からの同意を得ていなかったから」

で最も高く 16.7％、次いで、｢看取りに係る介護計画、ケアプランが作成されていなかったから｣で

16.7％、「看取り介護加算を算定する準備ができていなかったから」および「書類作成や事務手続きが

煩雑であったから」で 8.3％であった。 

 

表 V-3 看取り介護加算を算定できない理由 （特定施設のみ） 

 

 

 

  

6.2

5.9

3.1

3.1

1.6

0.6

0.3

0.3

6.8

21.4

58.8

6.3

5.7

2.8

3.0

1.4

0.6

0.2

0.3

7.0

21.3

58.8

0.0

16.7

16.7

8.3

8.3

0.0

8.3

0.0

0.0

25.0

58.3

0 20 40 60 80 100

医師により回復の見込みがないと診断されていなかったから

利用者や家族からの同意を得ていなかったから

看取りに係る介護計画、ケアプランが作成されていなかったから

看取り介護加算を算定する準備ができていなかったから

書類作成や事務手続きが煩雑であったから

短期利用であったから

施設所属の看護職員が准看護師しかいないから

看取りに関する職員研修を実施していなかったから

上記以外の理由

特になし

無回答

全 体

（N=645）

介護付有料老人ホーム

（N=633）

サービス付き高齢者向け住宅（特）

（N=12）

％
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２ 看取りに関する実績 

１） 施設内での看取りの実績人数 [問８(2)①うち看取り] 

本調査研究では看取り率の定義を、下記に示している A～D の各指標を所与として、「A.病院・療養

型への入院もしくは死亡による契約終了」に対する、C～D の各指標の割合について確認した。看取り

の実態を適切に表す指標を模索した結果、本調査研究では最終的に「A. 病院・療養型への入院もしく

は死亡による契約終了」に対する「D.うち看取り数」（D/A）を、本調査研究における看取り率として調査

を進めた。 

看取り率（D/A）は、住宅型有料老人ホームで 24.1％と最も高く、次いで介護付有料老人ホームで

23.3％、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）で 18.2％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施

設）で 17.8％であった。 

 

表 V-4 看取りの実績人数および看取り率 

 

 

注）C.うち看取り数の看取りは、サービスを提供する施設側で、看取りを実施していると認識していたケースを指している 

 

 クロス集計 

日中、夜間ともに「看護職員がいる」もしくは「看護職員はいないが、訪問看護ステーション等と連携し

ている」施設で、看取り率が高い。さらに、夜間では「施設の看護職員がいる」施設の方が「訪問看護ス

テーション、医療機関と連携している」施設で、看取り率が高い。 

 

表 V-5 看護職員の体制別 看取り率 

[問８(２)－①看取り率×問３（３）看護職員の体制] 

 

  

A
.病院・療養型への
入院もしくは死亡に
よる契約終了

B
居室、一時介護
室での死亡もしく
は前々日までの

入院

C
逝去数

D
うち看取り数

B/A C/A D/A

介護付有料老人ホーム 7,845 3,101 2,552 1,828 39.5% 32.5% 23.3%

住宅型有料老人ホーム 5,724 2,081 1,666 1,382 36.4% 29.1% 24.1%

サービス付き高齢者向け住宅(特定施設） 429 132 106 78 30.8% 24.7% 18.2%

サービス付き高齢者向け住宅(非特定施設） 3,356 966 718 596 28.8% 21.4% 17.8%
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訪問看護を「併設・隣接」している施設、また病院を「併設・隣接」している介護付有料老人ホームお

よび診療所（有床・無床）を「併設・隣接」している施設で、看取り率が高い。 

 

表 V-6 問看護ステーション、医療機関の併設・隣接状況別 看取り率 

[問８(２)－①看取り率×問５①訪問看護ステーション、医療機関の併設・隣接状況] 

 

 

利用料金総額（月額換算）が、30 万円以上の施設で看取り率が高い。 

 

表 V-7 利用料金総額（月額換算）別 看取り率 

[問８(２)－①看取り率×問４（２）②③利用料金総額（月額換算）の状況] 
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住宅型有料老人ホームでは、利用料金総額（月額換算）が高くなるにつれ、日中の「施設の看護職

員がいる」割合が高くなっている。 

 

表 V-8 利用料金総額（月額換算）別 看護職員体制（日中） 

[問３（３）看護職員の体制×問４（２）②③利用料金総額（月額換算）の状況] 

 

  

97.3

92.5

92.2

97.4

47.8

57.9

72.6

65.8

41.1

44.7

37.4

46.8

1.4

0.9

1.0

0.0

31.0

29.8

18.9

26.0

33.0

33.8

34.5

27.4

1.4

0.3

0.1

0.0

18.9

11.0

7.5

6.8

24.1

17.1

10.7

6.5

0.0

6.3

6.7

2.6

2.3

1.3

1.0

1.4

1.7

4.4

17.5

19.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護付有料老人ホーム

12万円未満

12～18万円未満

18～25万円未満

25万円以上

住宅型有料老人ホーム

12万円未満

12～18万円未満

18～25万円未満

25万円以上

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）

12万円未満

12～18万円未満

18～25万円未満

25万円以上

施設の看護職員がいる（兼務や非常勤の場合を含む）

施設に看護職員はいないが、訪問看護ステーション、医療機関と連携

看護職員はいない

無回答
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介護付有料老人ホームでは、利用料金総額（月額換算）が高くなるにつれ、夜間の「施設の看護職

員がいる」割合が高くなっている。その他の施設類型では、利用料金と看護職員の配置に関して特徴

的な傾向は見られない。 

 

表 V-9 利用料金総額（月額換算）別 看護職員体制（夜間） 

[問３（３）看護職員の体制×問４（２）②③利用料金総額（月額換算）の状況] 

  

14.9

12.7

17.7

36.7

11.5

6.5

8.3

20.5

7.6

6.5

8.3

9.7

33.8

29.3

21.5

18.4

43.2

47.1

41.3

39.7

42.2

47.1

41.3

41.9

50.0

50.3

52.0

41.6

42.8

41.7

32.5

38.4

47.2

41.7

32.5

29.0

1.4

7.6

8.7

3.4

2.5

4.7

18.0

1.4

3.0

4.7

18.0

19.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護付有料老人ホーム

12万円未満

12～18万円未満

18～25万円未満

25万円以上

住宅型有料老人ホーム

12万円未満

12～18万円未満

18～25万円未満

25万円以上

サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）

12万円未満

12～18万円未満

18～25万円未満

25万円以上

施設の看護職員がいる（兼務や非常勤の場合を含む）

施設に看護職員はいないが、訪問看護ステーション、医療機関と連携

看護職員はいない

無回答
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２） 看取りの実施場所 

（１） 看取りの実施場所 [問８(2)①うち看取り] 

全施設類型で「居室」が８割を超えており、サービス付き高齢者向け住宅（特定施設）で 87.6%、次い

で住宅型有料老人ホームで 86.2％、介護付有料老人ホームで 86.0％、サービス付き高齢者向け住宅

（非特定施設）で 81.5％となっている。 

「一時介護室や健康管理室」での看取りについてみると、介護付有料老人ホームで2.5％と最も高く、

次いで住宅型有料老人ホームで 0.9％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で 0.7％となって

いる。 

 

表 V-10 看取りの実施場所 

 

表 V-11 看取りの実施場所 【50 人換算】 

 

85.4

86.0

86.2

87.6

81.5

1.6

2.5

0.9

0.0

0.7

0.8

1.4

0.1

0.0

0.7

3.0

1.7

3.7

3.4

5.1

9.0

8.3

8.8

9.0

11.0

0.2

0.0

0.1

0.0

1.0

0 20 40 60 80 100

全 体

(N=4463）

介護付有料老人ホーム

(N=2064）

住宅型有料老人ホーム

(N=1585）

サービス付き高齢者向け住宅（特定施設)

(N=89）

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

(N=725）

居室 一時介護室や健康管理室

併設診療所など 病院・診療所（死亡当日、前日、前々日の入院）

病院・診療所（上記より前に入院） その他

％

87.6

89.2

88.0

87.4

83.9

0.9

1.3

0.8

0.0

0.5

0.2

0.2

0.1

0.0

0.4

3.3

1.8

3.9

3.8

4.0

7.8

7.5

7.0

8.7

10.4

0.2

0.0

0.1

0.0

0.8

60 80 100

全 体

(N=6223）

介護付有料老人ホーム

(N=1971）

住宅型有料老人ホーム

(N=2980）

サービス付き高齢者向け住宅（特定施設)

(N=124）

サービス付き高齢者向け住宅(非特)

(N=1149）

居室 一時介護室や健康管理室

併設診療所など 病院・診療所（死亡当日、前日、前々日の入院）

病院・診療所（上記より前に入院） その他

％
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３） 看取りを受け入れられないことがある理由 [問８(３)] 

看取りを受け入れられないことがある理由については、いずれの施設類型においても「夜間は看護職

員がいないから」が最も高く約２割、次いで「看護職員の数が足りないから」（介護付有料老人ホーム

6.4％、他施設で約 15％）、「施設での看取りをサポートしてもらえる医師・医療機関がないから」（６～

10％）であった。 

一方で、「受け入れられない理由はない」と回答する施設もいずれの施設類型でも約３割みられた。 

平成 26 年度調査と比較すると、「夜間は看護職員がいないから」が最も多いことは同じであるが、そ

の割合はやや低下している。 

 

表 V-12 看取りを受け入れられないことがある理由（複数回答） （平成 27 年度調査） 

 

注）平成 27 年度調査より、「受け入れられない理由はない」および「そもそも看取りまで行う施設ではないと位置付けている

から」を選択肢に追加した。  

20.2

12.7

8.4

7.5

6.5

6.0

3.3

1.7

6.3

31.2

10.3

31.4

17.3

6.4

5.9

3.1

4.3

3.6

1.7

0.5

11.0

36.4

2.5

31.3

20.6

15.0

9.2

8.2

7.7

6.7

4.2

1.9

4.0

28.8

12.8

32.7

20.9

15.1

10.1

5.0

8.6

7.9

2.9

1.4

7.2

33.8

7.2

27.3

22.7

15.9

9.7

11.4

7.2

7.6

3.5

2.7

4.5

28.9

15.3

30.0

0 20 40 60 80 100

夜間は看護職員がいないから

看護職員の数が足りないから

施設での看取りをサポートしてもらえる

医師・医療機関がないから

介護職員の数が足りないから

施設で看取りを行う事に対して、

職員の理解・経験が得られないから

マニュアルや方針を定めていないから

事務が起こることや、それに関して入居者の

家族等とトラブルになることが心配だから

費用がかかりすぎるから

その他

受け入れられない理由はない（受け入れ可能）

そもそも看取りまで行う施設ではないと

位置付けているから

無回答

全体（平成27年度）（N=6092） 有料老人ホーム(特)（平成27年度）（N=1826）

有料老人ホーム(非特)（平成27年度）（N=2430） サービス付き高齢者向け住宅(特)（N=139）

サービス付き高齢者向け住宅(非特)（N=1697）

％
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表 V-13 看取りを受け入れられないことがある理由（複数回答） （平成 26 年度調査） 

  

  

23.4

13.3

10.2

8.3

7.6

7.6

5.8

2.8

10.7

60.4

25.2

7.9

9.3

4.6

5.5

4.9

5.5

1.4

13.1

60.9

23.7

16.2

11.5

9.8

9.4

7.8

6.8

3.7

10.5

57.4

29.0

14.5

12.5

9.0

9.0

5.5

6.0

2.0

9.5

56.5

21.0

16.2

9.7

10.9

8.0

10.7

5.3

3.6

8.6

62.9

0 20 40 60 80 100

夜間は看護職員がいないから

看護職員の数が足りないから

施設での看取りをサポートしてもらえる医師・医療機関がないか

ら

介護職員の数が足りないから

施設で看取りを行う事に対して、職員の理解・経験が得られない

から

マニュアルや方針を定めていないから

医療事務が起こることや、それに関して入居者の家族等と

トラブルになることが心配だから

コスト的に費用がかかりすぎるから

その他

無回答

全体（平成26年度）（N=6369） 有料老人ホーム(特)（平成26年度）（N=2063）

有料老人ホーム(非特)（平成26年度）（N=2147） サービス付き高齢者向け住宅(特)（N=200）

サービス付き高齢者向け住宅(非特)（N=1855）

％
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VI  まとめ 

１ 要約 

１） 入居率の低い施設の特徴 

入居率の平均は、住宅型有料老人ホーム 87.8％、介護付有料老人ホーム 87.2％、サービス付き高

齢者向け住宅（非特定施設） 82.9％であった。 

なお、分析にあたっては、各項目の平均値が属するカテゴリーよりひとつ小さいカテゴリー以下（70％

未満）を「入居率が低い」と定義して各設問とのクロス分析を行った。各施設類型別に入居率が 70％未

満の施設として一定の傾向が見られた項目は、平均要介護度、事業所開設年月、入居要件などの入

居者像に加え、総居室数、最多居室面積、利用料金総額（月額換算）などの施設属性によるもので

あった。 

 

＜主な分析結果＞ 

 事業所の開設からの期間が短いところほど、入居率 70％未満の施設の割合が高い 

 介護保険創設以前に開設された施設では入居率 70％未満の施設の割合が高い 

 平均要介護度が低い施設ほど、入居率 70％未満の施設の割合が高い 

 大規模な（総居室数が多い）有料老人ホームほど、入居率 70％未満の施設の割合が高い  

 利用料金総額（月額換算）が高い施設ほど、入居率 70％未満の施設の割合が高い  

 

２） 重度の入居者が多い施設の特徴 

① 要介護度３以上の入居者の割合の高い施設の特徴 

要介護３以上の入居者の割合 60％以上の施設は、住宅型有料老人ホームで 38.4％、介護付有料

老人ホーム 18.8％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設） 12.9％であった。 

なお、要介護３以上を重度者と見た場合、その入居者の割合が 60％以上の施設が上位 1/3 の施設

数に該当した。そこで、分析にあたっては要介護度３以上の入居者の割合が 60％以上の施設を「重度

度の入居者が多い」と定義して各設問とのクロス集計を行った。  

各施設類型別に要介護度３以上の入居者の割合が 60％以上の施設で一定の傾向がみられた項目

は、入居要件、総居室数、最多居室面積、利用料金総額（月額換算）などの施設属性に加え、日中の

職員数（兼務を含む）、日中の看護体制、夜間の職員数、夜間の看護体制などの職員体制によるもの

であった。 

 

＜主な分析結果＞ 

 入居対象を「要介護のみ」とする施設で、要介護３以上の入居者が 60％以上の施設の割合

が高い  

 小規模施設（総居室数が少ない）ほど、要介護３以上の入居者が 60％以上の施設の割合が

高い 

 利用料金総額（月額換算）が安い施設ほど、要介護３以上の入居者が 60％以上の施設の割

合が高い 

 日中、夜間とも「看護職員はいない」施設を除き、要介護３以上の入居者が 60％以上の施設

の割合が高い 
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② 認知症の程度Ⅲ以上の入居者の割合の高い施設の特徴 

入居者に占める認知症の程度Ⅲ以上の割合が 40％以上の施設は、住宅型有料老人ホームで最も

高く 43.8％、介護付有料老人ホーム 35.2％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）19.1％で

あった。 

なお、認知症の程度Ⅲ以上を重度者と見た場合、その入居者の割合が 40％以上の施設が上位 1/3

の施設数に該当した。そこで、分析にあたっては認知症の程度Ⅲ以上の入居者の割合が 40％以上の

施設を「重度度の入居者が多い」と定義して各設問とのクロス集計を行った。  

各施設類型別に入居者に占める認知症の程度Ⅲ以上の割合が 40％以上の施設として一定の傾向

がみられた項目は、事業所開設年月、総居室数、利用料金総額（月額換算）などの施設属性や職員体

制に加え、日中の職員数（兼務を含む）、要介護３以上の入居者の割合であった。 

 

＜主な分析結果＞ 

 2012年以前に開設された施設で、認知症の程度Ⅲ以上の入居者が40％以上の施設の割合

が高い  

 小規模施設（総居室数が少ない）ほど、認知症の程度Ⅲ以上の入居者が 40％以上の施設の

割合が高い 

 利用料金総額（月額換算）が低い施設ほど、認知症の程度Ⅲ以上の入居者が 40％以上の

施設の割合が高い 

 日中の職員数が多い施設ほど、認知症の程度Ⅲ以上の入居者が 40％以上の施設の割合が

高い 

 

③ 医療処置を要する入居者の割合の高い施設の特徴 

医療処置を要する入居者の割合が 20％以上の施設は、介護付有料老人ホームで 22.5％、住宅型

有料老人ホーム 20.3％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設） 13.6％であった。 

なお、医療処置を要する入居者の割合が20％以上の施設が上位1/3の施設数に該当した。そこで、

分析にあたっては医療処置を要する入居者の割合が 20％以上の施設を「重度度の入居者が多い」と

定義して各設問とのクロス集計を行った。  

各施設類型別に医療処置を要する入居者の割合が高い施設として一定の傾向がみられた項目は、

法人種別、日中の看護体制、夜間の看護体制などの施設属性や職員体制に加え、訪問看護の併設・

隣接、病院の併設・隣接、診療所（有床）の併設・隣接、診療所（無床）の併設・隣接、往診・訪問診療を

最も多く利用している医療機関の併設・隣接などの医療機関との併設・隣接状況および要介護３以上

の入居者の割合などの入居者像であった。 

 

＜主な分析結果＞ 

 日中・夜間とも「施設の看護職員がいる」施設で、医療処置を要する入居者が 20％以上の施

設の割合が高い  

 訪問看護を「併設・隣接」している住宅型有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅（非

特定施設）で、医療処置を要する入居者が 20％以上の施設の割合が高い 

 病院を「併設・隣接」しているサービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で、医療処置を要

する入居者が 20％以上の施設の割合が高い 

 診療所（有床）を「併設・隣接」している施設で、医療処置を要する入居者が 20％以上の施設

の割合が高い 

 診療所（無床）を「併設・隣接」している施設で、医療処置を要する入居者が 20％以上の施設

の割合が高い 
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３） 看取りを実践している施設の特徴 

本研究で定義した 「看取り率」 は、住宅型有料老人ホームが最も高く 24.1％、介護付有料老人

ホーム 23.3％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設） 17.8％であった。 

各施設類型別に看取り率の割合が高い施設として一定の傾向がみられた項目は、日中の看護体制、

夜間の看護体制などの職員体制に加え、訪問看護の併設・隣接、病院の併設・隣接、診療所（有床）の

併設・隣接、診療所（無床）の併設・隣接、往診・訪問診療を最も多く利用している医療機関の併設・隣

接等の訪看・医療機関との併設・隣接状況、利用料金総額（月額換算）に加え、平均要介護度、要介

護３以上の入居者の割合、医療処置を要する入居者の割合などの入居者像であった。 

 

＜主な分析結果＞ 

 日中、夜間とも「看護職員がいる」もしくは「看護職員はいないが、訪問看護ステーション等と

連携している」施設で、看取り率が高い 

 夜間は「施設の看護職員がいる」施設の方が「訪問看護ステーション、医療機関と連携してい

る」施設よりも看取り率が高い 

 訪問看護を「併設・隣接」している施設で、看取り率が高い 

 病院を「併設・隣接」している介護付有料老人ホームで、看取り率が高い 

 診療所（有床）を「併設・隣接」している施設で、看取り率が高い 

 診療所（無床）を「併設・隣接」している施設で、看取り率が高い 

 利用料金総額（月額換算）が 30 万円以上の施設で、看取り率が高い  

 

４） 自立度の高い入居者が多い施設の特徴 

① 自立・要支援の入居者の割合 

自立・要支援の入居者が 30％以上の施設の割合は、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で

28.0％、介護付有料老人ホーム 11.4％、住宅型有料老人ホーム 9.1％であった。 

なお、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）では、自立・要支援の入居者の割合が 30％以上

の施設が上位 1/3 の施設数に該当した。そこで、分析にあたっては自立・要支援の入居者の割合が

30％以上の施設を「自立度の高い入居者が多い」と定義して各設問とのクロス集計を行った。  

各施設類型別に自立・要支援の入居者が 30％以上の施設として一定の傾向がみられた項目は、事

業所開設年月、総居室数、最多居室面積、利用料金総額（月額換算）、入居率などの施設属性であっ

た。 

 

＜主な分析結果＞ 

 介護保険創設（1999 年）以前に開設された有料老人ホーム、2008 年以前（サービス付き高

齢者向け住宅制度創設以前）に開設されたサービス付き高齢者向け住宅で自立・要支援の

入居者が 30％以上の施設の割合が高い 

 有料老人ホームでは大規模施設（総居室数が多い）ほど、自立・要支援の入居者が 30％以

上の施設の割合が高い 

 居室面積が広い施設ほど、自立・要支援の入居者が 30％以上の施設の割合が高い 

 利用料金総額（月額換算）が高い施設ほど、自立・要支援の入居者が 30％以上の施設の割

合が高い 
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② 70 歳未満の入居者の割合 

70 歳未満の入居者が 10％以上いる施設の割合は、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で

21.0％、介護付有料老人ホーム 3.5％、住宅型有料老人ホーム 27.3％であった。 

なお、住宅型有料老人ホームでは、70 歳未満の入居者の割合が 10％以上の施設が上位 1/3 の施

設数に該当した。そこで、分析にあたっては 70 歳未満の入居者の割合が 10％以上の施設を「自立度

の高い入居者が多い」と定義して各設問とのクロス集計を行った。 

各施設類型別に 70 歳未満の入居者が 10％以上いる施設として一定の傾向がみられた項目は、都

市区分、級地区分などの立地特性に加え、法人が運営する施設数、最多居室面積などの施設属性で

あった。 

 

＜主な分析結果＞ 

 「政令指定都市・特別区」、「中核市」、「特例市」の住宅型有料老人ホームで、70 歳未満の

入居者が 10％以上の施設の割合が高い  

 住宅型有料老人ホームでは、「１級地」を除き、都市型の級地であるほど 70 歳未満の入居者

が 10％以上の施設の割合が高い 

 「１級地」のサービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で、70 歳未満の入居者が 10％以上

の施設の割合が高い 

 「3～9 箇所」運営している法人の住宅型有料老人ホーム、「10～49 箇所」運営している法人

のサービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）で、70 歳未満の入居者が 10％以上の施設の

割合が高い 

 最多居室面積が 30 ㎡以上の施設で、70 歳未満の入居者が 10％以上の施設の割合が高い 

 

５） 価格帯別にみた施設の特徴 

12 万円未満の施設の割合は、住宅型有料老人ホームで最も多く 62.5％、サービス付き高齢者向け

住宅（非特定施設） 36.6％、介護付有料老人ホーム 10.9％であった。 

施設の価格帯別に一定の傾向がみられた項目は、都市区分、級地区分、入居率などの施設属性に

加え、要介護３以上の入居者の割合、自立・要支援の入居者の割合、認知症の程度Ⅲ以上の入居者

の割合などの患者属性および看取り率であった。 

 

＜主な分析結果＞ 

 利用料金総額（月額換算）が高い施設ほど都市部に立地する割合が高く、利用料金総額が

安い施設は「その他の市」や「町村」に立地する割合が高い 

 

６） 定員規模別にみた施設の特徴 

居室数 30 室未満の小規模施設の割合は、住宅型有料老人ホームが最も多く 66.3％、サービス付き

高齢者向け住宅（非特定施設） 52.5％、介護付有料老人ホーム 14.2％であった。 

施設の規模別に一定の傾向がみられた項目は、都市区分、級地区分、夜間の職員数、入居率など

の施設属性に加え、要介護３以上の入居者の割合、自立・要支援の入居者の割合、認知症の程度Ⅲ

以上の入居者の割合などの入居者属性であった。 

 

＜主な分析結果＞ 

 大規模施設ほど都市部に立地する割合が高く、小規模な施設は「その他の市」や「町村」に

立地する割合が高い 

 大規模施設ほど夜間の職員（夜勤・宿直の合計）の人数が多い施設の割合が高く、小規模施

設ほど「２人未満」の割合が高い 
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２ 考察 

 

本調査の結果、各施設類型の利用者像や機能は、制度創設当初に想定した利用者像や当初の状況と

は異なる実態が明らかになった。 

 

介護保険制度創設（2000 年）以前の有料老人ホームは、全額自己負担により利用する高齢者向け住まい

として、自立から要介護までの“エイジング・プロセス”のすべてに対応するものであった。このため、広めの

面積の「住戸」を提供する、主として中高所得層を対象とする高価格なものが多かった。そのような中で、200

～300 戸程度の大規模化により、１戸あたりの職員人件費や共用部コストの負担を下げ、月額の利用料金の

金額を抑える観点から、入居一時金型の支払い方式が編み出された。 

介護保険制度の施行により、「特定施設入居者生活介護」サービスが創設されると、介護保険の給付を利

用して、介護を必要とする人を中心として受け入れる介護専用型の有料老人ホームが急速に増え、現在の

介護付有料老人ホームの中核を担う、18～25 ㎡程度の「居室」を提供する 50 人程度の規模の事業形態が

確立されてきた。 

こうした変遷の影響から、介護付有料老人ホームは、大きく２つのタイプが混在する形となり、本調査の結

果においても、両者の傾向が混在する形で表れている。 

 

その後、介護保険施設や特定施設が急速に増加したことを踏まえ、在宅介護と施設介護とのバランスをは

かる観点から、第３期介護保険事業計画（2006年～）より、介護保険３施設及び居住系サービス（特定施設、

認知症グループホーム）の定員数は要介護２～５の人数の 37％以下に抑え、要介護３以上の入居者の割合

を 70％以上とする、という参酌標準が導入された。 

これらにより、介護付有料老人ホームを整備しても、特定施設入居者生活介護の指定を受けることが難し

くなり、参酌標準は、事実上の参入規制（一般に、「総量規制」と呼ばれた）として機能した。一方で、特別養

護老人ホームの入所には一定の待ち期間が生じていたことから、そのニーズの新たな受け皿として、住宅型

有料老人ホームが増えることとなった。 

介護保険制度創設以前の住宅型は、比較的自立度が高く、食事の提供、健康管理、見守り等の生活支

援サービスと緊急時の対応が付いた高齢者向け住まいという位置づけであったが、「総量規制」によって住

宅型有料老人ホームの入居者像や機能が大きく変わり、要介護者向けに介護サービスを提供するものへと

変わってきた。同時に、景気がやや安定したことにより、職員確保が難しくなってきたことから、ホームの小規

模化が進んだ。また、介護サービスの利用量（回数等）を工夫することにより、介護付有料老人ホームよりも

安く利用できる。このため、より所得の低い高齢者にも利用しやすいという利点もあったことから、中～低所得

層に訴求したことも、住宅型有料老人ホームの増加に貢献した。 

こうしたことを背景に、本調査結果では、住宅型有料老人ホームの入居者が、ある面では介護付有料老

人ホーム以上に重度者が多いという実態が明らかになった。反面、医療処置を要する入居者の受け入れや

看取りなど、看護職員の確保がカギとなる機能については、介護付有料老人ホームの方が住宅型有料老人

ホームに上回っているといった特徴も明らかになった。 

 

サービス付き高齢者向け住宅は、高齢者の居住の安定の確保をめざし、バリアフリー構造で一定の面積

や設備を備えるとともに、安心できる見守りサービス、生活相談サービスなどを備えた住まいとして、2011 年

10 月に創設された新しい制度である。実態としては、それ以前も、高齢者向け専用賃貸住宅制度（2001 年

創設）等の形で提供されていた高齢者向け住まいから、サービス付き高齢者向け住宅に転換されたものも多

く見られる。 

制度のねらいは、高齢期の早めの住み替えに対応した住まいとして、自立から要支援程度の高齢者の入

居が中心になることが想定されていたことから、面積要件として１戸あたり原則 25 ㎡以上と定められたが、ユ

ニットケアの概念の普及を受け、共用スペースが充分に確保されれば 18 ㎡でもよいとする緩和要件が設け
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られた。 

料金体系としては、住宅型有料老人ホームと同様に、介護サービスの利用料金が別建てとなっていること

や、敷金に相当する前払い家賃以外の入居時費用の徴収できないルールとなっていること等から、退院時

に介護保険施設に入所できず、また、自宅にも戻れない場合の緊急受け入れ先として機能した側面もある。 

このため、本調査研究の結果においても、サービス付き高齢者向け住宅であっても、必ずしも自立・要支

援者が多いとも言えず、むしろ、介護保険制度創設以前の有料老人ホームの事業形態（大規模で広い居室

を有する、入居金型の高額施設）の方が自立度の高い人の割合が高い結果となった。しかし、夜間など、充

分な職員体制を確保できているわけではないことから、介護付有料老人ホームや住宅型有料老人ホームに

比べると、重度者の割合が少ない実態が明らかとなった。 

 

このように、調査結果で得られた実態は、各施設類型の制度的背景や歴史的な役割の変遷を踏まえて理

解する必要があることが改めて確認された。 

今後、特別養護老人ホームの入居が、原則要介護３以上に限定されたこと等の制度面の影響や、単身も

しくは夫婦のみの高齢者が、都市部を中心に急速に増えているといった人口動態的な変化の影響を受け、

高齢者向け住まいの果たす役割や機能が変わっていくことが予想され、継続的に実態を把握し、変化を捉

えることは政策上非常に重要と考える。 
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【平成 27年度 厚生労働省 老人保健事業推進費等補助金事業】 
 

高齢者向け住まいに関するアンケート調査 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※下記の内容をご確認の上、誤りがある場合は赤字で修正してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご記入にあたってのお願い 

1. 調査対象およびアンケート記入者 

多様な高齢者の「住まい」の実態を把握するため、下記のサービス付き高齢者向け住宅､有料老人ホーム

にお送りしています。 

・平成 26（2014）年 7 月 1 日時点で、有料老人ホームとして届出を行っている事業所 

・平成 26（2014）年 7 月 1 日以前に竣工していたサービス付き高齢者向け住宅 

これらは、「住まい」としての役割を果たすもので、制度上でも介護保険施設等と区別されるものではあります

が、本調査票上では便宜上、「貴施設」と表現しますことを、ご了承ください。 

また、本調査票上で「特定施設入居者生活介護」と表現した場合、「介護予防特定施設入居者生活介

護」と「地域密着型特定施設入居者介護」を含むことといたします。 

なお、本調査票は、各施設の全体像を把握している管理者（施設長もしくはその代理の職にある方）が記入

してください。 

2. 記入 および 返信の方法 

ご記入いただく筆記用具は、鉛筆、ボールペンなど、どの様なものでもかまいません。 

ご記入後は、同封の返信封筒に封入の上、 平成 27 年 9 月 14 日（月） までにご投函ください。 

３．ご記入いただいた情報について 

ご記入いただいた内容は、個別の施設名等の情報がわからないよう匿名化したうえで、今後の社会保障政

策の検討にのみ活用します。また、分析結果の公表に際しては、統計的に処理するなど個別の施設もしくは

個人が特定されないよう十分に配慮します。 

ご多忙のところ大変恐縮ですが、ご協力いただけますようお願い申し上げます。 （宛名ラベル貼り付け） 

施設住所：〒 

  住所 

法人名： 

施設名： 

[施設種別] 

 

本調査に関するお問い合わせ先 

（株）野村総合研究所 消費サービス・ヘルスケアコンサルティング部 

担当： 横内（よこうち）・高沢（たかさわ） 

TEL： ０１２０－＃＃＃－＃＃＃ 

 （8/20(木)より受付開始．平日 9:30～18:00） 

E-mail： ＃＃＃＃＃@nri.co.jp 
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Ⅰ運営法人の概要  ※平成 27 年 7 月 1 日時点の状況を記入してください。 

問 1 運営法人に関する基本情報 

(1) 事業主体法人種別 

（１つに○） 

1 株式会社 5 財団法人・社団法人 

2 有限会社 6 NPO 法人 

3 社会福祉法人 7 その他 

4 医療法人 

(2) 母体となる法人の業種（１つに○） 
※親法人がいない場合、貴施設の業種を記入 

1 介護サービス関連 4 社会福祉関連 

2 不動産・建設業関連 5 その他 

3 医療関連 

(3) 貴法人は、貴施設を含め、いくつの有料 

老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅 

を運営していますか （１つに○） 

1  1 箇所 4  10～49 箇所 

2  2 箇所 5  50 箇所以上 

3  3～9 箇所 

Ⅱ貴施設の概要  ※平成 27 年 7 月 1 日時点の状況を記入してください。 

問 2 貴施設に関する基本情報 

(1) 事業所開設年月 年         月 

(2) 入居時要件 （１つに○） 

1 自立のみ 4 要介護のみ 

2 自立・要支援のみ 5 自立・要支援・要介護 

3 要支援・要介護のみ （要件なし） 

(3) 特定施設入居者生活介護の指定  

（あてはまるものすべてに○） 
1 指定なし      

2 一般型(介護)  

3 一般型（介護予防） 

4 地域密着型 

 (3)-①指定の種類 
A 一般型 特定施設入居者生活介護 

B 外部サービス利用型 特定施設入居者生活介護 

(4) 土地・建物の 

状況 

①土地 （１つに○） 1 所有 2 賃貸借 

②建物 （１つに○） 1 所有 2 賃貸借 

(5) 居室（住戸） 

①総居室(住戸）数  室（戸） 

②入居している居室(住戸)

数 
 室（戸） 

 

問 3 職員体制 ※該当者がいない場合「0」と記入 

(1) 日中の職員数 （兼務を含む実際の職員の人数） 
※状況把握・生活相談サービスもしくは、介護・看護 

サービスに従事する職員（最も多い時間帯） 

※入居者に対して直接サービスを提供する職員 

※併設の事業所専従の職員は含まない 

※「兼務」とは併設の事業所など貴施設と他事業所との

兼務を指し、貴施設の職種間の兼務を除く 

兼務を含む職員数 ： 人 

 

うち 兼務者の数 ： 人 

(2) 夜間の職員数 （兼務を含む実際の職員の人数） 

※状況把握もしくは介護、看護サービスに従事する職員 

※併設の事業所専従の職員は含まない 

夜勤（仮眠をとらない勤務） ： 人 

宿直（仮眠をとってよい勤務） ： 人 

(3) 看護体制 

①日中 （１つに○） 

1 施設の看護職員がいる （兼務や非常勤の場合を含む） 

2 施設に看護職員はいないが、訪問看護ステーション、 

医療機関と連携 

3 看護職員はいない （2 に該当する場合を除く） 

②夜間 （１つに○） 

1 施設の看護職員がいる （兼務や非常勤の場合を含む） 

2 施設に看護職員はいないが、訪問看護ステーション、 

医療機関と連携 

3 看護職員はいない （2 に該当する場合を除く） 

↓ 「2,3」の場合 
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問 4 利用料金 （介護保険自己負担を除く） 

(1) 入居者が家賃について 

選択可能な支払方法 

（当てはまるもの全てに○） 
※当月分家賃を前月分に支払う場合

は「前払い」ではなく「月払い」に○ 

1 全額前払い 

2 一部を前払い、残りを月払い （併用方式） 

3 全額年払い 

4 全額月払い 

5 利用日数に応じた日割払い （入居月・退去月を除く期間について） 

6 その他 

(2) 居室（住戸）の利用料金 
（税込み価格） 

※①で記入した面積の居室に 

80 歳・単身の方が入居している場合

を想定して記入 

※②，③については、①で回答した面積

帯の居室での平均的な費用を記入 

※支払方式が多様な場合は、代表的な

支払方式の場合で記入 

※該当しない（サービス提供していない）

場合は「0」と記入 

※入居者が払う介護保険自己負担以

外のすべての費用が網羅されるように

記入 

※②ｂ，ｃの費目が区分できない場合、ｂ

にまとめて記入 

 

① 最多居室（住戸）面積 ㎡ 

② 月額利用料金の内訳 

 a 家賃相当額（入居時に一括で受け取っている場合は 0） 円/月 

b 共益費・管理費（共用部分の維持管理等）相当額 円/月 

c 生活支援・介護サービス提供に関する費用または 

基本サービス費相当額 （介護保険自己負担を除く） 

円/月 

d 食費 （3 食を 30 日間提供した場合の金額を記入） 円/月 

e 光熱水費 （当該費目で受領していない場合は 0） 円/月 

③ 入居時費用 

 a 敷金・保証金 （預かり金）※原則全額返還されるもの 円 

b 前払金 円 

 c 初期償却率 （入居者に返還しない割合） ％ 

d 償却期間 ヶ月 
 
問 5 サービス施設の状況 

※併設 ： 同一建物に事業所がある場合 

※隣接 ： 同一敷地内で別棟の場合、もしくは、隣接する敷地（道路を挟む場合を含む）にある場合 

事業所 

①併設・隣接状況 
（1 つに○） 

②併設・隣接事業所の 
運営主体との関係 

③入居者以外への 
サービス提供 

併設 隣接 なし 同一グループ 別法人 実施 非実施 

(1) 居宅介護支援 1 2 3 1 2 1 2 

(2) 訪問介護 1 2 3 1 2 1 2 

(3) 訪問看護 1 2 3 1 2 1 2 

(4) 通所介護、通所リハ 1 2 3 1 2 1 2 

(5) 短期入所生活介護、 
短期入所療養介護 1 2 3 1 2 1 2 

(6) 小規模多機能型居宅介護、 
複合型サービス 1 2 3 1 2 1 2 

(7) 定期巡回・随時対応型 
訪問介護看護 1 2 3 1 2 1 2 

(8) 病院 1 2 3 1 2 1 2 

(9) 診療所（有床） 1 2 3 1 2 1 2 

(10) 診療所（無床） 1 2 3 1 2 1 2 

(11) 歯科診療 1 2 3 1 2 1 2 

(12) 調剤薬局 1 2 3 1 2 1 2 

①で併設・隣接と答えた場合 

（②、③はそれぞれ 1 つに○） 
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Ⅲ入居者の状況 
問 6 入居者の状況 ※平成 27 年 7 月 1 日時点の状況を記入してください ※該当者がいない場合「0」と記入してください 

(1) 定員数・入居者数 

① 定員数 人 

② 入居者数 （通常契約の入居者） 人 

③ 短期利用特定施設入居者生活介護による入居者数 人 

④ ③以外の短期利用（短期滞在等）による入居者数 人 

(2) 男女別入居者数 

※合計が (1)②入居者数に 

一致するように記入 

① 男性 人 

② 女性 人 

(3) 年齢別入居者数 

※①～⑨の合計が 

(1)②居者数に一致するよう

に記入 

① 65 歳 
未満 

② 65～ 
69 歳 

③ 70～ 
74 歳 

④ 75～ 
79 歳 

⑤ 80～ 
84 歳 

⑥ 85～ 
89 歳 

⑦ 90～ 
94 歳 

⑧ 95 歳 
以上 

⑨ 不明 

人 人 人 人 人 人 人 人 人 

(4) 要介護度別入居者数 

※①～⑨の合計が 

(1)②入居者数に一致するよう

に記入 

①自立 
認定なし 

②要支
援 
１ 

③要支
援 
２ 

④要介
護 
１ 

⑤要介
護 
２ 

⑥要介
護 
３ 

⑦要介
護 
４ 

⑧要介護 
５ 

⑨不明 
申請中

等 

人  人  人 人 人 人 人 人 人 

(5) 認知症の程度別 

入居者数 

※①～⑦の合計が 

(1)②入居者数に 

一致するように記入 

※医師による最新の判定を

用いる。医師の判定が無

い場合は、認定調査員が

記入する「認定調査票（基

本調査）」の記載を用い

る。 

① 自立（認知症はない） 
人 

② Ⅰ （何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内および社会的にほぼ自立して
いる） 人 

③ Ⅱ （日常生活に支障をきたす様な症状・行動や意思疎通の困難さが多少見られて
も、誰かが注意していれば自立できる） 人 

④ Ⅲ （日常生活に支障をきたす様な症状・行動や意思疎通の困難さが見られ、 

介護を必要とする） 人 

⑤ Ⅳ （日常生活に支障をきたす様な症状・行動や意思疎通の困難さが頻繁に見ら
れ、常に介護を必要とする） 人 

⑥ M （著しい精神症状や周辺症状あるいは重篤な身体疾患が見られ、専門医療を必
要とする） 人 

⑦ 不明 （認知症高齢者の日常生活自立度を把握していない、認知症があるかどうか
わからない） 人 

(6) 医療処置を要する 

 入居者数 

① インスリンの注射 
（自己注射できる場合を除く） 人 

⑨ カテーテル（コンドームカテーテ

ル、留置カテーテル等）の管理 人 

② 透析 人 ⑩ 胃ろう・腸ろうの管理 人 

③ 中心静脈栄養 人 ⑪ 経鼻経管栄養の管理 人 

④ ストーマ（人工肛門・人工膀胱）の管理 人 ⑫ たんの吸引 人 

⑤ 酸素療法 
人 

⑬ モニター測定 
（血圧､心拍数､酸素飽和度等） 人 

⑥ レスピレーター（人工呼吸器）の管理 人 ⑭ 褥瘡の処置 人 

⑦ 気管切開のケア 人 ⑮ 創傷の処置 （褥瘡を除く） 人 

⑧ 疼痛の看護 
（がんの緩和ケアにかかるもの） 人 

⑯ ネブライザー（吸入器）の管理 
人 

⑰ 重複を除いた 医療処置を要する 実際の入居者数 
人 

(7) 生活保護を受給している入居者数 人 
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Ⅳ入退去の状況  

問 7 今年に入ってから（平成 27 年 1月 1 日～6 月 30 日）の新規入居者について    ※該当者がいない場合「0」と記入 

(1) 新規入居者数 人 

(2) 入居直前の居場所 

※①～⑫までの合計値が 

(1)新規入居者数と 

一致するように記入 

① 自宅、家族・親族等と同居 人 

② 特定施設入居者生活介護の指定を受けている 

貴施設以外の有料老人ホーム 
人 

③ 特定施設入居者生活介護の指定を受けていない 

貴施設以外の有料老人ホーム 
人 

④ 特定施設入居者生活介護の指定を受けている 

貴施設以外のサービス付き高齢者向け住宅 
人 

⑤ 特定施設入居者生活介護の指定を受けていない 

貴施設以外のサービス付き高齢者向け住宅 
人 

⑥ 軽費老人ホーム、養護老人ホーム 人 

⑦ 認知症高齢者グループホーム 人 

⑧ 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 人 

⑨ 介護老人保健施設 人 

⑩ 介護療養型医療施設 人 

⑪ 病院・診療所 人 

⑫ その他（不明を含む） 人 

⑬ 上記①③⑤⑪のうち、貴施設入居後に、特定施設入居者生活

介護を受けていない方 
人 

(3) 入居前後の居宅介護 
支援事業所の変化 
※(2)⑬の内訳 

入居前 入居後 人数 

居宅介護支援・介護予防支援を

受けていた 

① 同じ事業所に継続依頼 人 

② 入居に際して事業所が変わっ

た 
人 

③ 依頼をやめた 人 

居宅介護支援・介護予防支援を

受けていなかった 

④ 新たに依頼した 人 

⑤ 現在も受けていない 人 

（4）入居直前の居住場所 

1 同一区市町村内 人 

2 同一都道府県内の他区市町村 人 

3 他都道府県 人 
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問 8 今年に入ってから（平成27年1月1日～6月30日）の退去者および看取りについて※該当者がいない場合「0」と記入 

（1） 退去者数 人 

（2） 退去先 

※①～⑬の合計値が 

(1)の退去者数と一致す

る 

ように記入 

① 自宅、家族・親族等と同居 人 

② 特定施設入居者生活介護の指定を受けている 
貴施設以外の有料老人ホーム 人 

③ 特定施設入居者生活介護の指定を受けていない 
貴施設以外の有料老人ホーム 人 

④ 特定施設入居者生活介護の指定を受けている 
貴施設以外のサービス付き高齢者向け住宅 人 

⑤ 特定施設入居者生活介護の指定を受けていない 
貴施設以外のサービス付き高齢者向け住宅 人 

⑥ 軽費老人ホーム、養護老人ホーム 人 

⑦ 認知症高齢者グループホーム 人 

⑧ 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 人 

⑨ 介護老人保健施設 人 

⑩ 介護療養型医療施設 人 

⑪ 病院・診療所 人 

⑫ その他（不明を含む） 人 

⑬ 死亡による契約終了  人 

 

（2）-① 

 死亡による契約終了
の場合の逝去場所・
人数 

※①～⑥の合計が(2)

⑬死亡による契約

終了人数と一致す

るように記入 

※看取りについては、

サービスを提供する

施設側で、看取りを

実施していると認識

していたケースを指す 

逝去した場所 

逝去した人数 

 

うち看取り 
（加算算定の 

  有無によらな

い） 

① 居室 人 人 

② 一時介護室や健康管理室 人 人 

③ 併設診療所など 人 人 

④ 病院・診療所（死亡当日、前日、前々日の入院） 人 人 

⑤ 病院・診療所（④より前に入院） 人 人 

⑥ その他（不明を含む） 人 人 

(3) 看取りを受け入れられ 

ないことがある理由 

 （当てはまるもの全てに○） 

 

 

 1 看護職員の数が足りないから 

 2 介護職員の数が足りないから 

 3 夜間は看護職員がいないから 

 4 施設での看取りをサポートしてもらえる医師・医療機関がないから 

 5 事故が起こることや、それに関して入居者の家族等とトラブルになることが心配だから 

 6 施設で看取りを行う事に対して、職員の理解・経験が得られないから 

 7 費用がかかりすぎるから 

 8 マニュアルや方針を定めていないから 

 9 その他 

 10 受け入れられない理由はない（受け入れ可能） 

 11 そもそも看取りまで行う施設ではないと位置付けているから 
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Ⅴ貴施設におけるサービス提供の状態  

問 9 介護保険以外の生活支援サービスについて実施状況 

※ ②については、例外を除いた通常時のサービスの費用負担の仕方に基づいてお答えください。 

サービス内容 

① 提供状況（１つに○） 
② 提供の場合の費用負担 

（1 つに○） 

提供している → 費用負担へ 提供していな

い（入居者が 

個別に契約） 

基本サービス 

に含む 

別途実費等 

徴収 
貴施設が 

実施 

同一グループの

事業所に委託 

それ以外の事業

所に委託 

(1) 状況把握 1 2 3  1 2 

(2) 生活相談 1 2 3  1 2 

(3) 食事提供 1 2 3 4 1 2 

(4) 洗濯・掃除等の家事 1 2 3 4 1 2 

(5) 買い物代行 1 2 3 4 1 2 

(6) 入浴・排泄または 

 食事の介護 
1 2 3 4 1 2 

(7) 外出時の介助 1 2 3 4 1 2 

(8) 健康管理 1 2 3 4 1 2 

(9) 服薬管理 1 2 3 4 1 2 
 
問 10 往診および訪問診療の利用状況について  

貴施設の入居者が利用する医療機関について、平成 27 年 6 月の 1 ヶ月間の往診（定期的・計画的な訪問ではなく、

緊急時等に患者の求めに応じて訪問して行う診療）および訪問診療の利用状況について記入してください。 

※歯科診療を除く ※該当者がいない場合「0」と記入 

(1)最も多く利用している医療機関の状況 

※併設 ： 同一建物内に医療機関がある場合 

※隣接 ： 同一敷地内で別棟の場合、もしくは、隣接

する 

敷地（道路を挟む場合を含む）にある場合 

①貴施設との併設・隣接の状況 1 併設 2 隣接 3 その他 

②貴施設との関係 1 同一グループ   2 別法人 

(2)貴施設が最も利用している医療機関の 

往診または訪問診療を受診した入居者数 

① 月１回 ② 月２回 ③ 月３回以上 

人 人 人 
 
問 11 訪問診療の介護度別利用状況について 

上記のうち訪問診療利用者の受診状況を要介護度別に記入してください。 

訪問診療の介護度別利用

者 
① 月０回 

（利用していない） 
② 月１回 ③ 月２回 ④ 月３回以上 

① 自立 人 人 人 人 

② 要支援１・２ 人 人 人 人 

③ 要介護１ 人 人 人 人 

④ 要介護２ 人 人 人 人 

⑤ 要介護３ 人 人 人 人 

⑥ 要介護４・５ 人 人 人 人 

 

  

サービスを提供している（１～３） 
場合に記入 
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問 12 状況把握、生活相談を担う職員（以下、当該職員と呼ぶ）について 

(1) 最も中心的な役割を果たす者 1 名の保有資格 

（当てはまるもの全てに○） 

1  保健師・看護師・准看護師 

2  社会福祉士 

3  介護福祉士 

4  介護支援専門員 

5  介護職員初任者研修課程修了者 
（旧・介護職員基礎研修課程修了者、訪問介護員１級、２級を含む） 

6  その他（特になしを含む） 

(2) 当該職員の介護分野業務経験年数 

（1 つに○） 

1  1 年未満  4  5～8 年未満 

2  1～3 年未満  5  8 年以上 

3  3～5 年未満 

(3) 当該職員のサービス担当者会議への参加状況 

（1 つに○） 

1  ほぼ必ず参加している 

2  参加する時と参加しない時がある 

3  ほとんどの場合参加していない 

(4) 当該職員とケアマネジャーとの居住者の状況把

握、 

生活相談に関する情報共有頻度 

（1 つに○） 

1  ほぼ毎日  4  月 2～3 回程度 

2  週 2～3 回程度 5  1～2 ヶ月に 1 回程度 

3  週 1 回程度  6  3 ヶ月に 1 回以下程度 

 
問 13 入居者のケアプラン作成状況  ※該当者がいない時は「0」と記入 

(1) 介護保険サービスを利用している入居者数 人 

(2) 入居者のケアプランを作成している居宅介護支援事業所数（地域包括支援ｾﾝﾀｰを含ま

ず） 箇所 

(3) 併設または隣接の居宅介護支援事業所の状況 

※併設 ： 同一建物に事業所がある場合 

※隣接 ： 同一敷地内で別棟の場合、もしくは、隣接す

る 

敷地（道路を挟む場合を含む）にある場合 

 

① 貴施設との併設・隣接の状

況 
1 併設 2 隣接 3 その他 

② 貴施設との関係 1 同一グループ  2 別法人 

③ 居宅介護支援事業所でケ

アプランを作成している貴施

設の入居者数 人 
 
問 14 介護サービス等の利用状況 

平成 27 年 6 月の１ヶ月間の介護サービス等の利用状況について記入してください。   ※該当者がいない場合「0」と記入 

介護サービス等 ① 利用者総数 

  

② うち併設・隣接事業
所からサービスを受け
て 
いる利用者 

③ うち併設・隣接以外の
同一グループの事業
所からサービスを受け
ている利用者 

(1) 訪問介護 人 人 人 

(2) 訪問看護 （医療保険によるものを含む） 人 人 人 

(3) 通所介護、通所リハ 人 人 人 

(4) 短期入所生活介護、 
 短期入所療養介護 

人 人 人 

(5) 小規模多機能型居宅介護、 
 複合型サービス 

人 人 人 

(6) 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人 人 人 

※併設または隣接とは、同一建物内に事業所がある、あるいは同一敷地内に所在している、道路を挟んで隣接している場合 

問 12～14 は、特定施設入居者生活介護の指定を受けていない施設のみ記入 
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Ⅵ特定施設入居者生活介護の状況について  

問 15 職員体制 ※(2)～(4)の職員数の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した平成 27年 6月の値を用いてください。 

対象 人数 

(1) 介護職員比率 
※重要事項説明書に記載している「介護に係る職員体制」 

1  1.5：1 以上    2  2：1 以上    3  2.5：1 以上    4  3：1 以上 

(2) 介護職員 （常勤換算） 人 

 うち 介護福祉士 （常勤換算） 人 

(3) 介護・看護職員の合計数 （常勤換算） 人 

 うち 常勤職員数 （常勤換算） 人 

(4) サービスを直接提供する職員（生活相談員、介護職員、看護職員、機能訓練指導員）の合計数 
（常勤換算） 人 

 うち 勤続３年以上の方 （常勤換算） 人 

(5) 介護職員の採用・離職状況 （平成 26 年 7 月 1 日～平成 27 年 6 月 30 日） a 常勤 b 非常勤 

 

① 介護職員数 （実際の職員数） （平成 27 年 7 月 1 日時点） 人 人 

② 介護職員 採用者数 人 人 

③ 介護職員 離職者数 人 人 
 
問 16 各種加算の算定状況 

加算制度 ①有無 →「あり」の場合  ②人数/加算種別 

(1) 夜間看護体制加算 1 加算なし 2 加算あり  

(2) 個別機能訓練加算 1 加算なし 2 加算あり → 毎月 人程度 

(3) 医療機関連携加算 1 加算なし 2 加算あり → 毎月 人程度 

(4) 認知症専門ケア加算 
1 加算なし 2 加算あり(Ⅰ) → 

3 加算あり(Ⅱ) → 
毎月 人程度 

(5) サービス提供体制強化 

加算 
1 加算なし 2 加算あり → 

1 (Ⅰ) イ 3 (Ⅱ) 

2 (Ⅰ) ロ 4 (Ⅲ) 

(6) 介護職員処遇改善 

加算 
1 加算なし 2 加算あり → 

1 (Ⅰ) 3 (Ⅲ) 

2 (Ⅱ) 4 (Ⅳ) 

(7) 看取り介護加算 1 届出していない 2 届出している → 4～6 月の累計で 人 
 
問 17 看取り介護加算算定要件・体制の充足状況 

看取りを実施したものの

看取り介護加算を 

算定できなかった理由 

（当てはまるもの全てに

○） 

1 医師により回復の見込みがないと診断されていなかったから 

2 看取りに係る介護計画、ケアプランが作成されていなかったから 

3 利用者や家族からの同意を得ていなかったから 

4 施設所属の看護職員が准看護師しかいないから 

5 看取りに関する職員研修を実施していなかったから 

6 短期利用であったから 

7 書類作成や事務手続きが煩雑であったから 

8 看取り介護加算を算定する準備ができていなかったから 

9 上記以外の理由 

10 特になし 

 

  

問 15～18 は、特定施設入居者生活介護の指定を受けている施設のみ記入 
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問 18 短期利用特定施設入居者生活介護 （平成 27 年 4 月 1 日～平成 27 年 6 月 30 日までの利用者数） 

(1) 届出 1 届出していない 2 届出している 

(2) 利用回数 回 ※5 泊 6 日の人が 1 人、3 泊 4 日の人が 2 人いた 

場合、利用回数は 3 回、合計利用日数は 14 日 

（=6+4+4）となります (3) 合計利用日数 日 

 

Ⅶ貴施設における施設運営の状況  

問 19 運営懇談会の状況 

(1) 運営懇談会の開催状況（１つに○） 
※運営懇談会とは、施設と入居者等が施

設運営についての意見交換等を行う場 

1 開催している 

2 開催したことはないが、開催を検討している 

3 開催する予定はない 

4 以前は開催していたが今は開催していない 

5 代替の取り組みを行っているため、運営懇談会は設置していない 

 

(1)-① 

 直近１年間（H26 年

度）の開催頻度（１つに

○） 

※(1)で 1 の場合のみ 

1 12 回（月 1 回）以上 

2 6～11 回  

3 3～5 回 

4 2 回（半年に 1 回） 

5 1 回（年 1 回） 

(2) 入居者以外の参加状況 

「定期的な参加者（当てはまるものす

べてに○）」 

1 施設長（住宅管理者含む） 

2 施設（住宅）職員 

3 入居者の身元引受人（家族等） 

4 入居者のケアマネジャー 

5 入居者を主に担当しているヘルパー 

6 地域の医療機関の医師 

7 地域の（訪問）看護師・薬剤師 

8 地域の関係者(町会、老人クラブ関係者、民生委員など) 

9 地域包括支援センター担当者 

10 行政関係者 

11 上記以外 
 
問 20 地域との交流、地域貢献の取組状況 

 地域との交流、地域貢献の取り組み 

（過去 2 年以内）の内容 

（当てはまるものすべてに○） 

1 施設開催イベントへの近隣（町内会等）住民の参加 

2 施設のスペース（一部）の開放 

3 施設への地域ボランティアの日常的な受け入れ 

4 施設情報（広報誌等）の地域への配布 

5 近隣（町内会等）イベントへの施設入居者の参加 

6 地元自治会への加入（貴施設全体での加入） 

7 施設居住者と地域住民が共に防災訓練を実施 

8 災害時の備蓄等について近隣住民の受け入れを想定した体制を確

保 

9 上記以外の取り組みを実施 

10 特に取り組んでいない 
 
問 21 介護事故予防・報告体制の整備状況 

介護事故マニュアルの整備状況 

（1 つに○） 

1 マニュアルを定めている 

2 マニュアルを定めていない 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年度老人保健事業推進費等補助金 

（老人保健健康増進等事業分） 

高齢者向け住まいの実態調査 
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